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[新任挨拶]

新 任 の ご挨 拶
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本年7月1日 か ら副理事長 を拝 命致 しま した。

お りしも猛暑 の中,ま た石油等エ ネルギ ー資 源価 格 の高騰,美 浜3号 機 の

事故対応 等 々困難 な状況 の中で,エ ネルギ ーの安 定供給 に日々腐心 してお ら

れ ます関係各位 の皆様 に心 か ら敬 意 を表 し申 し上 げます。

皆様 の御尽力 に よ りま して,昨 今経 済全般 に明 るい動 きが 出つつ ある中で,

い わゆ る3E(経 済,環 境,エ ネルギー)の 舵取 りが 的確 に進 め られ るこ と

を切 に期待 してお ります。

さて,当 研 究所 は昭和53年 の設立 以来,産 官 学の関係 の方 々の大変温 かい

ご支援 の もとにエ ネルギーの問題 を総 合工学 の立場か らとらえつ つ,着 実 に

活動 を拡 げ,成 果 を積 み重 ねて参 りま した。

近年 エ ネルギー に関す る船 戦略 の麟 の重 要性 に鑑 み・国民全般へ の新 彰

たなア プローチ を行 うべ く,日 本学術 会議,日 本 工学 アカデ ミーの活動,工 彰

ネルギー対策基本 法の成立等,政 府 ・国会 の動 きの 中で,わ が国 において3彰

Eの 言題 を解決す るため には 「科学t支術 」 の役割が極 めて重要 であ り,「t支術 彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰
彰

彰

彰

鱗 」備 築が不可欠 とされています.彰

//,す なわち1997年12月・一 化防止のため 「京都議定書」が一1

薯2008年 か ら2012年 に至 る 目標 カミ定め られ ま したが・ その後の推移(世 界全li,IS£

爵

艶

薯

薯

妥

のエ ネル ギー消 費の伸 び,原 子力,新 エ ネルギーの低迷等 々,ま た,米 国 の 号

「議 定書」 か らの離脱 等 々)は,「 京都 議定書」 さ らにはその後 の期 間へ の合 彰

意 を,極 めて困轍 もの と しつつあ ります。 号

わが国の経済再生は・緒につ き明るいりtsしはみ られる もの囎 を許す状!
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爵 彰

薯 況 とはとても言い轍 中,お りしもこの6月,2・3・ 年を見撒 た 「総合資源 彰

薯 エネルギー調査会」の長期エネルギー需給見通 しが発表され,ま た,「 原子 彦

薯 力委員会」,「中央囎 鍮 会」等政府関係機関の検討が進みつつあ ります。 彰

1蹴 騰 騰 会・船 資源エネル欄 査会エネルギー環境合同l
//"会 言義中間 と りまとめ」 と して10の 提言 力§行 われてい ます・ その1翻 が 「国 ・S/

k/"家 戦 田各と して のエ ネル ギ 環 境 政 策 の立 案 実施 」 で あ り・ その10翻 が 彰

爵 「技術 を核 と した国際競 争力 あ るエ ネノレギー関連 産業 の創 造」 で あ り・ まこ 彰

k/Pと に首肯 され るもので あ り,10番 目の提 言 において は,官 民協力 の もと,明 彰

爵 融 目標 を掲 げた上 で 。一 ドマ ップを策定すべ きとしています。 彰

警 この ような方向で の産 官学 に よる 「技術 戦田各」 の再鱗 へ の棚 の雛 力諺

1行 なわれる中で・当研究所に与えられた課題に総合工学的視点から取 り磯

艶 せていただ くことに大 きな責任 と欣びを感 じてお ります・ 彰薯
皆様方の益 々のご発展 を念 じつつ簡単ではあ りますが,以 上 をもちまして 彰

艶 私のご挨拶 とさせていただきます。 彰薯

彰曇 彰
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バ イ オ マ ス エ ネ ル ギ ー の 利 用 に つ い て 難

_バ 材 マス。一ドマップの成果を踏まえて一 難

叢
内 山 洋 司(繍 学叢 院 システ輔 工学)lll

…舞

荒木由季子(欝 算一鵜 ギー庁)il}

藤 本 潔(馨騰 長大購 購)il

田 虹 喜(驚 晦 薯 囎 礫 機喋

11i川紀一郎騨 撚 琶鞠1

譲

L 魅
藁漉

は じめに

司会 本年6月,「 総合資源 エ ネルギ ー調

査 会」 におい て,2010年 お よび2030年 に

向 けた 「長 期 エ ネルギ ー需給見 通 し」が

発 表 され ま した。 さ らに今 年 度 中 に も

「地球温暖化推 進対 策大綱」 の見 直 しも予

定 され ています 。その 中で,「 省 エ ネルギ

ー」
,「 新 エネルギ ー」お よび 「燃 料転換」

は依 然 として対 策 の大 きな柱 だ と理 解 し

てお ります。そ こで本 日は,「 新 エ ネルギ

ー」 の 中の主役 と して期待 され ます 「バ
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イオマスエネルギー」 を取 り上げて,こ

れを推進する各分野の代表的立場の方 々

にご出席いただきました。

大学か ら内山筑波大学教授,経 済産業

省か ら荒木新エ ネルギー対策課長,農 林

水産省か ら藤本環境政策課資源循環室長,

そ してNEDOか ら田島主任研究員です。

お忙 しいところをあ りがとうございます。

バイオマスの位置づけ

一層増す地球温暖化対策の重要性

司会 まず,内 山先生か らバイオマスの

位置づけの復習 をかねて,現 在の推進状

況 をどう考 えてお られるかご紹介いただ

ければと思います。

内 山 バ イオマス利 用 とい うの は温 暖化

対 策 の1つ として その重 要性 が世界 的 に

高 まって きてお ります。 「気候 変動 に関す

る政 府 間パ ネ ル(IPCC)」 が ま とめ た

『第3次 評価 報告 書』(2001年)に よ りま

す と,世 界 のエ ネルギ ー需要 が高 まって

い く中で温室効 果 ガス抑 制 に最 も期 待 さ

れ て い るの が 「バ イオ マス エ ネルギ ー」

で あ る と位 置 づ け られ てお ります 。欧米

や 開発途 上 国の農村 部 を 中心 に 「バ イオ

マ スエ ネル ギー」 の利用 が進 ん で きてい

るわ けで すが,残 念 な ことにわが 国 での

普 及 はまだ低 レベ ルの状 況 にあ る と思 い

ます 。 そ うい う中で,わ が 国 もバ イオマ

iiiiiiiiiiiiiiitiil濫嚢 幽 磁

内山洋司氏

(糠 学欝 システム龍 学)

スの利活用は,単 に温暖化対策だけでな

く,循 環型社会の形成や国際的に競争力

のある産業育成,あ るいは農林漁業の活

性化 といったことも含めて今後開発が期

待 されていると思います。

政府は2002年12月 末に 「バ イオマス ・

ニッポ ン総合戦略」 を閣議決定 しました。

これによって内閣府,総 務省,文 部科学

省,農 林水産省,経 済産業省,国 土交通

省,環 境省 といった省庁が協力 してバ イ

オマス利活用 を推進 してい く体制ができ

ました。 しかし,バ イオマス利用がそう

簡単でない ということは,我 々 もエネル

ギー政策 をこれまでやってきて よく理解

してお ります。 と言いますのは,1970年

代,石 油危機が起 きたときもバイオマス

開発がかな り盛んに行われたわけですが,

残念 なことに天然 ガスや原子力が石油代

替エネルギーとして積極的 に開発 された

反面,バ イオマス開発は一過性で終わっ

てしまったという経験があります。

温暖化対策 というのは大変長期の問題

一4一
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ですので今後息の長い対策が必要であり,

「バ イオマス ・ニ ッポ ン総合戦略」では,

それに向けた技術開発及び施策が大事で

はないか と考えております。

ヴ蝉
い

＼

ト!

主要な施策

7省 庁 をあげて取 り組 む

「バイオマス ・ニ ッポ ン総合戦略」

司会 現在 の主 要 な施 策 と して 「バ イオ

マ ス ・ニ ッポ ン総 合戦 略 」 が あ ります。

その 策定 に携 わ られ ま した農林水 産 省 の

藤本 室長 に,策 定 当時 の狙い,あ るい は

苦労話 をご紹介い ただ きたい と思 います。

藤本 「バ イオマス ・ニ ッポ ン総 合戦略」

の直 接 的 な きっか けは,2002年6月 に出

され た小 泉 内閣 に よる 「経済 財政 運営 と

構造改革 に関す る基本方針2002」,い わゆ

る 「骨太第二弾」,ま た は 「骨太方 針」 に

「バ イオマ スの利 活用 につ いて具体 的 な方

策 を作 りま しょう」 と謳 われた ことです。

内山先生 もおっ しゃってお られ ま したが,

バ イオマスの利用 に対 して 「4つ の期待」

が あ る と考 えてい ます。1つ 目が地 球温

暖 化 防止,2つ 目が循 環 型 社 会 の形 成,

3つ 目が競争 力 のあ る新 たな戦略 的産 業

の育成,4つ 目が農 山漁 村の活性化 です。

「骨太 方針」 の 中で は,「 地 域力 戦略」 の

中でバ イオマ ス を考 えて い こ うとい うこ

とで した。 バ イオマ ス とい えば,家 畜排

ピ"

Utbh

きノ

品♂ 、

藤本

(
農林水産省

資源循環室長

〆卜

潔 氏
大臣官購 政策言果)

循

せ つ物 も,稲 わ ら も,間 伐 材 も地方 に行

け ば どこにで もあ る。そ れ を うま く使 う

と,地 域 で産業 を興 し雇用 創 出が で きる

ので は ないか。 す なわ ち,地 域 の活性 化

につ なげたい とい う思 いが非常 に強 くあ

った とい うこ とが言 える と思 います。

「骨太 方針」 に書 か れた とい う こ とも

あって,経 済 産業 省 も環 境省,国 土 交通

省 も協力 的で した。 「バ イオマ ス ・ニ ッポ

ン総 合 戦略」 の策 定 にあ た り,む しろ省

内の協 力 を得 る こ との方が大 変 だ ったか

も知 れ ませ ん。策 定作 業 自体,今 までの

対 応 の見直 しとい う作 業 だ った もの です

か ら,今 まで や って きた ことの単純 な延

長線上 ではす まない とい う感 じもあ って,

特 に間伐材 をかか えて いる林野 庁,家 畜

排せ つ物 をか か えてい る生産 局畜 産部 な

どとの折衝 に も苦労 しま した。 とは言 い

なが ら,農 林 水産省 として新 しい仕 事 を

や ってい こ う とい う方 針 の も とで集 まっ

てい ただ けた とい う ことを非常 にあ りが

た く思ってお ります。
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「新 エネル ギー産業 ビジ ョン」一バ イオマ

ス は地域 の課題 を解決 してい く取 り組み

司会 冒頭述べ ま したエ ネルギ ーの長期

需給 見通 しに呼応 す る形 で,経 済 産業省

は6月 に 「新 エ ネル ギ ー産 業 ビジ ョン」

を発 表 してお られ ます。 そ うい う経 緯 の

中で,バ イオマ ス を どう評価 し,位 置 づ

けてお られ るの か,荒 木課長,ご 紹介 お

願 い します。

荒木 バ イオマ スは,2年 半前,「 新 エ ネ

ルギー利 用等 の促進 に関す る特別措置法」

(新エ ネ法)の 対象 を見直 した時 に,雪 氷

エ ネルギ ー と ともに同法 の対 象 と して入

り,そ の後 「バ イ オマス ・ニ ッポ ン総 合

戦略」 の 中 に位置 づ け られ ま した。新 エ

ネ ルギー の 中では最近 取 り込 まれ た とい

孟
荒木 由季子 氏

(雛 鞭 一撫 食ルギー庁)

う こ ともあ って,バ イオマ スは わ りとブ

ーム にな ってい る とい う気 が します
。 一

方 で,実 態 と してはバ イオマス のエ ネル

ギー利用 は新 エ ネル ギー全体 の 中で も約

3%に しか な らない。「長期エ ネルギー需

給見 通 し」が掲 げる新 エ ネ導入 目標 で も,

表1新 エネル ギー導入 目標 におけるバ イオマス

1999年 度実 績
2010年 度 見通 し/目標

2010

/1999

現行対策維持 ケース1目 標ケース

原油換算 設備容量 原油換算 設備容量 原油換算 設備容量

[(万kl) (万kW) (万kD (万kW) (万kD (万kW)

(発電分野)

太陽光発電 5.3 20.9 62 254 ll8 482 約23倍

風力発電 35 8.3 32 78 134 300 約38倍

廃棄物発電 ll5 90 208 175 552 417 約5倍

バ イオマス発電 5路 8.0 13 16 34 33 約6倍

(熱利用分野)

太陽熱利用 98 72 一 439 一 約4倍

未利用エネルギー
(雪氷冷熱を含む)

4.1 一 9.3 一 58 一 約14倍

廃棄物熱利用 4.4 一 4.4 一 14 約3倍
バイオマス熱利用 .ト卍 一 一 一

67 一 一

黒液 廃 材等(※1) 457 一
479

一
494 一 約1.1倍

新エ ネルギ ー供 給計

(一 次エネルギ ー総 供給/構 成比)

6鱒

(韮2%)
一 878

(L4%)
一

1ρlo

(3%

程 度)

一 約3倍

一次 エ ネルギ ー総供給
約5.9億kl 約6.2億k1

約6.0億k1

程 度

(※')無 窺 ぞ編 論 謬 讐藻欝 のであり・ バイオマスの対 「新・ネ供給計」

2.8%→5.3%(黒 液 ・廃 材 等 を除 く)

65.9%→31.2%(〃 含 む)

(出所:総 合資 源エ ネルギー 調査会r新 エ ネルギー 部会 報告苫～今 後の新 エネ ルギー対策 のあ り方 につい て～』2001年6月)
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2010年 度 に5%ぐ らい しか想 定 され てい

ませ ん。黒液廃 材 を除 くとそれ ほ ど大 き

な導 入量 が想 定 され てい るわ けで はない

のです。

先 ほ ど藤本 室長 か らもお話 しが あ りま

したが,経 済 産業省 が なぜバ イオマ ス に

着 目 してい るのか とい い ます と,地 域 に

埋 もれ てい る未利用 エ ネ ルギー資 源 を う

ま く活用 してい こう とい う視 点 があ りま

す。 「新 エネルギ ー産業 ビジ ョン」 を作 っ

た時 も,バ イオマ ス の場 合 は特 に地域 の

活性 化,あ るい は環境 問題 な ど地 域 の課

題 を解決 してい く取 り組 み の1つ と して

捉 え ま した。 バ イ オマス とい うの は,量

的 な もの の他 に地 域性 との関連 で非常 に

注 目され ています。

「新エ ネルギー」 は全体 的に経済性上割

高 だ とい うことがあるのですが,エ ネルギ

ー とい う側面 か ら取 り組んでいるだけで は

なか なか進 まない とい うことを非常 に感 じ

てお ります。そ ういった ところで 「バ イオ

マス ・ニ ッポ ン総合戦略」 の ような,各 省

庁が うま く政策 的に乗 り合 える ような枠組

みで進めてい くとい うのは非常 に大事 なこ

とだ と実感 してお ります。

私 ど も色 々 な補 助制 度 で支援 を してい

ます が,モ デ ル的 な成功事例 を早 く作 っ

て,そ れ を広 げてい くこ とが大 きな課 題

とい うふ うに思 ってお ります。

バ イ オ マ ス エ ネ ル ギ ー ロ ー ドマ ッ プ

作成の経緯～長期で検討する必要性

司会 ここで具体 的取組 み の例 を ご紹介

願 い ます 。昨年12月 か ら今年6月 にか け

ま して,資 源 エ ネル ギー庁新 エ ネル ギー

対策 課 の依頼 に よ り,NEDOお よび当所

で作 成 しま した 「バ イオマ スエ ネルギ ー

技術 ロー ドマ ップ策定 に関す る調査 」 を

一例 として取 り上 げたい と思 い ます
。

まず,荒 木課長 か ら,な ぜ その日寺点で ロ

ー ドマ ップを取 り上 げ よう と したか
,経

緯 をご紹介 いただけます で しょうか。

荒木 新 エ ネルギーの技術 開発 は,「 サ ン

シャイン計 画」 の時代 を含め長 い問取 り組

んで きてい ますが,そ の間 に,政 策的背景

は変 わって きています。例 えば,か つては

石油代 替エネルギーの開発 とい うこ とが大

きな目的だったのですが,今 ではそれ以上

に地球環境問題へ の対応 とい うことが クロ

ーズ ア ップされてきています。

バ イオマスエネルギーの システム検討 と

い うのは,「 原材料」,途 中の 「転換技術」,

「ア ウ トプ ッ ト」 を掛 け合 わせ る と非常 に

膨大 な組み合 わせ があ ります。 なおかつ,

どこで使 ってい くか とい う条件 によって最

適な ものが様 ・々 に異 なって きます。私 ども

と しては,技 術 革新が起 こってい る中で,

どこに技術 開発の重点 を置 いてい くか考 え

ない といけない と感 じたわけです。
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2030年 まで のエ ネルギ ー需給見 通 しが

作 られ た こ ともあ ります し,技 術 開発 も

か な り長 期 にわ た って考 えてい か なけれ

ばい け ませ ん。2030年 とい う長期 を見 通

して,わ が 国 と して一体 どうい う分野 に

今 後取 り組 んで い くべ きか きちん と検 討

すべ きで はない か とい うのが私 の問題 意

識 で した。 その時,単 純 に技 術指 向 の検

討 だ けで な く,活 用 され る領域 が どうな

って い るのか とい うニ ーズ面,本 当 に使

え る もの,あ るい は波 及効 果 の大 きい部

分 も検 討 していただ きたい とい うことで,

NEDOに お願 い したわけです。

司会 それで は,そ の ロー ドマ ップ委員

会 の委 員長 を担 当 され た内 山先 生 に,委

員長 と して留意 された点,あ るい は成果

の 評 価 等 につ い て ご説 明 をお 願 い し ま

す。

意義 あ った ロー ドマ ップ作成

内 山 まず,こ の 時期 に,前 述 の ように

資源 エ ネル ギー庁 主導 でバ イ オマスエ ネ

ルギー ロー ドマ ップ を作 成 した とい うこ

とは非常 に意 義が あ った と思 い ます。 日

本 の場合,技 術 で 世界 に貢献 してい こ う

とい う流 れが あ るわ けです ので,今 後 バ

イオマ ス技 術 が世 界 に どう役 立 って い く

の か,そ の た め の技術 の要 素 を抽 出 し,

今後 重点 的 に開発 すべ き課題 を明 らか に

す る意義 は非常 に大 きい と思 い ます。

今 回の調査で は,バ イオマス を 「木質」,

「下水汚泥」,「食品廃棄物」,「畜 糞」 に分

けて分析 してい ます。 それ ぞれ のエ ネル

ギー転換技術 を中心 に,「 前 処理」,「後処

理」,「周辺技 術」 を加 えた技 術群 を網羅

的 に体系 化 して い ます 。 ロー ドマ ップ作

成 に当た りま して は,研 究機 関,メ ー カ

ー な どの メ ンバ ーか らな る 「作 業 部会」,

・大 学 な ど公 的機 関の委 員 か らな る 「バ イ

オマス戦略調査委 員会」 を設置 しま した。

まず,個 々 の要素技 術 につ いて技術 特

性 を明 らか にす る 「技術 ロ ー ドマ ップ」

を作成 しま した。図1に 同成果 の一例 を

紹介 します。加 えて,効 率,環 境,経 済,

実現,新 規 とい った総 合 的 な視 点 か ら各

技 術 を特性 づ け る 「特 性 ロー ドマ ップ」

を作成 してい ます。

バ イオマス エ ネルギ ー利 用法 として ど

うい う ものが あ るか方 向づ けてい るわ け

です が,結 果 か ら見 ます と,基 本 的 には

バ イオマ ス を燃 や して熱 に変換 し暖房 や

加熱,あ るいは発 電 に利用 してい く方法,

メ タンガス を発 酵 して燃 料電 池等 に利用

してい く方法が あるわけです。

発 電 や メ タンガスの発 酵 とい うの は基

本 的 には 「規模 の経 済」 が成 り立 つ技術

です か ら,性 能や経 済性 は大 型化 すれ ば

す るほ ど有利 に な る。報 告 書 の 中で も,

性能 と経 済性 を高 めてい く 「規模 の経済」

を追 求 した技術 開発 が重 要 にな る とい う

結論が導 き出 され てお ります。

もう1点 は将来 の技術,い わゆる新規性

が あ る技術 に関 して は逆 に実現 性が や や

低 い とい う総合 評価 が な されてお りま し

て,新 規性 は,経 済性,実 現性 とは トレ

ー ドオ フの関係 にな ってい る とい う結果

一8一
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高 匪 質一轍 一電カシステム(5)1

領域C
(導入,普 及を積極的に

支援すべき)

殴

側
簸

D
窯

穂

醗

↑

「製

拠

禦
」
,
「親
邸

鰍

」

領域A
(普及,技 術開発共に

積極的に推進すべき)

黙 領域B
(技掠『開発 ・研究を

積極 的に推進すべ き)

低4
f新 規性」、「エネルギー変換効率」、「環境特性」 平均値

図2木 質バイオマス2010年 断面の技術開発動向

が出ています。図2に 具体的成果の一例

を示 します。

全体 として 「木質」 と 「下水汚泥」を

利用する変換 システムについて高い評価

が得 られてお りまして,将 来の技術 とし

ては高性能の発電技術やメタン発酵技術

が今後期待 される技術であるとなってい

ます。

今回の調査は投入するバイオマスが用意

されていることを前提にし,一 番大 きな課

題であるバイオマスの生産,収 集,運 搬の

問題が除外 されています。バイオマスの利

活用を農山漁村の活性化にも役立てていき

たいという期待があるわけですが,実 際に

はそういう課題が多 く,総 合的な戦略を根

づかせるためにも,一 貫 したプロセスを体

系的に評価検討 してい くことが今後の課題

になるのではないかと考えます。

そういう点か らいいます と,経 済産業

省内での技術の見方だけでな く,農 林水

高

産省,国 土交通省の視点 を加えて,バ イ

オマス利活用 に向けた問題 を解決す るた

めの制度 も含めて検討 してい くことが必

要だと思いました。

実施中の開発 プロジ ェク トに

活 かせたロー ドマ ップ策定調査

司会 資 源エ ネルギ ー庁 か らの受託 窓 口

とな られ たNEDOの 田島主任研 究員か ら,

ロー ドマ ップの作 成 の取 りま とめ に どの

よ う に対 応 し,ど う評価 され て い るか,

ご意見 をいただければ と思 い ます 。

田島 実 は昨年末にバ イオマス関連の技

術 を取 り巻 く諸状況に関 して資源エネル

ギー庁新エネルギー対策課 と我々がブリ

ーに討議する機会があ りました
。その中

で荒木課長から先ほどのご趣 旨のお話が

ありました。
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実行 部 隊 であ るNEDOと して の大 きな

意義づ けの1つ 目は,現 在 実施 中 の 「バ

イ オマスエ ネ ルギ ー高効率 転換技 術 開発

プ ロジェク ト」(平 成13年 度 ～)に 対 す る

将 来 的 な展 開 を含 め た包括 的 な評価 を得

たい とい うこ とです 。同研 究 開発 プロ ジ

ェ ク トは,当 初7テ ーマ を採択 してス タ

ー トした後
,「 バ イオマス ・ニ ッポ ン総合

戦 略jの 答 申 を受 け4テ ー マ を追加 し,

現 在11テ ーマ で行 ってお ります 。 こ こ数

年 で,非 常 に多 角的 に網羅 的 に行 って い

る ものです。

2つ 目の大 きな意 義づ け は,我 々 と し

て この ロー ドマ ップ策 定期 間 中に,11テ

ー マの補完 的 な意味 合 いで 「要素技術 開

発 」 の公募 を予 定 してお りま して,そ の

公募 の条件 策定 に本 ロー ドマ ップ策定調

査 の反映 を図 りたか ったこ とで した。

それ か ら,3点 目 と して,NEDO内 に

は 「新 エ ネルギ ー」 以外 に関 して もロー

ドマ ップ策定 の動 きが あ り,今 回の ロー

ドマ ップが他 分野 のロー ドマ ップに準 じ,

バ イ オマス分 野 の方向付 け を主張 で きる

もの と期待 してお ります。

11テ ーマの技術開発 は,新 エネルギ ー対

策課の ご指導の もと,平 成13年 度か ら展開

してい ます。バ イオマスが 「新エネルギー」

として受 け止め られてい なか った当時か ら

バ イオマスの新 たな技術研 究,特 に高効率

転換 を進めてい くに当たって,新 エネルギ

ー対策課 と一緒 に開始 した ものです。 そ う

いった中,開 発開始か ら約3年 後の昨年10

月 に,NEDOは 独立行政法人化 され ま した。

NEDOが 行 う技術 開発 として,「 集中 と選

択」 の観 点か ら,11テ ーマが どうい う位置

づ けなのか,今 までに増 して,NEDO内 外

に向けて説明する必要があ ります。 その際

に このロー ドマ ップを活用 させていただき

たい とい う次 第です。

バイオマス技術の開発事例

司会 次 に技 術 開発 とい うハ ー ド面 での

取 り組 み例 につ い て ご紹介 い ただ きたい

と思 い ます。

田島 前 に も述べ ま した よ うに,平 成13

年度 か らllテ ーマ につい て技術 開発 を行

ってお ります(図3)。

11テ ーマ の うち,石 炭 とバ イ オマス と

の混焼 は当初 の 目的 を達成 し平成15年 度

末 で 開発 を終 了 して い ます 。 それ か ら,

低温 ガス化 にお いて タール を触 媒 で分解

す る技術 は,NEDOの 中 間評 価 で技術 的

嚢臨こ櫨

田島 正喜氏

(㈱ 新エネルギー・産業技術総合開発機構新エネルギー技術開発部 主任研究員)
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2◎Ol 20◎2 2003 2◎04 2005 20◎6

(1)石 炭 ・バ イ オ マス 混 焼

(2)小 型流動床ガス化発電システム 1
(3)低 温流動床ガス化用タール分解触媒開発

5卜

(4)噴 流床ガス化メタノール製造技術
1

(5)水 素 ・メタ ン2段 発 酵 技 術

(6)ABE・ メタ ン2段 発 酵 技 徳

(7)木 質 バ イ オ ー エ タ ノー ル 製造 技 術 〔==`'

(8)下 水汚泥ガス変換発電システム
1ヒ

1

(9)下 水汚泥高効率嫌気性消化システム

1

(工0)油中脱 氷 ・2段 ガ ス化 技 術

}L

(ll)二 段 階 反 応 法 に よ るBDF製 造 技 術

【 「 置

2◎◎2年3月 2003隼6月

(出所:NEDO環 境技術開発部資料)

図3「 バ イオマ スエネル ギー高効率転換技術開発 プロジ ェク ト」 テーマ と開発期 間

なハ ー ドルが非常 に高 い と判定 され,中

問 目標で ある 「タールの分解特性 の把 握」

を達成 し,終 了いた しま した。

進捗 ですが,既 にどの テーマ も基礎 的 な

実験 は終了 して,サ イ トにほぼプ ラン トが

据置 された状況です。今年 に入って,実 証

テス トに近い条件 でのテス トにかかってい

る段 階で比較 的順調 に推 移 してい ます。

特 に失敗 事例 は 出て きてい ないの です

が,開 発 を終 えた混焼 技術 は まだ実用 化

に至 っ てい ませ ん。現 在,次 のス テ ップ

を模索 してい るところです。

タールの分 解 の技術 開発 に関 して も非

常 にハ ー ドルが高 い ので,異 なった触 媒

へ の ア プローチ だ とか ,異 な った ガス化

手法 の模索 を行 っている最 中です。

藤 本 実 は 「バ イオマ ス ・ニ ッポ ン総 合

戦 略」 を作 る と き,技 術 分野 で の引金 の

1つ は,木 質 バ イ オマ ス をガス化 して,

メ タ ノー ル を合成 す る技 術 開発 で した。

木 質バ イオマ ス を原料 に,液 体燃 料 にす

る とい う話 につ い ては非常 に期待 して い

る ところです 。

今年 か ら農 林水 産省 で,低 コス トでバ

イオマスか らポ リ乳酸 ※を作 る技術 開発 を

進 め てい ます。バ イオマ ス をマ テ リアル

と して利 用 す る研 究 ですが,こ う したバ

イ オマ ス を何 度 も 「物」 として利 用 した

後,エ ネルギー を回収 す る とい う全体 シ

ステ ム をど うや って構 築 してい くの か と

い うこ とが,実 はバ イオマ ス を利用 す る

上 で は一 番重 要 なので は ないか と,こ の

何年 間かの仕事 の中で感 じています。

※ポ リ乳酸 とは,で んぷ んや セルロースな どを原料 として,乳 酸発酵 させ てで きる乳 酸を重合 してで きる植物 由

来の プラスチ ック。ゆ るやか な生分解性 を持つ。音響製 品の筐体 やブ リスターパ ックな どの包装材
,ク リアフ

ァイル などの文房具で商品化 され ている。
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バ イ オマス は集 め る ところが一番 大変

だ と言 われ ます が,そ れ だ けで はな く集

めて きた もの を変換 して,地 域 で どう使

い尽 くしてい くの か とい う トー タル シス

テム を作 って い くところが最 も大切 なの

で はない か と考 え てい ます。農林 水 産省

で は,そ うい う技術 開発 をお手伝 い させ

てい ただ いて い ます が,地 域 ご とに特徴

が あ って創意工夫 が必要です か ら,「 こう

やれ ば必 ず うま くい く」 な ど とい う見本

を出す のは難 しいで しょうね。

収集 も含 めた トー タル システム構築

バイオマス利用の難 しさ

司会 今 の話 を も う少 し展 開 させ てい た

だ きたい と思 い ます 。物 を作 って,何 度

も利用 し,最 後 にはエ ネルギ ー を取 り出

す。 もっ と上流 で は集め る とい う こ とが

重 要 だ とい うお話 を な さい ま した。 関連

した ご意見があ りま した らお願い します。

内 山 藤本 室長 の考 え方 とい うの は ま さ

に 「バ イオマ ス ・ニ ッポ ン総 合戦略 」 に

基づ い てい る と思 い ます 。結 局,い か に

付 加価 値 の ある もの に して い くか とい う

こ とだ と思 うので す。燃 や して しまった

ら付 加価値 はあ ま りない。 それ よ りも原

料 や飼料 とい う,も う少 し価値 の高 い も

の に まず 利用 で きる のだ った ら利 用 しよ

う。最 後 に,そ れ以 上使 え な くな って,

燃 料 と して使 って い こ うとい う一種 の カ

スケー ド的 な利 用です。

エ ネ ルギー と して使 う場 合 に もや は り

付 加価値 の問題 が あ ります。今 回 の ロー

ドマ ップで は,乾 燥燃 料 と して利 用価 値

の高 い木質 につ い ては,高 効率 の技術 開

発,分 散化 に よる ガス化 で性能 を上 げ る

技 術 の開発 を して い こ うと提案 してい ま

す。 それが エ ネル ギー利用 の 中で も付 加

価値 が高いわけです。

糞尿,下 水 汚 泥 とい った含水 率 の高 い

もの につ いて は,メ タ ン発 酵 で付 加価 値

の高 い製 品 を生 み 出す技術 の 開発 を提案

して い ます 。技術 は,常 に ど うす れば市

場 に受 け容 れ られ るかが課 題 に なって い

ます 。そ のた め に,よ り価 値 の高 い もの

を作 り出 して い こ うとい う流 れが あ る と

思 い ます。

ところが,バ イオマ スは非常 に広 く薄

く賦存 してい る ものです か ら,い い技 術

が あっ て も,収 集,運 搬 の ところが 経済

的 に成 り立 たない ため に,多 くの場 合バ

イオマ ス を利用 で きて いない 。 ど うや っ

て,収 集,運 搬 の ネ ックを解 決す る シス

テ ム を作 り上 げて い くかが非常 に大 きな

課題 にな ります。

もう1つ,バ イオマ スに限 らず新エ ネル

ギ ーの場合,付 加価値 の高 い システ ムに

してい くた め には,初 期 投資 が非常 に大

きいの です。新 エ ネ ルギー の導入者 とい

うの は,経 済 的 に余 裕 の ない とこ ろが 多

い ので,初 期投 資 額が大 きい システ ムや

技術 を避 けたが る ものです。 初期投 資 費

用 を普段 の運 用費 用 に転 嫁す る ような形
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で,導 入者 の負 担 をなるべ く小 さ くす る

よ うな政策,制 度 を作 る こ とも課題 にな

る と思 っています。

荒木 基本 的に藤本室長のお っ しゃるとお

りだ と思ってお ります。バ イオマ スの難 し

さは,エ ネルギー転換 とい う,一 部分の最

適解 を求めていてはい けない。マテ リアル

利用 も含めて,あ るい は,エ ネルギーを取

った後の副産物 も含めた意味 で トータル に

考 えていかない と,な かなかシステムが組

めない ことだ と感 じています。

特 に,内 山先生 がお っ しゃった ように,

収 集,運 搬部 分 も含 めて,ト ー タル シス

テム と して,ビ ジ ネス展 開 してい ける仕

組 み も検 討 していか な ければい け ないの

かな と思 ってい ます。

例 えば,建 設 廃材 はあ る程度 ビジネス に

な りつつ あ りますが,そ の他 のバ イオマ

ス につ い て も,収 集,運 搬,利 用,色 々

な処理 まで含 めて,こ れ をど ううま くビ

ジ ネス に育 て られ るかが大 きな課題 だ と

思 い ます 。

「規模 の経 済性 」 を追及 す る 「集 中型

の ビジ ネス モ デル」,一 方 で ロー カル な

「分 散型 の ビジ ネスモデ ル」 の両 方が考 え

られ る とい い と思 い ます 。逆 にい う と,

そ うい う ところ をう ま く考 えない と,バ

イ オマス利用 とい うの はなか なか難 しい

とい う気 もしてい ます。

田島 今回作成 したロー ドマ ップでは,発

展性のあ る技術 となると,ガ ス化技術の方

が発酵 に比べ点数が よか った結果 とな りま

した。 ところが,先 ほどご紹介 したガス化

プロジェク トは,ス ター ト当初の シナ リオ

か らずれて きています。何が原 因か とい う

と,や は り木質バ イオマスが集 ま らない点

です。荒木 課長が言 われた ように,当 初,

賦存量 か らす る と間伐 材や未利用樹,ダ ム

の流木等 を原料 にす ることで開発がス ター

トしたのですが,現 時点で,将 来 の図 を描

いてみ ると,バ イオマスの インプ ッ トはほ

とんど建設廃材 なのです。 これは リサ イク

ル法 によって処理が義務づけ られてい るこ

とで,現 在,逆 有償,つ ま りお金 を受 け取

って入手で きる状況 にあ ります。 開発 を行

うメーカーか らす る とビジネスモデルにす

るにはそれが一番現実 的 だ とい うことで,

当初の構想 か ら随分ずれて きているわけで

す。

や は り,あ る程 度バ イオマ ス を確保 し,

規模 の増大 を図 らない と,採 算 が合 わ な

い ガス化 の技 術 開発 の先 に は,バ イオマ

スの収 集 問題 が つい て 回る こ とを切 実 に

感 じてい ます。

石炭 との混焼 が次 のス テー ジ に進 め な

い理 由 もこれ とまった く同 じで す。石 炭

に数%バ イ オマ ス を混 ぜ る とい って も,

石 炭火 力発 電所 で は相 当量 のバ イオマス

が必要 なのです 。 これ も間伐 材 や未利 用

樹 の チ ップ を考 えて いた のです が,必 要

な量 が確 保 で き ませ ん。集 まって きた と

して も非 常 に高額 だ とい うこ とで,こ の

収 集問題 を どうにか解 決 しない と,ロ ー

ドマ ップで は 「将 来 明 るい」 と言 われた

ガス化技術 の未来 が描 け ないの で はない

か と感 じています。
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「バ イオマス タウン構想」

司会 今 後 の施策 につ い て。 まず,最 近

発表 された 「バ イオマ ス タウ ン構想 」 の

狙 い,応 募 条件,資 格 な どの概 要 につ い

て,藤 本室長 よ りご紹介 をお願 い します。

藤本 「バ イオマ ス タウ ン」 とい う構想

自体 は,「バ イオマ ス ・ニ ッポ ン総合戦略」

に当初 か ら書 いて あ りま した。 これ には

農 林水 産省 を含 む7省 庁 が積極 的 に関与

してい ます 。「地域」がや ろ うと している

こ とにつ いて,関 係 者 みん なが情報 を共

有 しよう とい うコ ンセ プ トで生 まれ た も

のです。

先 ほ ど来,バ イオマ スの収集 の話 が 出

てい ます。 「規模 の経済性」 が出るか らと

い って も,家 畜排 せ つ物 の よ うな水 び た

しのバ イオマ ス を長 い距離 運ぶ の はあ ま

り現実 的 では ないで しょう。 そ うい うこ

とを考 える と,市 町村 程度 のエ リアで物

事 を考 えるのが 一番現 実 的で は ないか と

思 い ます。

そ の時 に,そ の地域 に何 が あ って,何

に使 いた いの か を,一 緒 に考 えて い きま

し ょうとい うこ とで募 集 を しよう とい う

ことに したわけです。

この 「バ イオマ ス タウ ン」 とい うの は,

まず は,そ の地域 の関係者 間 で情報 を共

有 して くだ さい。そ れか ら,構 想 と して

提 案 され て くれば,そ れ を応 援 しよう と

して い る関係 行 政機 関の 問で情 報 を共有

します。 で きる ところが応 援 しま し ょう

と。 それ で うま くいけ ば,さ らに,全 国

的 にそ うい う情 報 を共有 しま しょ うと。

まず は,地 域 の 関係 者 間,そ して関係府

省 間,さ らに全 国の市 町村 問,こ の3つ

の段 階 で情報 の共有 を進 め たい とい うの

が,「 バ イオマス タウン構想」の狙 いです。

経済産業省のモデル事業

司会 経済産業省ではモデル事業(実 験

事業 と呼称)の 構想 を平成17年 度か ら展

開 しようとお考 えになっている と思 いま

す。その辺の構想 と内容 につ きま して,

荒木課長か らご紹介をお願いします。

荒木 特 に 「新 エ ネル ギー」 は地域 を中

心 として モデ ル的 な もの を導入 しよう と

い う話 は結 構多 い のです が,バ イオマス

の場合 は,現 実 的 に見 て も,一 部 の事 業

者が や られて い る ところは別 と して,自

治体 の関心 が高 いで す。 エ ネルギ ー利 用

の観点 か ら,私 ど もの支援 制度 を利用 し

たい とい う方 もい らっ しゃい ますが,プ

ロ ジェ ク トの内容 を見 る と,エ ネ ルギ ー

利用 で はあ りなが ら,堆 肥 を作 った りと,

複 合的 なプ ロジ ェク トで あ るこ とが 多い

のです 。

地域 の ニー ズや置 かれ た状 況 もさ まざ

まで,何 を中心 に して地域 活性化 を図 っ

て い くか とい う こ と も違 う と思 い ます 。

当然バ イオマ ス資 源 の賦 存状 況 も違 うと

思 い ますが,エ ネルギ ー とい う側 面 か ら

見 た と きに,あ る程度他 の地域 の参考 に

な る よ うな事 例 を発 掘 して,支 援 を し,

それが うま くいけ ば他 へ水 平展 開 で きる
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のか な と。先 ほ ど藤本 室長 は,関 係者 間

で情報 共有 す る こ とが大事 だ とお っ しゃ

ってお られ ま した けれ ど も,私 ど もと し

て は,そ れをエ ネルギ ー とい う側 面か ら,

誰 か がや る こ とを待 つ ので はな く,な る

べ く成 功事 例 を作 り出す こ とを支 援 し,

水 平 展 開 して い け る よ う支援 したい と,

来年度 に向 けて新 た な制 度 を考 えてい る

ところです。

で きれば,関 係省庁 が考 え られている こ

とと もうま く連 動 で きれ ばいい と思 って

い ます が,そ れ は今後 の課題 か も知 れ ま

せ ん。

地形に合ったバイオマス技術の開発 を

司会 内山先生は茨城県でバイオマス普

及委員会の委員長 もなさっているとお聞

きしましたけれど,自 治体が今 どうい う

状況で どの ような困難 を覚えてい るか,

ご紹介いただけませんで しょうか。

内 山 自治体 で もバ イオマ ス を何 とか独

自のエ ネル ギー源 と して活用 してい きた

い とい う気 持 ち は非 常 に強 くあ るわ けで

すが,収 集 の問題 が ネ ックにな って,非

常 に限 られ た もの しか利 用 で きてい ませ

ん。 因 み に,限 られ た もの と しては,ど

うい う ものか とい うと,1つ は比較 的集

め易 い のです が処理 に困 ってい る建 築廃

材 です。 それ は費用 を負 担す る とい う制

度 的 にバ ックア ップ されて いる もの を利

用 して い るか らで す。 もう1つ は大 量 に

発生 す る畜 産排 せ つ物 です。 茨城県 全体

で は,木 質 バ イオマ スが一 番 多い わけで

す が,実 際 には利 用 が非常 に難 しい とい

う結果 が 出て い ます 。そ うい う点 を考 え

る と,や は り政 府が 目標 を掲 げ て需 要拡

大 を図 るに は まだ課題 が あ る と考 え てい

ます。

日本 は山岳 地が 多 く,大 きな平 野 は限

られて いる わけです か ら,基 本的 に資源

を集 め る難 しさが あ る と思 い ます 。 そ う

い う点 で は欧 米 や東 南 ア ジア とか とは違

うと思 い ますが,そ うい う中で,バ イ オ

マス の有 効利 用 を図 って い くには,あ る

程 度地形 に合 った技 術 に焦 点 を絞 って 開

発 してい くことが大事 だ と思い ます。

経済性の壁 を乗 り越 える施策 を

内山 その時 にや は り経 済性 は非常 に大

きな問題 です 。 また,エ ネルギ ー技 術 だ

けで競 争 して も,他 の化 石燃料 を使 う技

術が 非常 に安 いの で なか なか勝 てない わ

けで す か ら,色 々な総合 政策 の 中で位置

づ けて い くこ とが大 事 では ないか と思 い

ます 。例 えば,日 本 の場 合,非 常 につ ら

い の は,そ うい った 地形 以 外 の 問題 に,

食糧 自給率 が非常 に低 い とい うこ とです 。

そ れか ら,使 用 す る木材 の 多 くが輸 入材

で,林 業 も非常 に脆 弱 になって い る。何

とか,そ うい う農業 や林 業 を育成 す る方

向 にバ イ オマ ス を利 用 で きない のか。 将

来,自 給 率 を高め る流 れ を作 る とい うこ

とに なれば,ま た違 う色 々な支援 策が あ

るわけ です。 その 一環 と して,バ イオマ

スの利用 拡大 を図 れ る よ うな システ ム を
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作 ってい くこ とが重要 で,そ うい う点 か

ら各省庁 の協 力 関係が 大事 だ と思 うので

す。

も う1つ,補 助 金 ではい つ まで も うま

くい かな い。何 とか民 間活 力 を生 か さな

けれ ばな らない わ けですが,そ れ を支 援

す る制 度作 りが大 事 です。 最近,途 上 国

にはマ イク ロク レジ ッ ト,あ るい はマ イ

クロ ファイナ ンス とい う ものが あ り,か

な り成功 しているわけです。途上 国 には,

非 常 に資金 調達 が難 しい小 さな事 業所 が

い っぱい あ るわけで すが,そ うい う人 た

ち を支 援す る制 度が あ りま して,そ れ に

よっ て意外 と成 り立 っ てい る わ けで す。

日本 もそ れ を見 習 った方 が いいの で はな

い か と思 い ます 。現 に,RPS制 度,そ の

他 フ ァ ン ドとか色 々 な形 で環境 に融 資す

る流 れが 日本 で もで きてい るわ けです か

ら,そ れ をバ イオマス に適用 して,長 い

目で 日本 の農 業や林 業 が育 つ形 に してい

く,そ れ を私 は望 んで い ます 。 そ うい う

政策 をぜ ひ作 ってい ただ きたい と思 い ま

す 。 それが恐 ら く将来 的 には アジ ア地 域

にお け るバ イオ マ ス利用 が 盛 ん にな り,

日本 の技 術 が ソ フ トも含 めて移転 で きる

のではないか と期待 してい ます。

将来展望および提言

司会 最後に,将 来展望あるいは提言が

ありましたらご紹介お願いします。

小 川紀 一・郎 氏

((財エ ネルギー総合工学研究所エ ネルギー技術情報セ ンター長)

藤 本 林業 が置 かれ てい る状況 は深刻 で

す。木 材価 格 を考 え る と,山 の所有 者 は

間伐材 どころか本体の木材 で さえ,「 市場

に出 さな くて良い」 と思 うわけです 。そ

れ が 山が 荒 れ る原 因 の1つ な ので す が。

そ の状 況 は,輸 入材 を含 め た現在 の木材

価格 を考 える と,簡 単 に は改 善 しない と

思 い ます 。 また,バ イオマ スが これ だけ

脚光 を浴 び てい るか らとい って 「バ イオ

マ スで ひ と儲 け しよう」 とい うの もまだ

難 しいで しょうね。

そ の中で バ イオマ ス利 用 をど う増 や し

てい くか。環 境税 な どの社 会的 な システ

ム を求 め る声 もあ りますが,そ の前 にで

きる ことは,ま だあ る と思 い ます。 とい

うの は,バ イオマ ス を使 う技 術 を少 し工

夫す る こ とで,バ イ オマ スの利 用 を増や

す こ とが で きるの で はないか と考 え られ

るか らです。

例 えば,現 状で は,エ タノールは糖やで

んぷ んか ら作 られてい ます。 コメを原料 に

しようとした場合,日 本です と10ア ール当
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た り500kgし か収穫iできない コメをアルコ

ールに してい たのでは ,コ ス ト的 に今 の石

油 には絶対勝てないで しょう。技術 的 には,

で んぷんか らエ タノールを取れ るのであれ

ば,セ ルロースである稲 わ らで もエ タノー

ル は取れ ます。セル ロースか らの アル コー

ル製造は まだ商業的 には うま くい ってい ま

せ んが,も し,で んぷん と同 じぐらいの効

率で稲わ らか らアル コールが取れ るように

なれ ば,10ア ール当た りの生産効率 は一気

に倍 にな ります。500kgの 米 に対 して約 同

量 の稲わ らが取 れるのですか ら。技術 のブ

レークスルーによって,生 産効率が途端に

倍 になるとい うこ とはあ り得 る話 だと思っ

ています。

さ らに ビジネ スモ デ ル を考 える 中で,

木 質 の リグニ ンとセ ル ロース を うま く分

けて処 理す る とか,で んぷ ん とセル ロー

ス をま とめて処理 で きないか とか考 えて

い くと,生 産効率 が ものす ご く上 が る可

能 性が あ る と私 は思 って い ます 。今 あ る

技 術 で もシス テム として イ ンテ グ レー ト

がで きれ ば,バ イ オマスが もっ と使 いや

す くなるのではないか と思い ます。

荒 木 バ イ オマ スエ ネル ギー技術 につい

て,多 分,日 本 に は基 盤 的な技術 開発 力

はあ る はず だ と思 い ますが,ノ ウハ ウで

は ヨー ロ ッパ に遅 れ をとって いるの で は

ない か と思 って い ます 。例 えば,NEDO

のエ タノール発酵技 術 の コア とな る部 分

は海外 の技術 に頼 ってい た りします。 し

たが って,私 は,ま だ技 術 の面 か ら も結

構 や るべ きこ と,あ るい はブ レー クスル

一が必 要 とな る部分 はあ るので はないか

と思 ってい ます。 それが どこなの か もう

少 し見極 め て力 を注 い でい く必 要が あ る

と思 い ます。

少 し視点 が変 わ ります が,例 えば,EU

だ った と思 い ます が,木 を等級 別 に分類

して,木 ご とに推 奨 され る用途 が書 い て

あ る。 あ る種 の標準 化,そ うい うノ ウハ

ウが全 部本 になって いるの です。 日本 で

も 日本 な りのバ イ オマ ス に関す る使 い方

の ノ ウハ ウの蓄積 を もっ と考 えてい いの

で はない か と思 い ます 。利用 ノウハ ウの

システ ム化 とい う観点 か らも,ま だや る

べ きこ とがあ るので はないか と思い ます。

お 金の 回 し方 も考 え る必 要が あ るで し

ょう。先 ほ ど内山先生 がお っ しゃった よ

うに,間 接 的 で も,も う少 し民 間資金 を

導入 す るに は どうす るか。今,環 境投 資

とい うの も結構 出 て きて い ます か ら,そ

うい う中で地域 にお金 が うま く回 ってい

く仕 組 みづ くりを も考 えてい く必 要が あ

る と思 って い ます 。 そ うい うこ とで は,

市民 フ ァン ドや環境 ファ ン ドとい う形 で

お金 を集 め て投 資す る とい うこ と も出て

きて い ます 。 国が作 る制 度 だ けで な く,

グ リー ン電力証 書 みたい な もの もで きて

い ます。 まだ まだ これか ら活性化 すべ き

部分 もある と思 い ますが,新 エ ネル ギー

の 開発 利用 にお金 を出資 した り,労 働提

供 した りす る ことが,人 々の 間で もっ と

普通 になって くる と思 い ます ので,そ う

い った こ とを うま くビジネス につ なげて

い く発 想 もこの分 野 に は必 要 にな って く

る。 そ うい った シス テム も我 々 と しては
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後押 しして い く必 要が あ る と思 って い ま

す。

田島 先 ほ ど荒木 課長 が言 及 された よ う

に,NEDOで は,特 にエ タノール発 酵 の

部分 で海 外 の技 術 を使 っ てい ます 。前処

理 の アルケ ノー ル法 はア メ リカでは,実

用化 の見 込 みが な く,捨 て られ て しま っ

た ような技 術 を 日本 が どうにか もの に し

よ う として い る ところが あ ります 。 これ

は,あ る意味 で,日 本 的 なア プロー チ と

言 えるで しょう。

NEDOの 公 募説 明会,報 告 会 には,地

方 の 自治 体 の方 や,特 に産業 界 の方が 数

多 くご来 場 され ます。 この分 野へ の期待

は非 常 に大 きい と思 うので す。現 在,日

本経 済 は疲弊 してお り,製 造 業 も不況 か

ら脱 しきれ てい ない 中で,バ イオマ ス分

野 が何 かの突 破 口 にな るので は とい う期

待感が高 まっている もの と思 われ ます。

llテ ーマ には,固 体 を扱 うため,石 炭関

係 の方 々が随分参加 してきてい ます。石炭

関係の会社,あ るいは大学で昔 か ら石炭の

ガス化等 を研 究 されていた先生方が石炭で

培 った技術 をバ イオマスに適用 で きないか

とい う形で開発が進 んでい ます。ただ,こ

れが本 当にバ イオマスにな じむ技術 になる

ためにはある程度時間がかか るのではない

か とい う気が しています。

産 業振興 とい う観 点 か らは,日 本 国 内

だけで は な くて,ア ジア な ど比較 的バ イ

オマスが潤 沢 にあ る ところに,日 本 で培

った技術 を持 って行 くこ とも必要 で はな

いか と思 い ます。 実際,そ れ を考 えてい

るメー カー もお られ ます 。 も しそ こに大

量 のバ イ オマスが あ って 日本 の技術 が適

用 で きる な ら,ど ん どん海外 に出てい く

べ きで はないか と考 えます。

欧米 では大量 にエ ネルギ ー作 物 を栽培

して,そ れ をエ ネルギ ー転換 す る とい う

部分 で技術 開発 が行 わ れて い ます 。 日本

は どう して も廃 棄物 として のバ イオマ ス

の利 活用 とい う観点 が主 で,技 術 的 アプ

ローチが 異 な ります。 そ うい う点 か ら見

た とき,日 本 の技術 が どうや った ら世界

的に通用 す るか を しっか り探 っていか な

けれ ばい けない と思 ってい ます。小 型分

散化 で高 効率 な技術 が 開発 で きれば,日

本独 自の技 術 と して,例 えば ヨー ロ ッパ

で も,イ タ リアだ とか,比 較 的 日本 の実

状(地 形 や規模)に 近 い国 々 に提 案 で き

るで しょう。 そ うい う形 で,日 本 国 内 も

重 要です け ど世界 的 な流 れ の 中で 日本 の

技術 を どう作 ってい くか とい うのは,非

常 に重要 な方 向づ けだ と思 ってい ます。

司会 バ イオマ スエ ネル ギー技術 ロー ド

マ ップ調 査 に携 わ った立場 か ら2点 だ け

提言 させ て頂 きます。

1つ 目は,流 通 とか最終処分 まで を含め

た トータル システムについて,特 に技術面

か ら全体の流れ を見ることが重要ではない

か とい うこ とです。例 えば,山 元 において

も自動化 して小型化 して,急 斜 面で も登 っ

て伐採,あ るい は残材 を集め る機械 の開発

を しているか どうか。至 る ところで技術 の

洗い出 しが必要か と思 います。

2つ 目は,デ ータベースの充実です。先
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ほ ど内 山先生 か らご紹 介あ りま した よう

に,一 応,技 術 を集約 した技術集約図はで

きま したが,そ れぞれ に対応す る技術内容

が まだ十分把握 で きてい ません。内容が専

門外の方で も分 かるようなデー タベ ース も

必 要 と思 い ます 。 また,そ れ と関連 して,

誰 で も色 々なシステムの組み合わせ がで き

るような評価手法について も新 しく検討す

る必 要が あると思 います。

これ らはソ フ ト面 の 開発 に関す る もの

で,そ れが簡単 にで きるか どうか は分か り

ませんが,完 成 したら国内関係者のみでな

く国外 へ も紹介 し,バ イオマス利用技術 の

普及 ・促進 に貢献で きる と思い ます。

内山 日本が世界に自慢 できるバイオマ

ス技術 を見つけて,そ れを海外に移転 し

て発展 させてい くという視点はこれか ら

大事だと思います。

荒木 ア ジア諸国へ の展 開 を考 えた場合,

気候 風 土 も日本 と似 て い るで しょう し,

日本 で 開発 され た技 術 が ヨー ロ ッパ の技

術 よ りも優位 性 を持 つ可能性 はあ る と思

い ます 。 ただ,あ る程 度 自国で技 術 的 に

確 立 して いない と難 しい とい う気 はす る

ので,ど れだ け 日本 国内 でや って いけ る

かが条件 になると思い ます。

中国 を始 め ア ジア諸 国がそ れ な りにバ

イオマ ス利 用 に取 り組 み,欧 米先進 国 も

アジア市場 に向 けて色 々 な ビジネス を展

開 して い る中で,国 内 のバ イ オマス利用

の進 展 と海外 進 出 とが うま くい か ない と

多分 日本企 業 は負 けて しまう と思 うので,

その辺 が これか ら しば ら くは大 変 な とこ

ろだ と思 ってお ります。今 後バ イオマス

ロー ドマ ップ のブ ラ ッシュ ア ップのため

に は,そ の辺 もうま く考 えて いか な けれ

ばいけ ない と思い ます。

藤本 実 はそこは 「バ イオマ ス ・ニ ッポ ン

総合戦略」 の中で少 し弱 い と言 われている

部分 です 。例 え ば,メ タン発 酵 を見 て も,

現状では ヨーロ ッパの方が要素技術が よ く

で きている ように思い ます 。 しか し,東 南

アジアの気候 的,大 都市へ の人口集 中,廃

棄物処理の問題 を考 えると,日 本で うま く

い くシステムであれ ば,東 南 アジアで もか

な りうま くい くので はないか と考 えられ ま

す。 また,ヨ ーロ ッパ生れの技術であ って

も,ヨ ー ロ ッパが アジア市場 を握 る前 に,

日本で うま くア レンジ してそれを東南 アジ

アに持 って行 けば十分勝算 があるので はな

いか とい う気が してい ます。

司会 技術 開発 とい うハ ー ド面 とロ ー ド

マ ップ とい うソフ ト面 のア プ ローチが重

要 であ る こ とが指摘 され ま した。 ロー ド

マ ップ作 成 を今 度 進 め て い くと きに は,

上流 も含 め た総合 的 な取 組 みが必 要 であ

る こと も指摘 され ま した。バ イオマ スエ

ネル ギーの取 組 み には まだ色 々な点 か ら

のア プロ ーチが あ る ことが分 か りま した

が,そ の成果 は今後 に期 待 したい と思 い

ます。

これで本 日の座談 会 を終 了 させ て いた

だ きます 。 どう も皆 さん,ご 協 力 あ りが

とうござい ました。
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森林バイオマスの全面的利用の可能性*
一 木質資源 との付 き合い方 を考 え よう一

鮫 島 正 浩
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1.は じ め に

バ イ オマス とは,生 物資 源 の量 をあ ら

わす概 念 で,再 生可 能 な生 物 由来 の有機

性 資源 で化 石資 源 を除 いた もの と定 義 し

てい ます 。地上 に存在 す るバ イ オマス の

90%以 上 は森 林 に蓄 積 され てい る と言 わ

れ てい ます か ら,ほ ぼ 「バ イオマ ス=森

林」 と言 って も過言で はない と思い ます。

私 の専 門 は,キ ノ コが 木 を分 解す る生

物学 的 プ ロセ スの研 究 です。位 置づ け と

して は,植 物資 源,い わゆ る森 林バ イオ

マ ス をで きるだ け環 境 に優 しい プ ロセス

で,色 々な もの に変換 し生活 に必 要 な も

の を作 って い くこ とを考 えてい くこ とで

す 。最近 で は,そ こか ら出 て きた資 源 ゴ

ミを リサ イ クルす るプ ロセ ス を考 える こ

とも研究対象 となって きてい ます。

森 林 は,成 育 の 過 程 で 二 酸 化 炭 素

(CO2)を 吸収 し固定 しますが,切 り出 さ

れた木材 は,最 後 には燃 料 と して利用 さ

れCO2を 大気 中 に戻 します 。そのCO2を ま

た森林 が吸 収す る とい うサ イ クルが あ る

わ けです。 これ を上手 に回せ ば,環 境 と

共生 で きる システ ム を作 れ ます 。で すか

ら,木 の加 工 とい った物理 的 プ ロセス と

紙 を作 るため のパ ル プ化 とい った化 学 的

プロセスが 主流 です が,こ れ に生物 学 的

プロセス を上手 に組 み合 わせ て,森 林バ

イオマ スの利用技 術 を確 立 してい くとい

うことが課題 にな ります。

2.地 球温暖化対策と森林

(1)京 都議定書 と森林の役割

エ ネルギー ,環 境問題 としての背景 に,

地球 温 暖化対 策 と してCO2を 始 め とす る

温室効 果 ガス の排 出 を削 減す る とい う話

が あ ります。 京都議 定書 が 出 され,わ が

国 は温室効 果 ガスの排 出量 を第1約 束期

間(2008年 ～2012年)に1990年 の水準 か

ら6%削 減す る義 務 を負 い ま した。そ の

義務量 の3.9%を 森林,し か も人工 林で吸

収 しよ う として い ます 。で すか ら,目 標

達 成 に向 けて森林 を さらに有効 に使 って

いかなければな らないわけです。

*本 稿 は、本年8月27日 の 「第227回 月例研 究会」 におけるご講演 を本誌掲載のためにテープ起 こ しした ものです。
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(2)森 林 によるCO2吸 収

森 林 にCO2を 効 率 的に吸収 させ るには,

森 林 を放 ってお け ばいい とい うわ けで は

あ りません。

図1は 森林 におけ るCO2吸 収量 とCO2排

出量 の 関係 を表 した もの です。 森林 が若

い 間は,光 合成 に よる吸 収速度 の方 が呼

吸 に よる排 出速 度 よ りも速 くて,ネ ッ ト

のCO2固 定量 は多 くなる わけで す。 と こ

ろが,森 林 が年 取 って き ます と,CO2吸

収 速度 とCO,排 出速 度 の差 が縮 まって い

速度(t悶

材のCO2擁 出速度/

林齢(年〉

図1森 林によるCO2の 吸収 と排出

き,最 終 的 には 同 じ速度 とな ります。 す

る とCO2を 固定 しな くな るわ けで す。 で

す か ら,新 た なCO2の 固定 を考 えた場合,

若 い森 林 を確保 してい くこ とが重 要です。

その ため には,古 い樹 木 か ら順 に間伐,

主 伐 して いか なけ れ ば な りませ ん。 「伐

採=環 境破 壊」 と言 われ,一 時,あ ま り

木 を切 らせ な い 時代 が あ り ま した が,

CO2固 定 の ため には計 画 的 に切 っ た方が

いい とい う話 に変 わって きています。

図2は 木材 の成長 と利 用 にお ける炭素

蓄積 量 を示 して い ます。 植林 した苗 木 が

育 つ につ れ森林 全体 のCO2固 定 量 が増 え

てい きます 。50年 後 に全 部 伐 採 す る と,

森 林 は一旦 ゼ ロに な りCO2の 固定 は止 ま

ります 。 さらに,伐 採 した木 を燃 料 と し

て燃 やす と,そ の分 だ けCO2が 大気 中 に

排 出 され ますが,木 材 として建 築 な どに

使 うと一 定量 のCO2を 固 定 した まま,都

市 あ るい は住 宅 地 で存 在 す る わ けです 。

住 宅 の建 替 え まで はCO2を 排 出 しませ ん。

〈t/ha>

150

醐灘

哩oo

翼

5◎

0

◎ 2◎

・第燦 鐙

40

!唾糖積3越

!/i!♂ ゾ

60 80

年

lOO t20 窪40

嚇螺
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図2木 材の成長 と利用におけるCO2累 積量
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住 宅 の寿 命 を約30年,約50年,約60年 と

します と,建 替 えの度 にCO2固 定 量が 減

って い くこ とにな ります 。CO2の 純 固定

量 は都市 に運 ばれて残 ってい る量 と森 林

で 固定 され てい る量 を足 し合 わせ た部 分

とい うこ とにな ります 。

伐 採 す る と同 時 に植林 をす る と,同 じ

ように森 林 が復 活 してい きます。 そ の森

林 を全部,50年 後 に伐採 す る とい うサ イ

クル を繰 り返 す。 そ う してい くと,固 体

と して固定 化 され て い るCO2量 の繰 り返

しパ ター ンが右 上 が りに増 え てい くわけ

で す。 です か ら,木 材利 用 と森林 育成 の

バ ラ ンス を上 手 に とってい くこ とが非常

に重要 なの です。

3.世 界の木材資源と利用状況

(1)世 界の木材資源 の量

表1は 色 々 な統計 デー タか ら取 って き

た もの で大 体 の 目安 だ と思 って下 さい 。

使 え る木 材 資 源 量(確 認 可 採 量)は 約

4,000億m3と 言われて います。一方,世 界

の木材使用 量 は,年 に よって違い ます が,

年 間約41億m3が 使 われ ている と言わ れて

い ます 。世界の人 口は約63億 人ですか ら,

植林 をせ ず,自 然増 加 が な く,さ らに使

用量 が変 化 しない と仮定 す る と,木 を ど

ん どん使 い続 け た ら98年 で な くなる計算

にな ります。 つ ま り,98年 が森 林 の可採

年数 とい うこ とにな ります。

表1世 界の木材資源の量

i世界の木材資源の確認可採量(A)
40◎O億 が

世界の年間木材使用量(B> 41億1ド

世界の総人口(C) 63億 人

可採年数(A/B) 98年 分

1入 あた りの資源量(A/C) 63副 人

1

表2世 界での木材の利用状況

発展途上国 先進国 全世界

薪炭用丸太 73騙 判 騙 45麗

構造用丸太 壌9 59 37

構造罵加工材 7 22 14

パルプ用材 唾
1

8 4

総 計11・ ・ 10Q 100

総需 要(億m3) 22.6 18.6 41.2

総需要% 54{46 1◎◎

1997年
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(2)木 材の利用状況一世界

木 とい うのは世界 的 に見 る と約 半分が

燃料 として利用 され てい ます(表2)。 途

上 国で は73%,先 進 国 で も10%ぐ らいが

燃 や されて い ます。 構造 用丸太 も合 わせ

る と,途 上国 では90%,先 進 国で も70%

ぐらい に なって しまい ます。 そ うい う こ

とで,世 界 的に見 る と,木 は未 だに燃料

や丸 太棒 とい った原 始 的 な利用 が 主流 な

わ けです 。木 を加工 して製 品 を作 る とい

うの は量 的 に非常 に限 られ てい ます。 で

すか ら,資 源利用 とい うことに関 しては,

まだまだこれか らの状態 だ と思 い ます。

木 を普 通 にス トー ブ とか で燃 や す と,

エ ネル ギー として10%～15%ぐ らいが取

れ る と言 わ れ ます 。燃焼 ガスは ほ とん ど

外へ 逃 げて い くので,効 率 的 に使 わ れて

い ない とい うのが私 の感覚 です。

図3は 「ドリーム ス トーブ」 の概 念 で

空気

第二かま

第 一 かま

(糊 膨 恥d㎞g縣14(3)・)

図3ド リームス トー ブの概念

す。 これ はバ イ オマス のエ ネルギ ー化 を

取 り扱 った論 文 の 中 に あ った もの です 。

薪 を燃 や して出て くる燃焼 ガス を炭 で完

全 燃焼 してい くこ とで,10～15%の 燃 焼

効率 を65～70%ま で上 げ るこ とが で き ま

す。 この ような製 品の利 用が積 極 的 に広

が っていか ない のか疑問 に思 っています。

「ドリー ムス トーブ」 の よ うに,ち ょ

っ と考 えて燃焼 効率 を上 げ て,世 界 の木

材 の燃 料 と しての利 用 を仮 に4分 の1ぐ

らい に減 らす こ とが で きた ら,資 源 問題

はか な り解 決 で きるの では ないか と思 っ

てい ます。

(3)利 用状況一 日本

日本 にお ける木 の利用 法 は,世 界 の標

準 と全然 違 い ます。 世界 的 にはあ ま り多

くない加 工材 とかパ ル プ材 とかが ものす

ご く多 いのです(表3)。

また,日 本 で は国産材 の利用 は全 体 の

20%で あ り,80%以 上 が輸 入です 。 なぜ

こ うい うこ とが起 きて い るか。 国 産材 は

安 い輸 入材 にお されて値 下 げ によ り利益

率が 落 ち,そ の影響 で森林 伐採 が進 まな

表3日 本での木材の利用状況

需 要(薫 万 幣3) %

薪炭用丸太 竃 等

しい た け原木 1 1

構造用加工材 57 57

パルプ用材 42 41

総計 1α 1◎o

国産材 輸入材

総 供給 量(百 万m3) 20 81
一

20Q1年
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いため国産材の供給が不安定 とな り,こ

れにより各業者が品ぞろえの安定 した輸

入材を求めるようになったためと考え ら

れます。今,国 産材の価格は輸入材 と同

じくらいになっていますが,切 り出 した

木 を移動 させ るインフラが整 っていない

ために安定供給が難 しく,輸 入材 にお さ

れる状況に変わりがあ りません。

4.国 内の木材資源利用の今後

(1)住 宅の長寿命化

日本の住 宅 は,1軒 建 て るの に20～30

m3ぐ らい の木材 を使 い,30年 くらいの寿

命 があ ります 。木 の比 重 を0.5と す る と,

建替 え まで の30年 間 に毎 年350～500kgく

らいの木 を使 うことにな ります。

日本 の家屋 の寿 命 は約30年 ですが,こ

れ は先 進 国中 で も極端 に短 い のです(表

4)。 です か ら,国 土交通省 な どは,家 屋

の長寿 命化 に一生 懸命 取 り組 んで いる わ

け です 。木 造 住 宅 の長 寿命 化 に よっ て,

図2で 示 した都市 にお け るCO2固 定期 間

が延 びる ことにな ります。

(2)木 材使用の拡大

制度面では,木 材は燃えやすいために,

大型の木造建築が規制されていましたが,

規制緩和 によって,最 近では非常 に大 き

な木造建築物 を作 ることが可能になって

きました。 また,技 術面でも,小 さい木

を張 り合わせ て大 きな梁や柱 を作 る 「集

成材」の技術が確立 され,非 常に大 きな

木造構造物 を作ることが可能にな りまし

表4各 国の住宅の建替え年数

国名 年数

イギ リス 属1

米国 103

フランス 86

ドイツ 79

日本 30

た。

森林 を大 事 に思 うの な ら,森 林 を活性

化 す る ため に間伐 材 や老 木 を切 って,そ

れ で物 を どん どん作 る とい う ことが私 は

一番基 本 にな る と考 えて い ます
。で すか

ら,そ うや っ て切 り出 した木 で大型 の木

質構造 物 を建築 すれ ば,燃 料 と してす ぐ

に燃焼 させ る場合 に比べCO2の 排 出は抑 制

され る し,森 林資 源 の有効利 用,森 林 の

活性化 など色々なこ とがで きるわけです。

ただ難 しいのは,木 材 の耐 久性,信 頼性

な ど品質 に関する保証,メ ンテナ ンス に関

す る情報 の提 供 口が不 足 してい る こ とで

す。その辺 をしっか り整備す るこ とが木材

の利用 を増 や してい く上で非常 に大事な こ

とだと思い ます。

(3)木 材 のカスケー ド利用

木 は カスケー ド利用 す る こ とが で きま

す 。森林 か ら切 り出 した もの を,大 きい

木 は大 きい木材 に して使 う。小 さい木 は,

製材 した もの を張 り合 わせ 「集成材 」 に

第27巻 第3号(2004) 一25一



して使 う。チ ップにな った もの は,パ ー

チ クル ボー ドみた い な もの や紙 にす る。

さ らに,製 材 プ ロセス か ら出て くる ノ コ

クズな どは,肥 料 に した り,キ ノ コを育

てる菌床 に した り,さ らにペ レ ッ トに し

て燃料 に した り,色 々な利用がで きます。

こ うい う縦 の カス ケ ー ド利 用 に加 え,

作 られ た製 品,例 えば,紙 の リサ イ クル

を しっか りや る と,森 林 資源 は 固体 の ま

まで循 環 してCO2の 発生 を抑 制 す る こ と

がで きるわけです。

(4)木 材 の転換

皆 さんの 中 には,エ ネ ルギー や燃 料 を

作 るこ とが 中心 のお仕事 を され てい る方

が 多 いわ けですが,重 量 単位 当 りの付加

価値 で見 ます と,燃 料 ・エ ネル ギー は一

番安 い ところ に位 置 します。 木材 の付加

価値 は図4で 示 します よう に,原 料 と し

ての価値 の ほ うが 燃料 と しての価値 よ り

も高 い と思 い ます。原 油 は木材 に比べ る

と安 い ものです 。

木材 を,さ らに付加価値 の高い食 品に転

換す る とか,医 薬,化 粧品 に転換す るキノ

コ生産 とい うことになれば,木 材 を1ヵ 所

にloOt集 め ることも容易 です が,エ ネル

ギー生産 となる と容易で はあ りません。

5.バ イ オ マ ス利 用

(1)バ イオマスの分類

バ イオマ スの利用 を考 える場 合 とい う

の は,総 論 的 で はな く,常 に各論 であ る

と私 は思 ってい ます。

その際,や は りバ イオマ ス を仕分 け し

て考 える こ とが大事 だ と思い ます 。そ の

仕方 と して,① 起源,② 利 用 目的,③ 生

産 と利用 を行 う場所,④ 規模 に よる仕分

けが ある と思 います。

① 起源 による仕分 け

私 は,バ イオマス を 「1次 バ イオマス」,

「2次 バ イオマス」,「3次 バ イオマス」 に

分 けて い ます 。 「1次 バ イオマス」 とは,

奮
付加価値

医 ・・化 糖 贔

食品

材料 ・繊維 ・化成 贔

燃 料 ・エネルギー

木材

原油

図4木 材の付加価値 とバイオマス転換
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最 初 か ら特 定 の 目的 のた め に作 られ たバ

イオマス で,木 の よ うに性 質 に対 して は

良 く把 握 され てい る とい う長所 があ る一

方 で,資 源 が分散 してい る うえ に,消 費

地 か ら離 れている とい うことが問題 です。

「2次 バ イオマス」 とは,農 林 水産 製

造 加工 プロセス の副産 物 の こ とです。 例

えば木 を利用 す る と必 ず端切 れ や オガ ク

ズ,樹 皮 だ とか が出 て きます。 そ うい う

もの は もと もと特 定 され たバ イオマ スか

ら出 て くる副 産物 です か ら,性 質 もあ る

程度特定 されてい ます 。「2次 バ イオマス」

の優i位な ところは,集 まって きてい る と

い うこ とです 。 ただ,出 て くる量 が集 め

られ た 「1次 バ イオマス」 の量 に左 右 さ

れ ます か ら,主 目的,主 製 品 を作 る よう

に十分 な量 を必ず確 保 で きる とい う保 証

はあ りませ ん。要 す る に,需 要 と供給 の

量 的な コン トロールが難 しいわけです。

「3次 バ イオマ ス」 とは,い わ ゆる ゴ

ミです 。一体 何 が入 って いる か分 か らな

い とい うこ とで,利 用 してい く場 合 には

非 常 に不利 です 。 ただ,1つ の利 点が あ

ります 。 それ は量 的 に結構 集 ま ってい る

とい うこ とです 。で すか ら,一 概 にバ イ

オマ スは分散 してい る と言 わ ない方 がい

い ような気 が してい ます。

② 利用 目的による仕分け

エネルギー資源,地 球温暖化防止対策,

化石資源 に代わるマテ リアル資源,建 築

用資源お よび紙パ原料など,利 用 目的に

よって仕分けで きます。それぞれの目的

の独 自性 と連携 を明確 に仕分けてい くこ

とが大事 です。

③ 生産 と利用 を行 う場所 による仕分 け

どこでバ イオマ スの生産,利 用 を行 うか

というのは,い つ もしっか り頭 に入れてお

かなければいけませ ん。例 えば,エ タノー

ル生産 プラン トを 日本国内で作 ることに疑

問 を感 じてい ます。 なぜ か というと,か つ

て国内 にた くさんあ った発酵エ タノールプ

ラン トのほ とん どが,既 に海外 に移転 され

てお り,国 内では海外 か ら輸入 した粗 アル

コール を精製 してエ タノールを製造する よ

うになっているか らです。

一方
,日 本 は森林 国 です か ら,木 材 を

中心 とした森 林バ イオマス の循 環 利用 シ

ス テ ムの拠 点 となる地産 地消 型 の木材工

業 団地 と市場 をプ ラ ンニ ング して もい い

とい う気 が して い ます。 そ の中で,ボ ト

ル ネ ックを明確 に してい く。 そ れ を解 決

して い くた めの プ ラ ッ トホーム を作 る こ

とが非常 に大事 だ と思 ってい ます 。

④ 規模 による仕分 け

これは非常 に大事 だ と思 い ます 。新 エ

ネ ル ギ ー ・産 業 技 術 総 合 開 発 機 構

(NEDO)は,従 来 か ら一般 に大 きなプ ラ

ン トを作 る傾 向 があ る よ うです が,私 は

そ うでは な くて,や は り入 っ て くるバ イ

オマ スの量 を考 え て,プ ラ ン トの大 きさ

も適正 規模 に しな けれ ばいけ ない。 それ

が非常 に重要 な課題だ と思 ってい ます。

(2)バ イオマ ス利用促 進 に必要 なこと

バ イオマス利 用 を促 進す るに は,や は
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りす ご く大事 なの は まず個 人が価 値観 を

変 える とい うこ とだ と思 い ます 。そ のた

め に大 事 な こ とは教育 です 。バ イオマス

利 用 を増 や してい くため に は教 育 か ら変

えていかない といけ ない と思い ます。

また,総 論 的 な発想 で は な く各論 をベ

ー ス と した技術 の シス テム化 を考 え る こ

とも重要で しょう。

(3)各 論的発想 による技術の例

私 は キ ノコが木材 を どう分解 してい く

か を調べ て い ます が,キ ノ コの持 っ てい

る生 物機 能 をバ イオマ ス変換 に どう利用

していけばよいか につ いて考 えてい ます。

木 とい うの は,セ ル ロ ース,ヘ ミセル

ロー ス,リ グニ ンとい う成分 で で きてい

ます。 その構 成比 率 はお よそ2:1:1

です。 その木 を完 全 に分解 す る ことが で

きるのが キ ノコなので す。 その 中で も白

色腐 朽菌 と呼 ばれ る菌 が木 を完全 分解 し

ます。 この菌 の仲 間 で最近 ゲ ノム解析 が

行 わ れた菌 が あ って,そ の全ゲ ノム情 報

を使 って,有 用 酵 素 の大 量 生 産 を行 い,

その酵 素 でバ イオマ ス変換 を行 お う とい

うシナ リオ を描 いてい ます。

キ ノコ生 産 は年 間約2,000億 円以上 の収

益 を挙 げ てい ます。林 業全体 の収 益 が年

間約4,570億 円です か ら,林 業 にお ける半

分 が キ ノコに よる収益 です 。そ のキ ノ コ

ですが,今 や森 で はな く工場 で作 られて

い ます。例 えば,「 雪 国 まい たけ」 とい う

会 社で は年 間4万tの まいた けを生産 し

てい ます。木 粉 とコー ンブ ラ ン(農 産廃

棄物)を 混ぜ合 わせ て作 った菌床 で菌 を

育 て るのです が,キ ノ コ1kgを 収 穫す る

の に2kgの 廃 菌床(ゴ ミ)が 出 ます。私

も委員 と して参加 させ て頂 い てい る農 林

水 産省 「農林 業 にお け るバ イオマ スエ ネ

ルギ ー実用化 技術 の 開発 」 プロ ジェ ク ト

で は,こ の ゴ ミか らエ タノー ル を作 ろ う

と してい ます。廃 菌床 を糖 化 させ て得 た

グル コー ス を発 酵 させ る とエ タノールが

で きます。 同 プ ロジェ ク トにお ける私 の

役 目は,廃 菌床 の分析 と廃 菌床 の糖化 効

率 を向上 させ るた め に菌 と酵素 で何 がで

きるか とい うことなのです。

農 林水 産省 は,廃 菌床 の 中でエ タノー

ル化 部分 の収率 と効 率 をで きる だけ増 や

す ことを 目標 に してい る と思 い ます。 し

か し,私 は,キ ノ コ栽培 に要 す る全 エ ネ

ルギー を減 らす こ とが さらに重要 な こ と

で は ないか と考 えてい るの です。 そ の こ

とは菌 を培養 す るため の,使 用培 地量 を

減 ら し,培 養期 間 も短 くす る とい うこ と

で可能 とな ります。

それ か ら,廃 菌床 の主成分 は グル カンと

リグニ ンです が,廃 菌床 中の グル カ ンの

4分 の1ぐ らいはキ ノコ自身が作 る β一グ

ルカ ンです。この β一グル カンとい うのは,

抗癌 剤 に なる よ うな非常 に価 値 の高 い も

の なの です。 に もかか わ らず,廃 菌床 を

全部 エ タノール生 産だ け に利 用 してい い

もの なのか。 その 点で も検 討 の余 地が あ

る と思 ってい ます。

重 量単位 当 りの付 加価 値 の高 さで見 る

と,木 材 は 「燃 料 ・エ ネル ギー」 と 「材

料 ・繊維 ・化成品」 の問 ぐらいに位置 する

と考 えてい ます(図5)。 ですが ,キ ノ コ
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↑
付加価値

・・化 粧 品

餓 爾 趣
材料 ・繊維 ・化成品

燃料 ・エネルギー

暫
図5廃 菌床の付加価値

栽培 か ら出て くる廃菌床が一般 に付加価値

の低 い 「燃料 ・エネルギー」 に位置す るの

か疑 問 に思 い ます。私 は む しろ,「 食 品」

と 「材料 ・繊維 ・化成 品」の間 に位置す る

ようになってきているので はないか と思 っ

ているのです。 もしか したら,ゴ ミである

廃菌床 か ら医薬品や食 品が作れ るか も知 れ

ないか らです。

ただ,そ の場 合 で も,廃 菌床 の全 部 を

医薬 品製造 や食 品製 造 に充 てる とい うこ

とでは あ りませ ん。 や は り,一 緒 に使 え

な い部 分 は出 て き ますか ら,そ うい う部

分 は当然,燃 料 やエ ネルギ ー と して利用

す る とい うこ とを考 えなけれ ばい け ない

わ けです。

現在 は,バ イ オマ ス利用 とい う とエ ネ

ルギー利用 ばか りが考 え られてい ますが,

エ ネルギ ー利用 以外 の こ とに も同時 に考

え て行 けば,多 分,バ イオマ ス利 用 とい

う全体 が動 くので はない か とい うのが私

の考 えです。

今 日は非 常 に雑 ぱ くなお話 に なって し

まい ま したけ れ ど も,以 上 で私 の話 を終

らせ てい ただ きた い と思 い ます 。 どう も

あ りが とうござい ま した。(拍 手)

6.ま と め

バ イオマス変換 を考 えるときは,燃 料

利用か ら医薬品 と言 った高付加価値商品

の製造 までを視野 に入れ,連 携 しなが ら

考えていく必要があると思います。
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〔寄稿〕

木質バイオマスの利用技術 の動 向

㈱

繍 ・燃

城 子 克 夫(バ イオエネルギー・コンソーシアム運営委員長)

欄 一 騎繍 繍
1.は じめに一バイオマスの炭 素循 環

等

バ イオマ スエ ネル ギー は,太 陽エ ネル

ギ ー と植 物 の光合 成作 用 に よ り二酸化 炭

素(CO2)を 有機物 に変換,固 定,貯 蔵

し,エ ネルギ ー と して利用 す る炭素循 環

の!つ の方 法 として捉 え られ てい る。 バ

イオマスエ ネルギ ー を得 るた め木質バ イ

オマ ス を燃 焼 させ る と,CO2と 燃焼 灰 が

発 生 す る。 このCO2は 植物 の 成長 に よっ

て吸収 され,大 気 中のCO2濃 度 の上昇 に

実質 的 に寄 与 しない こ と,す なわ ち,バ

イオマスエ ネルギ ーは カーボ ン ・ニ ュ ー

トラル(carbonneutral)で ある こ とが国

際 的 に認 知 され てい る。 ただ し,カ ーボ

ンニ ュー トラルであ るた め には,次 の よ

うな条件が満 た される必 要がある。

(1)木 質バ イオマス を得 る手段 が 正当 な

もの であ りかつ 良 く管理 され た下 でな

され るこ と

(2)カ ー ボ ン ・ニュ ー トラルは,科 学 的

に正確 な表現 で はな く,実 際 には「略」

とい う形 容詞 が付 け られ るべ きで ある

こと。 これ は採 取,前 処理,運 搬 な ど

に化石燃 料等 を使用 せ ざるをえ ないか

らで ある。 この 「略」につい ては,国 際

連 合食糧農業機関(FAO),国 際エ ネル

ギ ー機 関(IEA)等 の 国 際機 関 で は,

"
near"と か"almost"と いった形容 詞

を付 してい るこ とも多 い。 したがって,

木質バ イオマ スに対す る「カーボ ン ・ニ

ュー トラル」とい う表現 は,あ くまで も

国際 間の政 治的 な表現 であ る こ とに留

意すべ きであ る。

一方
,木 質バ イオマ ス の燃 焼灰 には植

物 の成長 に不 可欠 な ミネラル等 の栄養 分

が 含 まれ てお り,そ れ らは元 来植 物が 土

壌 か ら摂 取 した もので あ る。 土壌 中 の栄

養分 のバ ラ ンス を維持 す るため に,灰 は

土壌 に肥 料 と して リサ イクル される こ と

が望 ま し く,こ れ によっ て栄 養分 の循環

も成 立つ こ ととなる。 ただ し,灰 の リサ

イ クル は木質 バ イオマ スの収穫 量 に応 じ

て,土 壌 中の栄 養分 のバ ラ ンス を維持 す

る ようにな され る必 要が あ り,過 剰 な散

布 は回避 すべ きで ある。 わが 国 にお い て
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は,こ の燃焼灰は産業廃棄物に指定 され

てお り,現 状 では肥料(栄 養分)と して

土壌へ散布す ることは難 しい。 これは,

燃焼灰の由来が,

(1)ピ ュアーかつクリーンなバイオマスか

(2)バ イオマスの収穫後利用段階で薬剤

等の処理がなされたものが混入 してな

いか(建 設廃材等)

(3)他 の産業廃棄物の混入がないか

等 の 区別が付 け に くい こ とも1つ の要 因

となって い る。(1)で ある と確 認 され た

燃 焼灰 につ い て は,土 壌へ の循 環が認 め

られ るような制度作 りが望 まれ る。

2.バ イ オ マ スの カ スケ ー ド利 用

林 地,農 地等 か ら生産 されるバ イ オマ

ス は,図1に 示 す ように カス ケー ド的 に

利用 ・再利用 され,最 終的 に主 と してCO2,

水,灰 分,有 機 肥料 等 にな り,大 気,水

系,土 壌 を とお して生物体 に摂 り込 まれ

循環 す る。 ゆえ に,バ イオマ スの利 用 は

地球 温暖 化 に対 して カーボ ンニ ュー トラ

ル とみ な され て いる こ とは前 述 した とお

りで ある。 ここで問題 に なるの は,バ イ

オマスが エ ネル ギー用途 等 に利 用 可能 で

ある にもかか わ らず,利 用 されず に廃棄 ・

放 置 され てい る部 分 が 多 い こ とで あ る。

例 えば,こ れ らをエ ネル ギー資源 と して

利 用 し電力 や熱 を発 生 させ れ ば,そ れ に

相 当 す る化 石燃料 の燃 焼 を削減 で き,地

球 温 暖化 に寄 与す るCO2発 生量 を大幅 に

抑 制 で きる こ とになる。 この よ うな未利

用バ イオマスの主な もの を次 に示 す。

① 一次利用以前 に排出される林地残材 ・

除間伐材,農 業廃棄物等

② 利用中に排出される産業廃棄物(各 種

加工廃棄物,有 機汚泥,残 渣等)

③ 利用 ・消費後 に排出 される産業廃棄物

(建設廃木材,廃 輸送資材,家 畜ふん

尿,下 水汚泥,廃 植物油等)お よび一

般廃棄物(廃 家具,勇 定枝条,生 ごみ,

廃植物油,古 せんい,古 紙等)

上記① の一次利用以前に排 出されるバ

イオマスはクリー ンであるが,② ③ の利

用中あるいは利用 ・消費後に排出されるバ

イオマスには汚染 されているものが多い

ので再利用する際には注意を要する。

3.バ イ オ マ ス の エ ネル ギ ー変 換 ・

利用状況概観

バイオマスのエネルギー変換 ・利用方式

を図2に 示す。変換方式 を大別す ると,

直接燃焼,熱 化学的変換,生 物化学的変

換 およびその他の変換に分 けられる。直

接燃焼を熱化学的変換に含めて取扱 う文

献 も多いが,こ こでは理解 を容易にする

ため区別 して表示 した。

(1)直 接燃焼

木質バ イオマス,草 木類,畜 産廃棄物

(鶏ふん)な どを固体燃料化 して利用する

もの と木質バ イオマスをエマルジ ョン燃
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図2バ イオマスのエネルギー変換 ・利用方式

料 化 して利 用す る ものが あ り,各 種 熱源

と して利 用 される ほか大規模 に利 用 され

る場合 には コー ジェネ レー シ ョンや発 電

に も利用 される。

(2)熱 化学 的変換

木質 バ イオマ ス をガス化 して利 用す る

もの と液化 して利用 す る ものが あ り,さ

らに ガス化 は熱分解(乾 留)お よび部 分

酸化 ・改 質 に よる ものに,液 化 は急 速熱

分解 お よび直接 液化 に よる もの に区分 さ

れ るが,わ が 国 ではそ の殆 どが研究 ・開

発段 階 であ る。 また,世 界 的 に見 て も部

分酸 化 に よって ガス化 し,発 生 した燃料

ガスの ター ル分 を除去 した後 コー ジェネ

レー シ ョンや 地域熱 供給 に使用 す る事例

が実証 プ ラ ン ト/商 用 プ ラ ン ト併せ て百

例弱ある程度であ り,乾 留お よび液化 に

関 しては研 究 ・開発段階のものが多 く商

用化 されているものは少ない。

(3)生 物化学 的変換

畜産廃 棄物,食 品廃棄 物,下 水 汚泥等

か ら嫌気性 発 酵 に よ りメタ ンを製造 し利

用 す る もの と,木 質バ イオ マスや草 木類

か ら糖化 ・アル コール発酵 によ りエ タノー

ル を製造 し利用 す る ものが あ り,両 者 と

も商 用 プ ラ ン トとして世 界 的 に多 くの実

績 を有 してい る。 わが国 で は,嫌 気 性発

酵 に よ りメ タンを製造 し利 用す る実 績 は

多いが,糖 化 ・アル コール発酵 によ りエ タ

ノールを製造 し利 用す る実績 は未 だ な く,

研 究 ・開発段 階 にと どまってい る。
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(4)そ の他の変換

植 物油/植 物 廃油 をメチ ルエ ステル化

して輸 送 用 燃 料(バ イ オ デ ィ ー ゼ ル燃

料:BDF)と して利用 す る もの もあ り,

世界 的 に実証 プラ ン ト/商 用 プラ ン トと

してか な りの実績 を有す るほか,わ が 国

で も京都市 等 で実証 プラ ン トが稼働 中で

あ る。 なお,最 近 はBDFを 小型 コー ジェ

ネ レー シ ョンの燃料 と して利用 す る試 み

もな され ている。

4.木 質バ イオマスの直接燃焼

木 質バ イオ マス の燃 焼 に影響 を与 え,

効率 お よびエ ミッシ ョンを左右 す る因子

として,次 の よ うな項 目が挙 げ られる。

① 燃料の性状;種 類 と形状 ・寸法,含 水

率,発 熱量,灰 分含有率

② 燃焼量

③ 燃焼条件;空 気比,燃 焼温度,燃 焼 時間

④ 燃焼部(炉)の 構 造;ペ レ ッ トバ ーナ

ー式 ,グ レイ ト式,ロ ー タリーキル ン

式,流 動床式,噴 流床式等

ここで特 に注意を要す るのは,木 質バ

イオマスの性状の表記方法が関連業界等

によって異 なることであ り,表 記方法が

下記のいずれ によっているかを常 に確認

してお く必要がある。

(1)含 水率,灰 分含有率,発 熱量 に関 し

て,湿 量(到 着)基 準,気 乾基準,乾

量(無 水 または絶乾)基 準あるいは無

水無灰基準か

(2)発 熱量 に関して,高(位)発 熱量か

低(位)発 熱量か

燃料穫類

エネルギー

変換方試
湛接燃焼力載 ガス翫方蔑

燃焼閉賦

燃焼機器

測用方就

バ† 筑
磁 ダ鹸 姦勲 、↓9ノグ「

ζストーカー 式)
循潔流勤床鋭

1流P磁1

i

}膨
ii

常圧就 力曜i武

i}

区 一門 灘 鮪 晒 ス鮪/嘆 流球蹴 イラ}断 ボィ洲
…

ii
Ii

li
纏引1熱 利期1

吻 鍮 ション『り 鍮 シ§ン團r徽 沁ン

アツプゼラフト就 ダウンドラフトi民

ガスタービン ガス徽ンジン

ほ一ゾェネレーション

/姶 《x)

識一ゾェネレーション

図3木 質バ イオマスのエネル ギー変換 ・利用方式
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なお,基 礎 デ ー タの測定 はJISに よる石

炭 類等 の元 素分析 方法,工 業分析 法,発

熱量測定方法等 に準 ずる ことになる。

図3に 木 質バ イオマスの エ ネルギ ー変

換 ・利用方式 を示す。現在 主 として燃料 と

して用い られている木質バ イオマスの種類

は,ペ レッ トとチ ップであ り,こ れ をエネ

ルギー変換 する方式 として直接燃焼方式 と

ガス化方式 がある。後者 については次章で

述べ る ことと し,前 者 につい て述べ る と,

燃焼部構造 としてペ レッ トバ ーナー式,グ

レイ ト(ス トーカーまたは火格子)式,流

動床式(バ ブリ ング式 お よび循環式),噴

流床(微 粉体バ ーナー)式 が あ り,燃 焼 ・

熱 回収装置 としてス トーブお よび各種 ボイ

ラが用い られている。ス トーブにはグレイ

ト式が,小 規模 ボイラにはペ レッ トバーナ

ー式 とグレイ ト式が
,中 規模 ボイラにはグ

レイ ト式 とバ ブ リング流動床式が,大 規模

ボイラには循環流動床 式お よび噴流床式が

主 として用 い られる。 また,循 環流動床 式

お よび噴流式 は他の燃料 との混焼 目的 にも

用い られる。利用方式 と しては,ス トーブ

お よび小規模 ボイラは熱利用 に,中 規模 お

よび大規模 ボイラは主 と して コージェネレ

ーシ ョンや発電 目的に用 い られ る。 なお,

燃焼部構造が ロー タリーキル ン式 のボイラ

も存在す るが,こ こで は省 略 した。木質バ

イ オマ ス の燃 焼 ボ イラの選 定 にあ たって

は,そ の構 造や特性(1)を 参考 に,用 途,

燃料 の性 状,燃 焼量等 を考慮 して,効 率,

エ ミッシ ョン,コ ス トの観点か ら適切 に行

うことが望 ま しい。

次 に,最 近 わが国 で も実 証 テス ト等 が

行 われ てい る木 質バ イ オマ ス と他 の燃料

との混焼 につい て触 れてお く。 この場 合

の混焼 は,通 常石 炭 との混焼 を指 し次 の

2つ の方法が ある。

(1)噴 流床 ボイラ(微 粉炭 ボイラ)に よ

る混焼;燃 料 の形態 はチ ップ等 を微粉

化 した ものあるいはペ レッ トを砕 いた

もの

(2)流 動床 ボ イラによる混焼;燃 料の形

態 はチ ップ

また,混 焼 の割 合 の検 討 にお い ては,

下記 に留意す る必要が ある。

(1)新 設時;ど の ような割合の混焼 も可能

(2)既 設 石炭ボ イラへの適用;燃 料供給

系,排 ガス処理系が ボ トルネ ックにな

り,出 力 は一般 に低下す る

5.木 質バ イオマスのガス化

木質バ イオマ スの ガス化 の定義 は,国 内

外 を問わず一定 した ものではな く,図2に

示 した 「熱化学 的変換 全体 を称す る場合」,

「熱分解(乾 留:pyrolysis)を 含 めて生成物

をガス と して利用す る方式 を称す る場合」

お よび 「部分酸化方式のガス化のみ をい う

場合」の3通 りが ある。本稿 では,こ の う

ち文献 ・資料等 でガス化 として最 も多 く取

扱 わ れ て い る 「部 分 酸 化 に よる ガ ス化

(gasification)方 式」 について述べ る。

この 方式 の ガス化 は,酸 化 剤(空 気,

酸 素,水 蒸気)を 用 いて原料 の一 部 を部
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表1国 内にお ける木 質バ イオマスガス化技術 へのアプ ローチ

ア プ ローチ 技衛の現状 解決すべき課題及びロメン ト

石 炭 ガ ス 化技 大型かっ複雑なプラン ト、コ 建設廃木材等による大規模発電プ

街の転用 ス ト高、実用化に至 らず ラン ト向き、全国的に数は限定的、

大規模かつ仕様 の高級な ものか ら

中小規模かつ仕様 が並のプラン ト
への転換はかな りの困難を伴 う

ごみ ガ ス化 溶 大型 かっ複雑なプラン ト、ロ 開癸漏 的の異なるものか らの転罵

融技衛の転用 ス ト高、国内の特殊事情 から は難 しい、 自治体専用仕様になっ

実用化(自治体が顧客〉 ている、以F上 記同様

欧 米 の 木 質 バ 大か ら小規模 まで可能 かっ簡 国内では中小規模以下で導入の見
イ オ マ ス ガ ス 易なプラン ト、導入の規模 は 込み あ り、国内顧客 向けへの仕様

化技徳の導入 中小規模以 下、 ほス ト低 、欧 の修正が必要、タール処理等の技

米では実誕 からセ ミコマー シ 術 的問題点は必ず しもクリアー さ

ヤルプラン トまで多数存在す れ ていない、種 々の問題点をク リ

るが 、完 全 コマ ー シャ ルプ ラ ア～ した時点でコス トア ップにな

ン トは少ない らないよう注意が必要

独 自に 木 質 バ 中小規模 以下を昌標、タール 実用化 までに時間が掛か る、短期

イ オ マ ス に 特 分の低下、水素の収率向上、 間で開発で きコス ト的 に見合えば

化 した ガ ス 化 炭化と併絹の穫索等興味ある 衝白いものになる可能性あ り

技衛の開発 テ ーマ もある

分燃 焼 させ,そ の 熱で残 りの原料 をガス

化す る もので,ガ ス化炉 の型 式 には図3

に示 した よう に固定 床式(ダ ウ ン ドラ フ

ト式,ア ップ ドラ フ ト式 等),流 動 床 式

(バ ブ リン グ式,循 環式)お よび噴 流床

(微粉体バ ーナ ー)式 があ る。 ダウ ン ドラ

フ ト式 は小 規模 用途 に,ア ップ ドラフ ト

式 は中小規 模用 途 に,バ ブ リング流 動床

式 お よび循環 流 動床 式 は 中規模 用 途 に,

循環 流動床 式 お よび噴流 床式 は大規 模用

途 に主 と して用 い られ る。 なお,ボ イラ

と同様 ロー タ リー キル ン式の ガス化 炉 も

存 在す るが,こ こで は省略 した。

こ こで,ガ ス化 技術 の 国内外 の動 向 に

ついて簡単 にまとめてお く。

[欧米 の動 向](2)

●ガス化炉 の製造業者数57社
,設 置 数87基

●ガス化炉 の約75%は ダウン ドラ フ ト(小

規模),約20%は 流動床(大 規模)

●主 な利用方式 は ,内 燃機 関に よる コー ジ

ェネ レーシ ョンとコー ファイア リング

によるコージェネ レーシ ョン/発 電

●ドイッが最 も積極 的。米 国 ,フ ィンラン

ド,オ ース トリア と続 き,最 近 オース

トリアが非常 に積極 的になって きた。

[国内の動向]

表1に 筆者が昨年度国内におけるガス

化炉技術の動 向をまとめた ものを示す。

短期的には海外の実証済み技術 の導入が

進み,中 長期的にはわが国独 自の特徴あ

るガス化技術の開発が期待される。

ガス化炉の選定にあたっては,そ の構

造および特性(3),図4に 示 した生成ガス

の利用方法等を参考 に,用 途 ,原 料の性

状,原 料供給量等 を考慮 して,効 率,エ

ミッシ ョン,コ ス トの観点か ら適切に行

うことが望 ましい。

なお,直 接燃焼方式に対 してガス方式
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図4生 成ガスの利用

の採 用 にあ た って は,そ の採 用 の意義 を

十分 検討 した うえで,下 記 の よ うなガ ス

化 の デ メ リッ トを上 回 る意 義 を見出 した

場合 にのみ実施 すべ きである。

① ガス化装置は,一 酸化炭素や水素のよ

うな危険性 ガスを生成する化学装置で

あ り,安 全性確保のため,そ の設計,

施工ばか りでな く運転,保 守にも熟練

した技術者を必要とする

② 生成ガスは,多 くの場合 タール分 を含

んでお り,そ の除去工程を設けない限

り,下 流工程で付着,閉 塞等の問題を

起こす

③ 直接燃焼 に比べて工程数も多 く,設 備

は複雑で制御等 も難 しくなる

6.木 質 ペ レ ッ トの 製造(1)

丸 太 や端 材 を燃 料 へ 加 工 す る方 法 は

色 々 あ るが,最 も簡単 な方 法 は破 砕 に よ

るチ ップ化 であ る。細 か く砕 くこ とに よ

って燃焼 装置へ の 自動投 入が可能 にな る。

しか し,燃 料 チ ップは加工 が簡単 で あ る

反 面,含 水率 が総 じて高 く,形 状 が不均

一
,か つ嵩高 い といった短所 もあるため,

それ らの短所 を解 決す る手段 として,ペ

レッ ト製造 が注 目されている。

表2に 木 質ペ レッ トの製造 工程 の概 要

を示す 。ペ レ ッ トは,樹 皮 やお が屑,鉋

屑 な どの製材 廃材,あ るいは森林 伐採 に

伴 う林 地残材,古 紙 とい った木 質系副 産

物 を粉砕,圧 縮 し,成 形 した 固形 燃料 で

ある。長 さは10～20mm,直 径 は6,8,

10,12mmが 一般 的 で,最 大長25mm程 度

まで製造 で きる。家庭 用 にお いて は,6

表2木 質ペ レッ ト製造工程

L破 砕 源料を均一な微鞍子サイズ
に破碑する。

2.乾 燥 微粒状になった原料は木纏

等を燃料とするq一 タリード

ラム乾燥機を用いて禽水率

8～1◎%ま で乾燥 され る。

3,ペ レツ 乾 燥 され た隙料 は従 来型

ト化 のペレット成形機 によつて

成形。しばしば蒸気 によっ

て乾燥状態を調節する。接

着剤 は通常使用されず、木

材のリグニン成分が軟化し

接潜潮の役割を果たす。

4.冷 部 銭形機 から出たペ レットは

高温であるため 、リグ胤ン

の硬化 とペレットの 安定他

のために直ぐに空気冷瀬さ

れる。

5.徴 粒亭 残留した微 粒子 は選劉され

の選園 工程 に撲される。

6.袋 詰 ペレツトは 窪動的に小袋や

帯 蔵 大袋に袋詰 された 移、サ イ

臼に貯蔵された9す る。
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mm程 度が最良の燃焼状態 を実 現で きる と

され る。 ペ レッ トは木材 成分 の リグニ ン

を熱 で融 解 し固着 させ る こ とで成形 され

るた め,接 合剤 等 の添 加 物 が必 要 な く,

純粋 な木質成分 か らなる。

表3に 木質ペ レッ トの主 な性状 を示 す。

ペ レッ トの特徴 は,形 状や含水率が一定の

燃料であ るため 自動運転の機器 に適 してい

るこ と,圧 縮 されて体積が小 さ くなってい

るためエ ネルギー密度が高 く輸送 に適 して

いる こと,乾 燥 しているため カビが発生せ

ず長期 間貯蔵で きる こと等であ る。短所 と

しては湿気 に弱い こと,成 形 にエ ネルギー

が必要な こと等が挙げ られる。 また,ペ レ

ッ トのみな らず木質バ イオマス全般 にみ ら

れる短所 として,燃 焼後 には灰が必ず残 り,

その処理が必要 なことである。

欧米 諸 国で は暖炉 や薪 ス トーブ に置 き

換 わる暖房 装置 と してペ レッ トス トー ブ

が好調 に販 売 され てい る。 そ の他,ペ レ

ッ トボ イラー に よる温水供 給 も盛 んで地

域熱供 給 の配管 網 か ら外 れ た地 域 の人 々

が小型 の ペ レッ トボ イラー を地 下室 な ど

に設 置 して温水 暖房 す る こ とで快適 な室

内環境 を実現 している。

木 質ペ レ ッ トが わが 国で普 及す る ため

の課 題 と して,次 の よ うな項 目が挙 げ ら

表3木 質ペレッ トの主な性状

発熱量

(下鋤

4.7kNVh∠kg・=糸 勺4,000kca窪 ∠kg

灯油換算 ペレット約2.1ト ン瓢灯油1m3

体積重量 650㎏!m3

含水率 8～1396

灰分 木部0.596以 下、樹 皮a596以 上

れ て い る 。

① 需給バ ランスの確保

② 品質の標準化(粗 悪品の排除)

③ 石油系燃料 と同等の安定的かつ低コス

トな販売体制の整備

7.熱 利 用 ・コー ジ ェネ レー ション・発 電

こ こで取 上 げたバ イオマス のエ ネル ギ

ー利用 方式 を,そ の変 換技術 と対 比 して

図5に 示 す。ペ レッ トはス トー ブ と小 規

模 温水 ボ イラに主 と して用い られ る。 チ

ップ等 を燃 料 とす る直接燃 焼 の コー ジェ

ネ レー シ ョンや発電 には,蒸 気 ラ ンキ ン

サ イクルが用 い られ る。 ガス化生 成 ガス

は,中 小 規模 以上 で は ガスエ ンジ ンコー

ジ ェネ レーシ ョンに,大 規模 の場 合 には

ガス ター ビ ンを用 い た コー ジェ ネ レー シ

ョンや発 電 に用 い られ る。バ イオガス は,

略上記 ガス化 生成 ガスの利 用 と同様 で あ

る。BDFは,輸 送 用燃 料 と して利 用 され

る ほか最近 で はデ ィーゼ ルエ ンジ ンやマ

イク ロガス ター ビ ンを用 い た コー ジ ェネ

レー シ ョンに も利用 され ている。

バ イオマス のエ ネル ギー利用 の検 討 に

あ たっては次の事項 に留意すべ きであ る。

① 熱利用 を優先す る

② 発電す る場 合 には,大 規模発 電(少 な

くとも10MW以 上)で ない 限 り,コ ー

ジ ェネ レー シ ョンを基 本 と し,熱 利用

で ほほ採算が採れ るよ うに考 える

③ 中小規模 以下 の熱 利用 の無 いあ るいは

一38一
季報エ ネルギー総合工学



木 質 燃 料

(チップ・ペレット)

バイオ
デイーゼル

燃料

コー ジェネ

レー ション

シ ステ ム

暖 房

給 湯

カロΣ温」・カロ熱

木 材 乾 燥

地 域 熱 供 給

図5バ イオマスの エネル ギー利用

少ない蒸気 ランキンサイクル発電の採

用は極力避 ける(発 電効率が極端 に悪

化するため)

④ 評価 に環境性,省 エネルギー性 を厳密

に考慮する

バ イオマ スエ ネルギ ー テク ノロ ジー ・ロ

ー ドマ ップ策 定作 業 が 進 め られ て お り
,

これ に よって わが国 にお け る各 エ ネルギ

ー変換技 術 の 開発 の方 向性 が示 され る こ

とが期待 されてい る。

8.お わ りに

地球温暖化ガスの排 出量削減が重要な

課題 となっている今 日,カ ーボンニュー

トラルなバイオマスのエ ネルギーとして

の利用 に対する期待は大 きい。現状では

バイオマスの利用は,各 種助成制度抜 き

では殆 どの場合正味採算性が採れない状

態になっている。バ イオマス利用 に関連

する各種規制(廃 棄物認定等)の 緩和や

「電気事業者による新エネルギー等の利用

に関する特別措置法」(RPS法)の 一層の

拡大 とともに,炭 素税の導入等 を視野 に

入れた方法論の検討が必要である。現在,

新 エ ネルギー ・産業技術総 合開発 機構

(NEDO)に おいて中長期的視点に立 った

参 考 文 献

(1)城 子 克 夫:省 エ ネ ル ギ ー,55(14),15(2003)
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◎⑤

〔調査研究報告〕

木質系バ イオマスによる
小規模分散型高効率ガス化発電システムの開発

奥 田 誠 暁 鍔 灘 議鞭 管研究員)

,解

一一一・ ツ1

ヘ リ

盛甑
◎⑤

1.は じ め に

働 エネルギー総合工学研究所では,現

在,新 エ ネルギー ・産業技術総合開発機

構(NEDO)の 「バイオマスエ ネルギー

高効率転換技術 開発 プロジェク ト」 にお

いて,2テ ーマ(「 木質系バイオマスによ

る小規模分散型高効率 ガス化発電 システ

ムの開発」および 「下水汚泥の高効率 ガ

ス変換発電システムの開発」)を 受託 し研

究開発 を進めているが,本 稿ではこのう

ち前者 についてその研究開発 の概要 を紹

介する。

(1)NEDO「 バ イオマス エネル ギー高効

率転換技術 開発 プ ロジェク ト」

「バ イオマ スエ ネル ギー高効 率転換 技

術 開発 プロ ジェ ク ト」 は,2010年 度 の新

エ ネルギ ー導 入 目標 の達 成 に寄 与す る こ

とを狙 い,従 来 よ り高効 率 にかつ経 済 的

に,バ イオマス資源 を電 気 ・熱 あ るい は

気体 ・液 体燃 料等 の有用 エ ネル ギー に転

換 す る技 術 を開発 し実 用化 に 目途 をつ け

る ことを 目的 としている。

バ イ オマ ス は性 状が 多様 で あ り,そ の

性 状 にあ わせ た適 切 なエ ネル ギー転換 技

術 が考 え られ る(図1)。 本事業 は,上 記

エタノー一ル

(出所:NEDO「 バ イオマスエ ネルギー高効率転換技術開発」パ ンフレッ ト)

図1バ イ オ マ ス の エ ネ ル ギ ー 転 換 技 術
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表1NEDOバ イオマスエネルギー高効 率転 換技術 開発11テ ーマ と委託先

テーマ名 委託先

① 石淡・塞質バイ象マス混燃技徳の観究聡驚 中竃電力、B立 製馨辮、バブコック…ヨ立

②
塞質系バイオマスによる小規模分散型高効率寿ス化

発電システムの開発

絹崎垂工叢、ヱネルギー総合工学硬究駈

③ バイオマスの低濫瀧動層ガス{ヒ技{竃鍛§発 出光興産、産業鼓徳総合磯究簸

④
バイ才マスの高速ガス化方鋤によるメタノール等

気伽 灘 燃麟への高効率エネルギー転換技徳開登

三菱重工業、申部電力、地球環壌産業援街務究磯撰、

産業技犠総禽磯究霧

⑤
セル貸一ス系バイオマスを漂舞とする薮規なエタノール

発酵技衛等による燃料用エタノールを製造する技癒の§§発

鋒揮、醐酋ペイン ト、8製 殺i、 アル驚一ル協会、

産業技徳総合藩究蚤

⑥
有機挫廃棄物の高効率水秦・メタン発酵を中心とした
二段聚酵技徳礒究開登

灘島建設、窪療製舞霧、藪漂環境衛生研究議、バイオ

インダスト1卦一協会、産業技衛総合餅究勝

⑦ 蕩効率二段発薄にまる麿機性縫棄物の蕊ネルギー転換

按術醗発

ヤンマー

⑧ 下水湯泥の窩効率ガス変換発電シス予ムの開驚 エネルギー総金工学硬究薪、三菱重ヱ業、欝本穏子、

東奈都下水道サー ビス、筑波大学、麓海道大学

⑨
有畿物の分解捉進による下水游泥蔑効率嫌気性システム

の翻登

栗穣=£業、三菱総合観究駈、東詫大学、

埼ヨ翼疑環壌科掌藝翼燦センタ帽一

⑩
高倉塞バイオマスの高効率敢質醗水披衛を絹いたガス牝

システムの聡発

電力中央研i甕藪、神戸製鋼駈、石撲島播簸重工業、

誌海道大学、京都大掌

⑪
二段賠反応法によるバイオディーぜル燃輯(8◎F)製 造

技衛の研究罷発

臆化威、燈エンジニア睾ノング、幾弓サーチセンター、

翻 通繭、京都大学

(出所:NEDO「 バ イオマスエ ネルギー高効 率転換技 術開発」 パ ンフレッ ト)

目的 に適 うポテ ンシ ャルが高 い技 術 を技

術 分 野 ご とに公募 した もの であ り,2002

年3月 に7件 のテ ーマが採択 され,2003

年6月 には4件 の テーマが追加採 択 され,

11の テ ーマ で 研 究 開発 が 行 わ れ て い る

(表1)Q

本 稿 で紹介 す る 「木 質系バ イオマ ス に

よる小規 模分散 型 高効率 ガス化発 電 シス

テム の 開発」 は,「 低温 加 圧 流動 層 ガス

化+ガ ス ター ビ ン燃焼」 技術 に よ り間伐

材 や製材 工場 で発 生す る木屑 等 の木 質系

バ イオマ ス を電気 ・熱 に転換 す る技術 に

係 るものであ る。

(2)木 質系バイオマスの利用状況

木質系バイオマスには林業廃棄物 として

森林における間伐材や林地残材などが,ま

た,産 業系廃棄物として製材工場等の木材

加工部門で発生する木屑類や住宅の新設や

解体 に伴い発生する建築廃材などがある。

表2に 示す ように現状での利用量 は少 ない

が,賦 存量 は十分 に大 きく,有 効利用が期

待 されてい るバ イオマ スである。

① 林地残材,間 伐材

主伐 お よび間伐 におい てlm3の 丸太が

立木 か ら生 産 される時 に平均 して0.36m3

の枝 葉 とo.22m3の 末 木や 曲が り部 分が利

用 され ず に林 地 に残 されて い る。 これ ら

の収 集 ・運搬 には費用 が相対 的 にかか り

す ぎるので現状 では利 用が難 し く,一 部

で製材 工場 の木屑 と合わせ て利用 されて

い る にす ぎない 。 これ らの有 効利 用 は,

森林 の保護,国 土 保 全 に も寄与 す る こと

で あ り,国 の施 策 の中で重 要 な課題 と し

て認、識 されてい る。

② 製材工場等の木屑

製材工場では原木丸太か ら柱材 ・板材

等 を生産するが,そ の歩留 りは60%前 後

第27巻 第3号(2004)
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表2木 質系バイオマスの利用量 と賦存量

単位源 油換算 万kl

分類 バイオマス種 現状 賦存量 分類 バイオマス種 現状 賦存量

畜産

廃棄物

牛 ・豚糞 尿 NA 127.9 農業

続棄物

もみ殻 0.6i 8◎.0

鶏糞 NA 293 稲わら 0 3709

林業

廃棄物

閲伐材 0' 130.2 菜種 ◎ 0.◎
皆

淋 地獲材、校条, .L o,・ ∵ご:留859 バガス a6 16β

産業系

鹿棄物

木くず ∴4属4♪
ン塑 ～β

、P 生活系

鹿棄物

厨芥類(生ゴミ〉 NA 65.0

建簸廃纏等 5G.3 2◎63 廃天ぷら油 NA 41.1

滞泥(有機物系

廃液〉

NA 353.0 し尿 2,嘩 8β

滑泥(下水) 8.7 26t3 その他 しand儲Gas ◎.壌3 22.6

パルプ黒液 436.0 545.0 薪炭 6.7 30.◎

＼ ＼ ＼ ＼ 合計 566.5 2,596.8

現状:{999年 度

賦存量:2010年 度

NA:活 用の可能性有るが把握不可能
参考

ゴミ発電、焼卸余熱利用 6ア6.0

食品廃棄物〈外食産業等〉 NA 994

草木類 ◎ 58β

古紙 NA 6G5.4

(出所:資 源エ ネルギ ー庁,総 合資源エ ネルギー調査会資料)

の ところが多 く,残 りはおが屑 な どの木

屑 となる。製材 工場 等 の木材加 工部 門 で

発 生 す る木 屑 類 は 日本 にお い て年 間約

1,500万m3と 見積 もられてい るが,現 状 そ

の 多 くが 紙パ ル フ.用の原 料 チ ップや家畜

敷料 な どに利用 されている。

木屑 の燃料利用 としては,小 規模 ではチ

ップボ イラー ・ペ レッ トボイラーによる暖

房利用が始 まってい る。中規模以上では木

屑焚 きボ イラーによる熱利用が従来か ら多

く行われている。特 に,工 場規模が比較的

大 きく接着 ・乾燥工程 で熱 を多 く必要 とす

る合板工場 や集成材工場 では早 くか らプロ

セス蒸気 の形で熱利用 されて きた。

木 屑 に よる発 電利 用 につ いて は,国 内

で これ まで20例 以 上 が 導入 され てい る。

そ のほ とん どが 「木屑 焚 きボ イラー+蒸

気 ター ビン発 電 システ ム」 で,設 備 規模

と して1,000～3,000kWク ラスの もので あ

る。代 表例 と して,秋 田県能代 森林 資源

利 用協 同組 合 を挙 げる こ とが で きる。 同

組合での木屑利用量 は54,000t/年(220t

/日)で,発 電 出力は3,000kWで あ る。

蒸気 ター ビ ン発 電 は小規 模 で は発 電効

率が低 く,上 記 の例 で も発 電効率 は12%

程度 と言 われ てい る。 また,年 間数 万 ト

ンレベ ル以 上 で原料 となる木屑 を確 保 で

きる大 規模 な木 材加 工工 場や 製材工 場 の

数 は多 くない。

一 方
,わ が 国で は中 山間地 に所在 す る

中小製材工場 の数が後述 の ように多 いが,

従来 は 自工 場 内で焼 却処分 してい た木屑

類 を電力 ・熱 に有効利 用 しよ う とい うニ

ー ズが近 年増 え て きて い る
。 そ こで,中

小 工 場 に適 用 で き,小 規模 で も高効 率が

確 保 で きる 「木屑 ガス化+ガ スエ ンジ ン

又 はガ ス ター ビン発 電 シス テム」へ の要

望が高 くなってい る。

③ 建築廃材

建築廃 材 の発 生量 は十分 に把 握 され て

い ないが,年 間約2,000万m3と 推 定 され ,
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その うち20～40%が リサ イクル に,残 り

が ゴ ミと して焼却 処分 また は埋 め立 て さ

れている と考 え られている。

建築廃 材 の多 くは都 市部 の住 宅地等 で

発生 す るが,「 木屑 焚 きボ イラー+蒸 気 タ

ー ビ ン発 電 シス テム」 の導 入事例 の半 数

は建 築廃 材 と製材 工場 の木屑 と混ぜ て木

屑焚 き発電 を している ようである。

ただ し,建 築 廃材 で は不純 物 の取 扱 い

(釘等 の除去,防 腐剤 ・防蟻 剤の処理)に

は注意が必要 とされ ている。

2.木 質系バイオマスによる小規模分

散型高効率ガス化発電システム開発

(1)プ ロジェク トの概要

本研 究 開発 は,中 山間地 に分散 し,

個 ・々には発生量の少 ない製材工場木屑や

林地放置間伐材等の木質系バ イオマスの

有効利用を図るために,従 来 より効率的

かつ経済的にエ ネルギー転換が可能な低

温加圧流動層 ガス化による小規模分散型

発電システムの開発を目的 としている。

本研究開発 は,川 崎重工業 と当所が共

同 して進めている。川崎重工業は主 とし

てシステム構成要素機器の技術開発およ

びベ ンチシステムの運転研究を,当 所 は

主 としてシステムの技術 的 ・経済的評価

並 びに市場導入普及スキーム ・波及効果

の検討等に関する調査研究 を行っている。

なお,川 崎重工業は東京大学(堤 敦司

助教授:化 学 システム工学専攻)お よび

東京農工大学(堀 尾正靭教授:生 物 シス

テム応用科学研究科)に 研究開発の一部

を再委託 し,当 所は島根大学(小 池浩一

郎助教授:生 物資源科学部生態環境科学

科)お よび高知県(森 林局林業振興課)

に調査研究の一部を再委託 している。

平成13年 度～16年 度の4力 年で,本 シ

ステム実用化のための基盤技術 を確立す

ることを目標 とし,具 体的には次の項目

について研究開発 を行っている(表3)。

① 流動層ガス化反応特性等試験研究

加圧流動層 においてバイオマスを流動

化 しガス化 を行 うため,流 動化特性,ガ

ス化反応,飛 散 ダス ト性状等 をラボスケ

ール試験炉
,ベ ンチスケール試験装置 に

て研究する。

② 生成ガス利用に関する要素技術の開発

流動層ガス化炉で発生するバ イオマス

中の灰分,未 燃炭素などの飛散 ダス トを

連続除去する高温 フィル ター と,比 較的

表3基 盤技術開発のスケジュール

關発項 § 拠3年 度 矯4隼 度 絹5年度 田6年 度

1.流 動層 ガス化反癒特性等

試験研究

2、 生成ガス利用に蘭する

要素技術の開発
4■■圏■■闘■■■一 一 勝

3.実 用化試験

および研究

4.シ ステムの普及
・波及効果の研究 圃

第27巻 第3号(2004) 一43一



低発熱量 の生成ガスを安定的に燃焼 させ

るガスタービン燃焼器を開発する。

つ くフ ィー ジ ビ リテ ィー ス タデ ィー や導

入 スキームの検討 を行 っている。

③ 実用化試験および研究

ベ ンチスケール試験装置のガス化炉お

よびガスター ビン燃焼器等の運転試験 に

より,実 用規模へ のスケールアップ方法

やシステム連系,制 御方法等,実 用化に

必要な技術 を確立する。

④ システムの普及 ・波及効果の研究

製材工場等における木屑類の発生量お

よび電気 ・熱エネルギーの需要量の実態

を把握 し,小 規模分散型 システムの適正

規模,開 発 システムの導入可能性,実 機

要求仕様等を調査検討 し実用化への図式

を作成する。

現在は最終年度で,技 術 開発担当の川

崎重工業ではベ ンチ試験装置 による運転

研究を行 ってお り,調 査研究担当の当所

ではモデル製材工場 での調査 データに基

(2)本 開発 システムの特長 と効率 目標

本 開発 シス テム は,図2に 示 す よ うに

低 温加 圧流動 層 ガス化 炉 と小 型 ガス ター

ビンで構成 される。

加 圧流動層 ガス化炉で650℃ 程度 の比較

的低 い温度 で木屑 類 をガス化 し,タ ー ル

分 を含 むガス をそ の ままの温度 ・圧 力 で

燃焼 器 におい て燃焼 させ,燃 焼 ガス を小

型 ガス ター ビ ンに導 き発 電 を行 う とと も

に,ガ ス ター ビン排 ガス を一部 ガス化炉

へ循 環 しガス化 剤 と して使 用 す る こ と等

に よ り熱化 学再 生 を行 い,小 規 模 で も高

効率の発電 を可能 とす る。

この熱化学再生 とタール成分の燃 焼利用

によ り,冷 ガス効率*75%以 上,発 電端効

率20%以 上 にまで高め るこ とを開発 目標

としている。 因み に,従 来技術であ る木屑

焚 きボ イラー+蒸 気 ター ビン発電方式 によ

燃焼器 空気

騨 ↓…

熱交換器

低温鷹 濁 層ガス化炉 † 禰 ・
排ガス ー 一 ゆ"・ ・嘱

(出所:川 崎重工業)

図2小 型 分 散 型 ガ ス 化 発 電 シ ス テ ム の 構 成

冷 ガス効率=(発 生 ガス発熱量)/(投 入バ イオマスの発熱量)
=*発電端効率=(発 電 量)/(投 入バ イオマ スの発熱量)
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る発電端効率は,本 研究開発が対象として

いる小規模 レベルでは10%程 度である。

① 熱化学再生の利用

一般 にガス化反応では
,ガ ス化炉内の

反応温度 を維持するため,投 入 した木屑

の一部 を燃焼 させ る必要があ り,そ の分

だけ冷 ガス効率が低下する。本 システム

において も35%程 度の部分燃焼が必要 と

なるが,ガ スタービンの排熱によりガス

化空気 を予熱 し,熱 の有効利用 を図るこ

とにより,650℃ 程度の低い温度で高い冷

ガス効率 を達成できる。

② タール成分 の燃焼利 用

木屑 類 を低 温 で ガス化す る と,木 屑 の

炭 化水 素成 分が 高分子 状態 で ガス 中 に出

て ゆ き,こ れが タール成分 とな る。 図3

に水蒸 気改 質法 ガス化 に よ り生 成 した ガ

ス とタール成 分,未 燃 炭素(char)の 重

量割 合 と反応温度 との関係 を示す。

反応 温度 が高 い ほ ど ター ル成 分,未 燃

炭素 は減少 しガス成 分が 多 くな る。未燃

炭素 は反応温度600℃ 程度 までは10%を 越

え るが,600℃ 以上 になる と急激 に減少 し,

650℃ では3%以 下 とな り,発 熱量 の5%

程度 になる。 タール成分 は,650℃ におい

て も約40%存 在 してい る。

ター ルは,冷 却 に伴 い凝縮 ・液化 す る

が,粘 性 が強 い ため付着 や 閉塞 に よる ト

ラブル を起 こす。 この ため,従 来 の ガス

化 システムで は,こ の ター ル成分 の生 成

をで きるだ け少 な くす る ため,高 温 で ガ

ス化 してい るが,そ の分 ガス化 ガス の顕

熱が大 きくな り,冷 ガス効率 が低 下す る。

また,生 成 した ガス化 ガス をガスエ ンジ

ン等 で冷却 して用 い る場 合 は ター ル を除

去 す る必 要が あ り,顕 熱 お よび タール成

分 の持 つ化学エ ネルギーの損 失 となる。

本 システム は,ガ ス ター ビ ン燃焼 器 と

同 じ圧 力 の加圧流 動層 ガス化炉 によ り木

屑 をガス化 し,そ の ままの温度 で ガス タ

ー ビ ン燃料 に利 用す る こ とに よ り
,生 成

したガス を冷や す こ とな く燃 焼 す る こ と

を可能 として い る。 この結 果,生 成 ガス

中 の ター ル成分 除去 が不 要で,か つ 熱エ

ネ ルギー お よび化 学 エ ネルギ ー を有効 に

利用 す ることがで きる。

(3)シ ステムの目標規模

本研究開発においては,利 用する木質

バイオマスとして製材工場等から発生す

る木屑等 と林地 に放置され利用 されてい

ない間伐材等 を想定 している。 ただ し,

間伐材等の利用 については,経 済的で効

率的な間伐材の収集 ・輸送 という社会シ

ステムや供給基盤の整備が必要 になると

思われることから,先 ずは製材工場で発

生する木屑 をガス化炉投入原料 として利

用 し,で きた電気 と熱を工場で利用する

ことを優i先しようと考えている。

本研究開発期間における最大の目的は,

ガス化発電システムの技術 を確立 し実用

化の目途 をつけることにある。それによ

り製材工場等か ら市場導入の道筋が実現

で きれば,そ の後の間伐材の利用へ展開

で きると考えている。

なお,製 材工場で発生する木屑類には樹

第27巻 第3号(2004)
一45一



400

夏80

三

賢60

弩 ・・

馨 、。

0
550600650700

反応温度[。C】

図3生 成物の構成比率

皮(バ ー ク),お が屑,か んな(プ レーナ)

屑,端 材,チ ップな どがあ り,そ れぞれ寸

法や性状が異なる。木屑類の様 々な混合比

率 に対応で きるガス化 システムの実用化が

望 まれ るが,現 状 のベ ンチ試験装置で はま

ずシス テム全体 として運転技術 を確立す る

ために,お が屑 とバ ークの混合比率 を固定

した投入原料 で試験 を行 ってい る。

冷 ガス効率75%以 上,発 電 端効 率20%

以上 とい う本 開発 システ ムの 目標 性 能 に

照 らせ ば,ガ ス化炉 に投 入す る木屑 の処

理量が30kg/hで 発電 出力30kW,625kg/hで

650kW程 度 に なる(1日8時 間運転 と し

て各 々0.24t/日,5t/日 にな る)。

一 方
,本 開発 システ ムで 当面の適 用先

として想 定 してい る製材 工場 は,表4に

示 す とお り,現 在 全 国 に約ll,000存 在す

るが,製 材 用動 力(電 力 負荷)で37.5～

75.OkWの 中小規模 の工場 が最 も多 く,大

規模工場 の数 は少 ない。木屑 処理量0.24t/

日で発 電出力30kWは,工 場 の所要動力 区

分 で22.5～37.5kWに ほ ぼ対 応 し,ま た木

屑処理量5t/日 で発 電 出力650kWは,所 要

動 力区分 で一番 大 きい300kW以 上 の規模

の平均 よりやや下辺 りに対応す る。

これ らを勘 案 し,本 研 究 開発 シス テム

の規模並 びにそ の調 査対 象 と しては表5

の領域 を設定 した。 ただ し,本 開発 シス

テム を市 場 導入 して い く場 合,比 較 的経

表4本 開発システムの適用先 として想定する製材工場

製材翔動力

7.5～

22.5kW

未 満

22.5～

375kW

37.5kW

37.5～

75.OkW

75.OkW

7ao～

150kW

未満

150～

300kW

未満

300kW

以 上
計

工揚 数 1,0δ0 2,533 4,092 1,889 918 δ38 11,020

構成比(%) 9.5 2aO 37.1 172 8.3 4.9 100.0

製材用動 力の繊力数
(kW)

1気760 72399 208,488 191,253 182,158 31篤645 99◎303

平均出力(kW) 16.9 28.8 51 1012 198.4 590.4 89.9

素 材 入 荷 量

(×i,o◎ ◎m3/年)
299 1,154 3,502 4β16 4,4δ2 10,1δ6 23β79

構成比(%) 1.3 4.8 14.7 18.1 養&6 42.5 10◎.0

畢均 素材 入荷 量

(×融3/年 ・工場)
285 4δ6 856 露,窯86 4β5◎ 1a87? 黛,167

製 晶出荷 鼠

(×1,0◎Om3/年)
2◎0 795 2,439 2,907 2β00 6,245 15486

構成比(%) 1.3 5.1 15.8 18.8 18.7 40.3 100.0

製晶出荷最/素 材 入荷最
(%)

668 68.9 69.6 67.4 65.1 61.5 64.9

製材 勝木 贋発 生 量

(×1,◎0伽3/年)*1
99 359 1,063 1,409 1,552 3,911 8,393

木屑 漿生 量

(t。ぬ/濤・工場)*2
α悠 魚23 砿42 1謎9 鉱71 11.63 業.烈

(出所:平 成13年 木材需給報告書,農 林水産省統計情報部 を基 に作成)
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表5研 究開発システムの規模 と調査対象

最小規模 ～ 最大規模

発電出力 30kW ～ 650kW

木屑処理量 0②4tonノ 韓 ～ 5も◎獄旧

素材入荷量 3
500m/年

～ 3
12,000m件

(出所:川 崎重工業)

営的に余裕がある中規模以上の工場が初

期市場 になると考 えられる。これに関 し

ては,モ デルに選 んだ製材工場 における

調査 データの分析か ら最適な出力規模お

よび仕様 を検討 している。

(4)川 崎重 工業でのハー ド開発 の状況

川 崎重工 業で は,平 成15年 度 か らラボ

スケール試験装置(直 径80mmの ガス化炉)

に よる流動化 特性 試験 の結 果 を反映 した

30kW級 ベ ンチ試験 装置の運転研 究 を行 っ

てい る。30kW級 ベ ンチ試験装 置 は,前 述

の設定領域の最小 クラス に相当す る。

これ まで に フェーズ1お よび フ ェー ズ

2と 段 階 を追 ってプ ロセス要 素 ご との試

験 を行 い,そ の結果,所 期 のガ ス化 効率

目標 値 を満 た した こ と,低 カ ロ リーの ガ

ス化 ガスで も燃焼 器 で安 定 的 に燃焼 で き

る こ と,タ ー ビ ン発 電 シス テム の運 転制

御 シーケ ンス を確 立 した こ とな どの成 果

を得 てい る。現在 は,フ ェーズ3で 実機

と同 じプロセス に組 み上 げた システ ムの

総合試験 を行 っている。

(5)エ ネルギー総合工学研究所での調査

研究の状況

当所では,製 材工場等における木屑 の

発生量(シ ステム入力側)お よび電力 ・

熱の需要量(シ ステム出力側)の 実態デ

ータを取得 ・分析することにより
,総 合

的にみて最 も効率的かつ経済的になるシ

ステム ・機器の仕様お よび導入設置 ・運

転形態等 に関する検討 を行っている。特

に,小 規模分散型のシステムにおいては,

開発 システムと設置先の負荷や利用形態

との整合性が非常 に重要であ り,そ れが

導入可能性,市 場性 に大 きく影響 を与え

ると想定 されることか ら,モ デル製材工

場でのケースス タデ ィーに重点 をおいて

いる。具体的には以下の項 目について順

次調査検討 を進めてきた。

① 木質系バイオマスエネルギーの利用に

関する実態調査

② 木質系バイオマスエネルギーの利用効

果に対する具体的ニーズ調査

③ 木質系バイオマスガス化発電システム

の要求仕様調査

④ 木質系バイオマスガス化発電 システム

の導入可能性調査

⑤ 総合的技術お よび経済性評価並 びにシ

ステム導入スキームの策定

なお,こ れらの調査研究における実際

の調査および検討の対象は高知県内の製

材工場を中心 としているが,そ こでの調

査検討結果を基に全国的な検討に展開す

ることを目標 としている。

① 木質系バイオマスエネルギーの利用に

関する実態調査

平成14年 度に,製 材工場等における木
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屑等 の発 生量 お よび電 気 ・熱 の(月 別)

使 用量 デー タな どを現 地工 場 での 聞 き取

り調査 を中心 に行い収集 ・分析 した。

調 査対 象 には林業 が盛 ん な 自治体 とし

て,高 知 県 を中心 に,北 海 道,青 森 県,

秋 田県,岩 手県,岐 阜県,岡 山県 を選 び,

それ ら7道 県 の10地 域 か ら計38カ 所 の製

材工場等(他 に,原 木市場,集 成材工場,

木材 加工 工場 等)を 抽 出 し調 査 した(表

6)。

木屑 につい ては,チ ップ,お が屑,バ

ー ク
,プ レー ナ屑,端 材等 の それぞ れ の

発生量 お よび利 用状 況 につい て概略把 握

した。チ ップは製紙工 場 のパ ル プ原 料 と

して売 却 され てい る もの が ほ とん どで あ

る。 このチ ップ売上 額 は製材工 場 の買電

料 金 に近 い こ とか ら経験 的 に 「チ ップ賃

で電力 を買 う。」 とい う感触 があ るよ うで

あ る 。 お が 屑 は 酪 農 家 に お け る 家 畜

(牛 ・豚)の 敷料(家 畜 舎の床 に敷 く家畜

表6調 査対象とした製材工場等

回 調査地域 No 所在 調査先名称 工場分類

1 高知県

嶺北地区

1 土佐町 A木 材会社 製材工場
2 本山町 A協 同組合 原木市場
3 土佐町 B協 同組合 プ レカ ッ ト工場

2 高知県

大正地区

4 大正町 A森 林組合 集成材工場
5 大正町 B木 材会社 製材工場
6 大正町 C木 材会社 製材工場

3 高知県

ソニア地区

7 池川町 D木 材会社 製材工場
8 池川町 E木 材会社 製材工場、木材加工工場

9 吾川村 B森 林組合 製材工場

10 仁淀村 C森 林組合 製材工場

4 北海道

上川地区

11 旭川市 F木 材会社 製材工場、木材加工工場
12 美瑛町 D森 林組合 チップ工場

】3 南富良野町 G木 材会社 製材工場
5 岩手県

遠野地区

14 住田町 H木 材会社 製材工場

15 住田町 1木材会社 製材工場
16 遠野 市 J木 材会祉 製材工場
玉7 遠野市 K木 材会社 乾燥専門工場

18 宮守村 L木 材会杜 製材二[場
19 遠野市 A木 材団地 注)参 照

20 佳田町 C協 同組合 木材加工工場

6 青森県

三八上北

地区

21 名川町 M木 材会社 製材工場
22 八戸市 N木 材会社 製材工場
23 百石町 0木 材会祉 製材工場
24 八戸市 P木 材会社 チップ工場

7 秋 田県

能代地区

25 鷹巣町 Q木 材会社 製材工場
26 合川 田丁 R木 材会社 木材加工工場
27 能代市 S木 材会社 製材工場
28 能代市 T木 材会社 木材加 工工場
29 能代市 D協 同組合 バイオマス発電

8 岡山県

真庭地区

30 久世町 u木 材会社 製材工場
31 久世町 V木 材会社 製材工場
32 勝山町 E森 林組合 原木市場

9 33 瑞浪市 W木 材会社 製材工場岐阜県

恵那地区 34 加 子母村 X木 材会社 製材工場
35 加子母村 E協 同組合 集成材工場、プ レカッ ト工場
36 坂下町 F協 同組合 プ レカ ッ ト工 場

10 37 梼原町 F森 林組合 製材工場高知県

西部地区 38 西土佐村 G森 林組合 製材 工場
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の寝床)用 やきのこ培地用 に売 られてお

り,同 様 に工場 の収入源 になっている。

一方
,バ ークは敷料 などには不向きなた

め引き取 り利用が少 な く処理 に悩んでい

るところが多い。 これ まで焼却処理 して

いたが,焼 却炉の ダイオキシン規制に対

し改造 ・更新の費用 を捻出 しにくいこと

などが明 らかになった。

また,木 屑の発生量 と電気 ・熱(木 材

乾燥機用の蒸気 ボイラー燃料)需 要量の

比較か ら,工 場 の形態によ り一概 には言

えないが,調 査 した規模の範囲の工場 に

おいては発生 した木屑類 を本開発 システ

ムに利用すれば工場の電気需要に見合 う

発電量が得 られることが分かった。

② 木質系バイオマスエネルギーの利用効

果に対する具体的ニーズ調査

本 開発 システム実用化 の事前評価検討

のため に,製 材工場等の木屑利用発電 シ

ステムに対する具体的なニーズ,想 定 さ

れる経営面,制 度面 も含めた課題お よび

関連業界の動 向などについて,① に合わ

せて現地工場 での聞 き取 り調査 を中心に

行い,収 集 ・分析 した。

製材工場等 においては,特 にバーク処理

に絡み木屑の有効利用に関するニーズが高

いこと,製 材製品単価 の低迷に対 し電気

代 ・燃料代の削減による経費節減のニーズ

が高いこと,乾 燥木材製品に対する市場要

求に対応するため乾燥機増設が必須にな り

つつあ り,燃 料代が嵩むようになること等

から,木 屑利用の熱電併給 システムに対す

る大きな期待がなどが明らかになり,今 後

の市場導入検討の参考になった。

③ 木質系バイオマスガス化発電システム

の要求仕様調査および

④ 木質系バイオマスガス化発電 システム

の導入可能性調査

現地調査による実態把握をさらに進める

形で,検 討モデルとなる製材工場 を選定 し,

その工場 においてより詳細な電力および熱

(燃料)の 使用実態等に関する(時 間単位)

データ収集を行い,そ のデータの分析を基

にシステムの要求仕様および導入可能性等

について検討評価を行 うこととした。

モデル工場 としては高知県内に5つ の

製材工場 を選定 した(図4)。 それら5工

場は製材の取 り扱い材積が10,000m3/年 前

後の中規模の製材工場であ り,本 開発 シ

ステムが 目指 している発電規模30kW～

650kWの 範囲では中間的な需要規模にな

ると予想 される。また,木 屑利用の発電

システムに対 して関心 と導入意欲 を持つ

事業主が運営する工場であ り,本 研究 開

発期間の後 に計画 している実証試験場所

の候補 になると考えられる工場である。

データは,時 間単位の電力負荷お よび

燃料消費量,ま た 日単位の木屑発生量な

どであ り,こ れらのデータを約1カ 月に

亘って現地工場 にて測定 した。これまで

に1工 場で詳細データを取得 し,デ ー タ

の分析評価 を行 った。現在,次 の工場で

詳細データを取得中である。

取得 したデー タの分析評価 を基 に,そ

の他の関連情報 も検討 に加えて本開発 シ

ステムの要求仕様について検討を行った。

第27巻 第3号(2004)
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(第3セクター)

D製 材 所B製 材 所

ε 製 材 所 契織 力279kW

〔疑縄、有隈会社二)
高知県西部地区(森 林組合)

図4検 討モデルとなった高知県の製材所

具体 的 に は,図5の 電 力負荷 パ ター ンお

よび図6の 高 温乾 燥機用 ボイ ラーの燃料

使 用(熱 負荷)パ ター ンを用 い て ケース

ス タデ ィー を行 い,例 えば このモ デル工

場 に本 システ ム を設置 し,条 件 と して平

日朝 起動 一夕方 停 止 のDSS(DailyStart

Stop)運 転 で,逆 潮 な しの系 統連系 運転

を想 定 した場 合 には,川 崎重 工業 に よる

ハ ー ド側 検討(予 想性 能)と 付 き合 わせ

る こ と に よ り,シ ス テ ム 発 電 能 力 は

150kW程 度が適当で ある と判 断 した。

併 せ て150kW発 電 出力 の設備 か ら得 ら

r

ド
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図5モ デル工場の電力負荷(平 成15年12月3日)
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図6モ デル工場における燃料使用量の変化

れ る排熱 で工場 の木 材乾 燥 に必 要 な熱量

が賄 える こ と,発 電 に必 要 な木屑量 が工

場 で発生 す るおが屑 お よびバ ー クの量 で

賄 え る ことが 分 かっ た。 経 済性 につ いて

も検 討 を行 い,電 気 代 お よび燃料代 の半

分程度が節約 で きる ことも分 かった。

別の ケ ースス タデ ィーで は,電 力 の ピ

ー ク負荷 に合 わせ た発電 出力 と し
,24時

間連続 のWSS(WeeklyStartStop)運 車云を

行 い,余 剰電 力 は逆潮連 系 で買電 す る場

合 な ども検討 を行 った。 この場合 は,お

が屑 お よびバ ー クに加 えて工 場 で発 生 す

るチ ップ も利 用 すれ ば発 電 に必 要 な木屑

量 を確保 で きるが,売 電 に よる収 入増 が

製 紙用 パ ル プ原料 として の売却益 減少 と

差 し引 きに なるので,単 純 に経 済性 が向

上 するのではない ことなども分か った。

この よ うな シス テム仕様,運 転形 態の

設定検 討 が適切 か どうか は,他 の モデ ル

工場 で も取 得 デー タに基 づ くケー スス タ

デ ィー を加 えて検討 評価 を深 め たい と考

えている。

この ような ケースス タデ ィー に加 えて,

近隣に所在 し電力 ・熱負荷がある病院や福

祉施設 との連携や近隣他工場からの木屑受

け入れなどの検討,お よび電力料金 ・燃料

単価 ・チップ単価 ・廃棄物処理費用の動向

の検討や導入設置に係る法規制の適用や課

題の抽出なども加えてい くところである。

⑤ 総合的技術および経済性評価並びにシ

ステム導入スキームの策定

今後,上 記のケーススタディーおよび

フィージビリティー評価の検討内容 を踏

まえ,さ らに川崎重工業 において実施 さ

れるベ ンチ試験装置の試験結果等 を考慮

して,本 開発 システムに関す る総合的な

技術および経済性の評価 を行 なうと共に,

システムの市場導入に向けた具体的なス

キームの策定を行なっていく予定である。

また,こ の検討結果は,来 年度以降実

施 を検討 している実証試験の計画検討に

フィー ドバ ックさせ てい くことを考 えて

いる。
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〔寄稿〕

脳

MMM

欧米での電力 自由化動向*

1.全 体 的 な動 き

東 海

り　 　

バ バ◎ バ へ

(1)ア メ リカの動 き

邦 博 齢 撫 謝 企画部)一
80年 代 に電気通信 など公益事業部門で

始まった規制緩和(自 由化)は,電 気事

業にも及び,90年 代 に入って電力市場で

もかな り自由化が進みました。 自由化の

狙いは,主 に競争による電気料金引 き下

げ効果で した。

現在,卸 売の自由化(電 力再編)は 全

μ

米 的 に,す なわ ち連 邦 レベ ルで行 われ て

い ます。小 売 の全面 自由化 は,州 レベ ル

で行 わ れてお り,約3分 の!の 州 で既 に

実施 されて い ます 。残 り3分 の2は,自

由化 を検討 中,ま た は一 度決 め た 自由化

を延期 した り してい ます 。 自由化 見直 し

の契機 とな ったの は,カ リフ ォルニ ア州

が小 売 の全 面 自由化 を始 め て2年 後 に起

こった 「加 州電 力危機i」(2000年),電 力

卸 売 り最 大 手 エ ン ロ ン社 の 経 営 破 綻

図1米 国 における電 力 自由化 の状況(2003年11月 時点)

*本 稿 は、本年7月30日 の 「第226回 月例研 究会」 におけるご講演 を本誌掲載のためにテープ起 こししたものです。
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(2001年),さ ら に は,北 米大 停 電 です

(2003年)。 エ ンロン社 の破綻 は,電 力取

引以 外 で の事 業 の失 敗 が 理 由 で したが,

同社 と契 約 して いた カ リフ ォル ニ ア州 内

の顧客への電力供給が懸念 され ました。

昨今 ア メ リカで は"BacktoBasic",っ

ま り,コ ア となる送電 部 門,配 電 部 門 と

い うよ うな確 実性 の高 い業務 を まず押 さ

え てい くとい う動 き も出 て きてい ます 。

"B
acktoBasic"と い うの は必ず しも昔 の

独 占状態 に戻 りたい とい うこ とで はな く,

自由化 をあ る程 度 や っ て きた とこ ろで,

もう一度基 本 に立 ちか え って電力 自由化

を見直 してみ よ うとい う動 きです 。

(2)ヨ ーロ ッパの動 き

ヨー ロッパ の電力 自由化の 目的には,競

争 に よる電力料金 の引 き下 げだけでな く,

80年 代 終 わ りに始 まった欧 州連 合(EU)

規模での単一市場創設があ ります。これが,

ヨーロッパの大 きな特徴 と言 えます。

従 来,ヨ ー ロ ッパ で は基 本 的 に大 多数

の国 で,発 電,送 電,配 電 の統 合(垂 直

統 合)が 行 わ れ,全 国的 に電力 供給 を独

占的 に行 って きたわ けです 。 したが って,

「自由化 イ コール国有企業 の民 営化」 とい

う ことに な ります 。 イギ リスが その典型

的 な例 です。 そ うい う形 で電 力 自由化 が

行 われ た国が 多 い とい うの が,も う1つ

図2EU加 盟国および加盟候補国

第27巻 第3号(2004)
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表1EUに お ける自由化進展状 況(2004年7月 時点)

全面 自由化済 み
国内法 で
全面 自由化決定

2007年 に 全 面 自由化

イギ リス ベ ル ギ ー フランス

ス ウ エ ーデ ン アイルラン ド イ タリア

フ ィ ン ラ ン ド ギ リシャ

ドイ ツ ル クセンブルグ

スペ イン

オ ー ス トリア

デ ン マ ー ク

オランダ

ポル トガル
ノル ウ ェ ー(非EU加 盟 国)

の特徴 です。

1996年 のEU指 令(「 域 内電力市 場 共通

規 則 に関 す るEU指 令」)を 改正 した2003

年EU指 令で2004年7月1日 か ら家庭用以

外 の需要家 に対 す る自由化 を決め ま した。

これはEU全 体 の電力市場 の60%に な りま

す。 日本 は来年か ら契約 電力量50kW以 上

の需 要家 を対 象 に 自由化 す る とい うこ と

で すが,そ の レベ ルの ことを この7月 か

らヨー ロ ッパ 規模 で実 施 してい るわ けで

す 。 この改正指 令 では さ らに,2007年7

月か らは全加 盟 国 にお け る全 面 自由化 を

決 めてい ます 。 ところが,実 態 はEU指 令

に先行 してい ます。EUI5の うち9力 国で

全 面 自由化 を実施 済 みで,2力 国で は全

面 自由化 を国内法 で決 め てい ます。残 っ

た4力 国が2003年EU指 令 のス ケジュール

に従 って全 面 自由化 の準備 を行 ってい る

ところです 。

したが って,制 度面 で は 自由化 は,ヨ

ー ロ ッパ の方 が ア メ リカ よ り進 んで い る

と言 え ます。

2.ア ンバ ン ドリ ン グ

自由化範 囲 に続 い て,発 電,送 電,配

電,供 給 とい う4つ の事業 の うち発 電 と

送 電 を分離 す る 「ア ンバ ン ドリング」 に

ついて説明いた します。

(1)ア メ リカー機 能分離

全 米的 に行 われ てい る卸売 りの 自由化

で は,会 計分 離 と運営 分 離榊 を求め て

い ます。 実態 と して は,自 由化 され た州

で数社が集 まって独立系統運用機 関(ISO)

を作 っ てい ます。 この場 合 は基本 的 に,

送 電線 やそ れ に絡 む変 電設備 な どの所 有

権 は元 の電力会社が持 ってい ます。ISOは,

系 統運用 の権 限 だ け を委譲 して も らい系

統運用 だけを行 ってい ます 。

また,北 米 大停 電 もあ って最近,地 域

送 電機 関(RTO)を 創 設 しよう とい う議

論 が あ ります。 これ はISOを 少 し拡大 し,

権 限 も強 くした機 関です。

あるいは,ご く一部ですが,送 電会社 を

**会 計分離 とは、内部相互補助 を禁止 するため、発電、送電等の部門毎 に貸借対照表、損益計算書等の会計諸表

を作成す るこ と。

紳*運 営分離 とは、既存電力 会社 の発電 、送 電部 門間の情報 を遮断する ことで系統運用の中立性、公平性 を確保

す るこ と
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別会社化(子 会社の設立)し ているところ,

また,今 まで発送配すべて持っていた電力

会社が発電資産を何社かに分割 ・売却する

よう再編法で決めている州 もあ ります。

(2)ヨ ーロ ッパー別会社化

1997年 の指令 では発 送配電 の会計分離,

運 営分離 まで を求 め てい ま したが,2003

年EU指 令で2004年7月 まで に送電 部門 の

「法的分離(regalunbundling)」,要 す るに

別資 本化 まで は求 めて い ませ んが,別 会

社化 を求め るこ とに しま した。

しか し,自 由化範 囲 と同様,実 態 と し

ては,送 電部 門で はEUI5の うち7力 国で

別 会社化,6力 国で別 資本化(経 営上 全

く独立 した会社 の設立)が 行 われ てい ま

す。配 電部 門で も6力 国で既 に別会社 化

が行 われ てい ます。 ヨー ロ ッパで ア ンバ

ン ドリ ングが進 んでい る背景 には,国 に

よっ て 自由化 以前 か ら日本,ア メ リカの

発送 配一 貫 タイプの電力 会社 が なか った

とい う背 景 があ ります 。例 え ば,ス ペ イ

ン,ベ ル ギー,オ ラ ンダ,デ ンマ ー クで

は,送 電会 社,送 電部 門は,運 営 上 の都

合で も とも と別 会社,あ る いは別資 本 で

した。 また,ヨ ーロ ッパ で は国有企 業 が

配送 一貫 で や ってい る国が多 い ので,自

由化 で 国有企 業が 分割民 営化 され る と同

時 に送 電部 門 を送 電資 産 ご と別 会社,別

資 本化 で きた とい うこ とがあ ります 。私

営 の場 合 と違 い,国 有 です と政 府が 決 め

れ ば,そ の とお りやれ ます か ら,ア ンバ

ン ドリ ングが や りやす い事情 が あ るのだ

と思 います。

3.自 由化制度のポ イン ト

(1)送 電料金

アメリカでは州 をまたがって自由化 さ

れている地域において託送する場合には,

基本的 に一定の移行期間(あ る程度送電

資産のコス トを回収する期間)を 設けた

後,距 離に関係 なく一定料金で送電する

郵便切手方式が行われています。

ヨーロッパでも,国 際取引の託送料金

をどう設定するか ここ数年議論 されて き

ました。今,電 力 を入れるところと引 き

出す ところで半分ずつ払 う形での郵便切

手方式 に落ち着 く方向で議論が進 んでお

り,一 部試験的に行われています。

(2)規 制機 関

ア メ リカ は連 邦が 卸売 と州 際取引 の権

限 を,州 が小売 に関す る権 限 を持 って い

ます。連 邦 で も州 で も非 常 に独 立性 の強

い規 制機 関が 設 け られ てい ますが,自 由

化 に伴 い州 際取引 が非常 に増 え,そ の中

で連邦 と州 の どち らが 扱 うべ き事 柄 なの

か分 か りに くい分 野 が 出 て きてい ます 。

その部 分 で,連 邦 と州の権 限争 いが 激 し

くなって きている と聞い ています。

ヨー ロ ッパ では,EUの 行政部 門 として

欧州委員 会(EC)が あ ります。ECは 基本

的にEUが 決 めた ことを加盟 国にや らせ る,

それを監視す るとい う強い権限 を持 ってい

ます。 ただ,EUの 場合,各 国政府 が権限

を持 っている分野が依然 としてか な りあ り

ます 。電 気事 業 の規 制 とい う こ とで も,

ECが 原則 を決 め,そ れ に従 って各国 の規
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制機 関が細則 を決めてい くという形 になっ

てい ます。ただ,各 国規制機 関 も国の歴 史,

行 政のあ り方 によって独立性 の確保 に差 が

あ ります。ECは 各 国の規 制機 関の独 立性

の強化 を要求 してい ますが,な か なかその

とお りにはいか ない部分があ ります。

(3)取 引所

アメ リカは 自由化 され てい る州 でISO,

RTOが 作 られ,そ こで実務 に則 した形 で

のス ポ ッ ト市場 がで きてい ます 。先物 取

引 につ い ては,ニ ュー ヨー ク ・マ ー カ ン

タイル取 引所(NYMEX)な どで,小 規模

なが ら行 われてい ます。

ヨー ロ ッパ で は,大 半 の 国 でPower

Exchange(PX)と い われ る取引所 が創設

されて い ます 。 これ は基 本 的 に 日本 と同

じ私 設で すが,系 統 運用機 関,系 統 運用

会社 が 中心 にな った取 引所 で,日 本 に よ

く似 た感 じの もの です。 た だ,ヨ ー ロ ッ

パ で も,取 引所 で の取 引 は全体 の数%程

度 に過 ぎませ ん。

自由化 にな ります と,基 本 的 に,顧 客

と電 力供給 事業 者 との相 対取 引が 中心 に

な ります 。 それが い くらで売 れ てい るの

か,具 体 的 な内容 が外部 か らは分 か らな

くな ります。 です か ら,取 引 所 で取引 が

行 わ れ ます と,指 標 的 な ものが分 か って

きます 。 また,そ の取 引所 での価 格 を踏

まえて相対取 引 の価格 も決 め られ てい く

とい う側面 もあ ります。 したが って,取

引量 自体 は少 な くて も,取 引所 は非常 に

重 要な役 割 を担 ってい る と思い ます。

4.自 由化 の下 での変化

(1)事 業者側

① 電気事業体 制 ・経営

アメリカでは,M&A(合 併 ・買収),非

電気事業 者(IPP等)の 参 入,ス ピンオ フ

(会社 の一部 門 を切 り離 して独 立 させ る こ

と)が 増加 しま した。 しか し,加 州電力危

〈自由化 ・民営化前 〉

中央発 電局(CEGB)

発電 ・送電(1社)

地域配電局

配電 ・供給

(t2社)

地域配電局

配電 ・供給

ち
〆

'

〈 自由化 ・民営化後〉

管内

需要家

管内

需要家

発 電 事 業 者(約80社)

(イ ノジー社 、パワ ジェン社 、BE社 等)

↓
送電事業者(NGT社)

▼

1配 電事業都2社)

I

l

}
∀

1供 給事業剖 約・・社〉

十一
図3イ ギ リス電気事業体制の変化
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機,エ ンロ ン社破綻 などか ら低調 とな り,

現在 は資産売却 によって,規 制部 門にコア

ビジネスを集中 させ る傾 向にあ ります。

ヨー ロ ッパ で は国際 的なM&Aが 活発 化

し,フ ランス電力公社(EDF),独RWEな

ど人手 は,ガ ス,水 道 な どを含 め たマ ル

チ ・ユ ーテ ィリテ ィ化 を指 向 してい ます。

2003年 か らは規 模拡 大 か ら収益 性重視 に

転 換 し,事 業 ・地域 の絞 り込 み も開始 さ

れてい ます。

図3は イギ リスの例 ですが,1990年 に

自由化 と民 営化 が始 ま りま した。 イ ング

ラン ド,ウ ェール ズ地域 で は,発 送 電 を

行 ってい た中央発 電 局が解 体 され,現 在

は発電 事業 者が約80社 にな りま した。80

社 とい って も,イ ノジ ー,パ ワ ジ ェ ン,

ブ リテ ッシュ ・エナ ジー(BE)の 大手3

社 で,マ ーケ ッ トシ ェアの40%ぐ らい を

握 ってい ます。 送電 は ナ シ ョナ ルグ リ ッ

ド・トラ ンスコ(NGT)が 行 ってい ます。

地 域配 電力局 が行 ってい た配電 と供給

の うち,12社 体 制 で行 って いた配電 事業

設鯖量1000'

(定格患力>900

締 万蹴800

7GO

600

500

400

3◎0

200

100

0

は ほぼそ の ままです 。た だ,外 国資本 が

入 る とか,か な り複雑 な もの にな ってい

ます。 供給事 業 は,約70社 の供給 事業 者

が行 って い ます 。 こ こで も大 手3社 でか

な りの シェア を占め てい ます。 また,約

70社 の 中で発電 と供給 両方 を持 ってる グ

ルー プ企業 が6社 あ ります 。そ れ に さら

に配電 部 門 を持 つ会社 もあ ります。 この

ように,今,ま た イギ リスで は垂直統 合

の傾 向が 出て きてい ます。 た だ,そ の場

合 も規 制が 非常 に厳 しい ので,こ の先1

社 独 占や,2～3社 による寡 占状 況 には

な らず,多 少垂 直統合 に戻 りつ つ も競 争

は続 くとい うのが イギ リスの今 後 の形 だ

と思い ます。

② 新規建設

ア メ リカの設 備容量 は,図4に 示 す よ

うに,特 に90年 代 後半伸 びて きてい ます。

中で も非電気事 業者(IPP)の 比 率が増 え

てい るのが特徴 です。IPPが 全体 の発電設

備 の34%ぐ らい を 占め,新 規 運 開 だ と

19961997199819992◎0020012002

黛 ロタ総 気事業者

図4米 国 の 発 電 設 備 容 量 の 推 移
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図5米 国での送電線混雑費用の推移

80%ぐ らい を占め てい ます 。 しか も建 設

され た設備 の大半 は天然 ガス の コ ンバ イ

ン ド ・サ イ クル とい う非常 に効 率が いい

発 電設備 です。

送電 部 門 は発 電部 門 に比 べ る と,新 規

建設 はそ れ ほ ど進 んで い ませ ん。 したが

って,州 際の連 系線 の混雑 度合 は,自 由

化が 進 んだ ところほ ど増 えて きて い る と

言 え ます 。 これが昨 年 の北 米大 停電 の背

景 になっているとも考 え られ ます。

図5は,ア メ リカで の送電線,混 雑費

用 の推 移 です 。 カ リフ ォルニ ア を除い て

基本 的 に混雑 費 用 は増 えて きてい ます 。

混雑 の度 合が これ だけ コス トに反 映 され

て きている とい うこ とです。

ヨー ロ ッパ で もそれ な りに発 電設 備が

建設 され て きてい ますが,ア メ リカ ほ ど

で はあ りませ ん。た だ,イ ギ リスです と,

自由化 とと もに,国 有企業 が民 営化 され

た ため に,そ れ まで負 ってい た国 内の高

い石炭 を買 う義務 が な くな り,北 海 の安

い天然 ガス を利用 した コ ンバ イ ン ド ・サ

イクルの ガス ター ビンの建 設が 進み ま し

た。2,000万kWの 石 炭火力が廃 止 されて,

3,000万kWの 天然 ガス発 電が入って きてい

ます。

一方
,ド イッで は,こ こ数年 で風力 発

電 の建設 が非 常 に進み,現 在,1,300万kW

の風 力 設備 が運転 されて い ます 。風力 設

備 で は,デ ンマ ー クが300万kW,ス ペ イ

ンが500万kWが 運転 され てい ます。 ヨー

ロ ッパ の場 合,風 力 発 電 が盛 んで すが,

これ は 自然 条件,地 球温 暖化対 策 とい う

2つ の事情 によるもの と言 えます。

一方
,送 電線 は新 規が なか なか進 まず,

国際連 系 の混雑 は増大 してい ます。 図6

に見 るよ うに,フ ラ ンス を中心 に して混

雑度 合が増 えて きてい ます。

③ 供給 予備 力

供給 信頼 度 の問題 と もつ なが る供給 予

備 力が どの ぐらい あるの か とい うこ とで

すが,ア メ リカは一 部の地 域 を除 き全 般

的 に十 分 な予 備力 を保持 してお り,15%

～25%で す
。地域 ご とにあ る信頼 度協 議

会 が 出 してい る数 字 を見 ます と,供 給 予

備力 その ものはそれほ ど落 ちてい ませ ん。

他方,表2に み る ように,ヨ ー ロ ッパ
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図6欧 州の国際連系線の混雑状況

の供給信頼度は低下傾向にあ ります。特

に北欧,ア イルラン ドは緊急対応が必要

なのではないか と言 われています。これ

は自由化の中で卸価格が一旧寺非常 に低下

》41

した際,競 争 力 のない老 朽火 力発 電所 を

中心 に廃 止 したの です が,色 々 な事 情 で

新規 の発 電が 国 に よって アメ リカほ どは

導 入 されて いな いか らです。 ヨー ロ ッパ

表2欧 州各国の供給予備力予想、(2004年)

供給 予備 力(注 〉

電力需要に対
する輸入可能

電力比率

最大電力の対
醜年紳び率

(年)

予備力容量

(万kW>

オー ス トリア 30(34)% 44% +1.2% 540

ベル ギー 0(2)% 29% +2.1% 0

フラ ンス 10(16)% 10%
一 〇

.6% 1090

ドイ ツ 5(5>% 14% ÷L9% 520

ル クセ ンブル ク 24(_〉% 90% +2.8% 40

オラ ンダ 4(7)% 24% ÷5.6% 50

ポル トガル 12(13)% 8%
一5

。3% 120

スペ イ ン 11(16)% 5% +6.5% 680

ギ リシヤ 一2(+7>% 10% +3.8% 一30

イタ リア 2(9)% 12% +1.2% 150

アイル ラン ド 0(-2)% 6% 千4.6% 0

爽購 5～1◎ 〈12)% 3% ÷53% 捻.a.

北欧諸騰 1(1)% 5% +0.8% 80

注 喋〉供給 予備 力(%)㍊(保 証 され た容量 一午前 質 時の負荷 一ピーク負荷 に対するマー ジン容 量)÷

〈午前 鰹 時の 負荷÷ピーク負 荷に対するマージン容量)注2)()内 は2◎02鎌 の数値 。

出所 〉欧弼 委員会ベンチマーキング報皆書(2004年3月)等 。
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図7英 国の電気事業設備投資の推移

の供給予備率は 「5%以 上必要」 と欧州

大の送電協調機関であるUCTEが 言ってい

ます。

図7は イギリスの電気設備投資額です。

それほど設備投資は落ちてきていません。

ところが図8に 示す ドイッの場合,95年

か ら99年,2003年 と設備投資額が格段 に

落ちて きています。今後 もそれほど増 え

ない と ドイッ電事連 は予想 しています。

従業員数 も自由化に伴 って非常 に減 って

きています。

発電

送配電

その他

★}計國

図8
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ドイツの電気事業設備投資の推移

④ 原子 力発 電

ア メリカは,特 にこ こ10年,非 常 に順

調 で す。安全 規制 の合 理化 に よ り,既 設

発 電所 の稼 動率 が上 昇 し電 力供 給量 が増

え る中で,発 電 コス トも10年 ぐ らいで約

40%低 下 してい ます(表3)。 今 まで40年

と言 われ てい た既 設発 電所 の耐 用年 数 を

60年 まで延長す る ことが行 われてい ます。

また,自 由化 に伴 い,M&Aや 提携 に よっ

て,エ クセ ロ ン,エ ンタジー とい った原

表3米 国の原子力発電の推移

年 1980 1985 1990 書995 2000 200凄 2002

稼働プラント数 71 96 質2 109 1◎3 103 望03

電 力供 給量

く壕0億kWh)

25唾 384 577 673 754 769 780

原子力比率(%) 1tO 15.5 扮.壌 20.壌 19.8 20.4 2◎β

稼{動率(%) 57.6 63.3 67.5 78.8 89.6 9α7 9t9

…

出所)米 国原 子力協会(NE茎)資 料等をもとに作成
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子力発電 に特化 した会社 も出て くるな ど,

非常 に活発化 して きてい ます。

一 般的 に は
,自 由化 の中 で新 規建 設 が

非常 に難 し くな って きてい るので す が,

ア メ リカの場 合,既 設 発 電所 の好 調 さ,

エ ネル ギーセ キ ュ リテ ィへ の寄 与 な どに

後押 しされ,現 ブ ッシュ政権 は何 らか の

補 助 策 を入れ てで も新規設 備 の建設 を進

めてい くとい う政策 を打 ち出 してい ます。

ヨー ロ ッパ で も全般 的 には原 了力 発電

は競争 力 を維持 してい ます。 しか し,イ

ギ リスの場 合,完 全競 争 と も言 える状態

の 中で,コ ス トダウ ン もあ る程 度以 上 は

難 しい とい う ことで,原 子 力発 電会 社が

経 営危 機 に陥 って い ます。 図9は それ を

物 語 ってい ます。 そのBE(ブ リテ ィッシ

ュ ・エ ナジー)社 の経 営危 機 の直接 の原

因は,新 しい 自由化制度(NETA)の 下で

供 給過 剰 か ら卸 売価格 が急 落 し,発 電原

価 を割 り込 んで しま ったか らです。 イギ

リス政府 が支えてい る とい う状況です。

また,欧 州で は近年,ド イツ,ス ウェ

一デ ンに続 き
,ベ ルギ ー,ス イス で も脱

原子 力 とい う政 治 的 な流 れが あ りま した

が,国 民投 票 で は脱 原子 力が 否決 され ま

した。 ス ウェーデ ンで は1基 を閉鎖 した

の ですが,代 替 電源 が確保 で きない とい

う事情 で,脱 原 子力 の動 きが止 まって い

るとい う状 況です。

新規 建設 は フ ィンラ ン ドで1基 が2010

年 あ た りに運 開予定 にあ ります。 フィ ン

ラ ン ドの場 合 は,発 電 した電気 を産 業需

要家 が買 い取 る とい う保証 が で きてい ま

す。北 欧 の電力 市場(ノ ル トプー ル)で

需給 が タイ トにな ってい ますが,約60%

を占め る水 力 は降雨量 に左 右 され,さ ら

なる設 備増 設 は期 待 で きない,温 暖 化問

題 で 火力発 電 を増 や す こ と も難 しい,と

い うこ とで,フ ィンラ ン ドの原子 力発 電

会社 は2010年 まで を見通 して原 子力発 電

の推進 に動 いてい るわけです。

フラ ンスでは既存 設備 が2020年 ～2030

年 頃 に建替 時期 を迎 え ます 。建 替時期 に

向か って デモ ンス トレー シ ョンの ための

e3

52

29

糧

搾

韮

＼
鉱
A
孫

一 卸電力極格

薫 蹴 鶏く参考〉疫社の発電単極

9◎/9蓬92/9394/9596/9798/990{}/O董2{}0潔,92◎ ◎£32{}◎2.9200332《}03£

図9英BE社 の発電単価 と卸価格の推移
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表4欧 州各国の供給事業者変更状況(2003年4月)

国名

ドイ ツ

フランス

英 覆

イ タ リア

スペ イ ン

ス ウェーデ ン

オ ランダ

ベル ギー

フィンラ ン ド

オー ス トジア

ギ リシヤ

ポル トガル

デ ンマー ク

アイル ラン ド

ル クセ ンブル ク

騨}

毒場の
窪由化率

Arnr、

100%
脇7… 一一

37%

¥

大臼需饗家(す べて建由化対象)

全濁自歯 ・
化の時期i変 更 変更又は再交渉

π 轡 轡 畳 冨

199820～30%50%以 上
π… 　 n、 一 一 ウ

2◎0?10～20%不 明
い^1

1998
_i_囎 塑 上1100%

200?50%以 上i100%
"「じ㎝ 閉m… … 一 　… 円… … 貼マ"πn罰 屠隔

20031◎ ～20%50%以 上

1◎0%
…

70%

1◎0%

100%

}㎝… 　 捗"

1998フ ド萌100%

63%

w、一A巴

20032◎ ～30%1◎O%
1

30～50%52%

り

2003/7

1◎0%

2～5%、

lll;1鵡 ⊥ 讐
_ザ.._L______

20070%'0%
丁 阿 い 争

"

100%

34%
巾 叩w　

45%
占貼 晶 ㌔"帖 了

100%
【 … … 耳

げ醒 可

20◎45～10%不 明
w函}

200350%以 」ヒ80%以 」二
喜

56% 20◎5i10～20%不 明

・・◎7{・ 。£薦 丁 二5醐 上57%

ノ1、麟 ・家 鷹馬需要 家

変更 変更又は
再交渉

5～10%10～20%

非膚由化

30～50%不 弩月

非 露顛化

自.a

…10～20%i5◎%以 上

非自由化

雰自由化

5～1◎%1◎ ～200/,

5～10%i不 窮
　 　 　 ま　

!
雰自劇 ヒ

ほへ 　 コ コ

搾自由化

徽.a

非 自由化

非 自由化

出所)欧 朔委員会ベンチマーキング報蕾讐

実証炉 建設 に来年 あた りか らと りかか り,

2012年 頃の運 開 を計 画 してい ます。

社 が最大 の27%を 持 って い ます 。 ドイ ッ

はそれほ ど高 くあ りませ ん。

(2)需 要側

① 供給事業者変更率

供 給事 業者 変更率 とい うの は,自 由化

後,ど れ だ けの需要 家が供 給先 を変 更 し

たか とい う率 です。 ア メ リカは 自由化 し

た州で もそれほ ど変わ って きてい ませ ん。

ヨー ロ ッパ の場 合 ,最 も自由化 が進 ん

で競争 が激 しい イギ リスが供 給事 業者 変

更率 が一番高 くなってい ます(表4)。 電

気 とガスが 同時 に 自由化 された ため,電

気 とガス を同時 に売 る一括契約(dualfuel

contract)が 変更の約8割 を占め ています。

家庭用 の電 力市場 で シェア を見 てみ ます

と,ガ ス の方 か ら入 って きた セ ン トリカ

② 電力価 格

ア メ リカの場 合,非 常 に大雑 把 に言 う

と,2000年 ぐ らい まで は下が りま した。

最 近 は,図10に 見 る ように,燃 料 であ る

天然 ガス価 格 の高騰 を受 けて上 昇 また は

横這 い傾 向 にあ ります。

ヨー ロ ッパで は,自 由化後 ,全 体 的 に

下 が りま した。特 に大 口が低下 しました。

しか し,2003年 ぐ らいか ら卸 価格 が上 が

って きてい ます。小 売価格 も今 年 に入 っ

て非常 に上昇 して きた国が増 えてい ます。

図11は,ヨ ー ロ ッパ の卸価格 の スポ ッ

ト価 格 ですが,2002年 か ら2003年 にか け

て大 き く上 が って きてい ます。 もっ と長
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図11フ ランス と ドイツの卸価格 の推移(ス ポ ッ ト市場)

期的な先渡 し価格 も上昇傾向を見せてい

ます。

この上昇傾向の背景 として,天 然ガス,

石炭価格の高騰,猛 暑 ・渇水 による需給

逼迫,発 電設備の廃止進展 による供給力

の低下,再 生可能エネルギー発電導入補

助の増加,増 税などがあると思われます。

例 えば ドイツでは,家 庭用料金は98年 か

ら一旦下がった ものの2003年 には元の水

準 に戻 って しまいました。発送配電 コス

トは20%下 が っ た の で す が,再 生 可 能

エ ネル ギー発電 の買 取 りコス ト等が60%

程度増 えたためです。

③ 供給信頼度

停電 時間,回 数 はアメ リカにお いて も

ヨー ロ ッパ にお いて も自由化 後大 きな変

化 は あ りませ ん。 自由化 後,コ ス トダ ウ

ンを図 るため に設 備投 資が控 え られ停 電

時 間が 長 くな るか と思 われ ま したが,図

第27巻 第3号(2004)
一63一
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12を 見 る限 りでは,む しろ 自由化後 の方

が年 間停電 時 間が減 ってい る国 もあ りま

す。 ただ し,2003年 に北 米 に続 い て,欧

州で は イ タリア,北 欧 で大 規模 な停 電が

発 生 しま した。今 後,ど うなるの か注 目

され ます。

玉99S年19≦)9年 諸◎00年

主要国の1需 要家当 りの年間停電時間

磁アメリカ

勝フランス

日英 騰

鶏 鍵本..

④ 需要 家の満足度

海外 電力調 査会 が2003年 に実 施 した ア

ンケー ト調査 では,ア メ リカの需要 家 は

電力 自由化 に期待 して いる よ うです(図

13)。

ECが 行 った ア ンケー ト調査 に よる と,

「自由化 は住宅用需要家に利益をもたらす」

電力会社

経営者

住宅用

需 要家1

カ リフォル ニア州

【.wwww「vwwhmaW.H}"曾v"躍 一内【噸h一"nvnypth一 「'

09620964096609も8D96壌0096

「自 由 化 は 商 業 用 ・産 業 用 需 要 家 に 利 益 を も た ら す 」

電力会社

経営者

商業 ・産業
用需要!家

レ

ー
ー
乳隅

}
09)620～640%}609680弓 らIOO96

「は い 」と答 えた 割 合

図13米 国ア ンケー ト調査 の結 果
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図14欧 州諸国の電力需要家の満足度

ヨーロ ッパの需要家たち も大半が満足 して

い るようです(図14)。 イギ リスが一番満

足 しているとい う人が多 い。一方,大 停電

の前 で も結 構停 電が 多か っ た イタ リアは

58%と 低 い。EU全 体 と して は,比 較的満

足度が高い とい う結果が得 られてい ます。

6.ま と め

電力 自由化 は,法 制 面 で は ヨー ロ ッパ

が アメ リカ よ り進展 してい ます 。欧 米 と

もに電 気料 金 は,一 時 低 下 しま した が,

最 近は上昇傾 向 にあ ります。

また,ア メ リカでは,電 気料 金が 需要

家 に とって最大 の 関心 事 で ある こ とに変

わ りはない と思い ますが,加 州電力危機,

北米 大停電 等 を踏 まえ,安 定供 給 とい う

問題 が 議論 され る よ うに な って い ます 。

電気事 業者 の経 営 も非常 に厳 しい もの と

なって い ます 。 その ため,今,ア メ リカ

におい ては市場 万 能主義 的 な考 え方か ら

規制,介 入 の必 要性 が認識 されつつ あ り

ます 。 自由化 の後 の 「調整 期」 に入 っ て

い ると言 えるわけです。

ヨー ロ ッパ では,ま だ 自由化 のマ イナ

スの影響 は明確 に なってい ませ ん。BE社

の経営 危機 は例外 で すが,イ タリア大 停

電 もまだ 自由化 そ の もの と直接 結 びつ け

て考 え られて はい ませ ん。 しか し,供 給

予備 力 はかな り低 下 して きてい ますので,

今後,新 規 電源 や送電 設備 が どの程 度確

保 され てい くか,各 国で工 夫が な され て

い る ところです 。 しか し,特 に ヨー ロ ッ

パ の場 合,供 給 予備 力 を高 め る ため に,

そ うい う小手先 の対応で済 む ことなの か,

全面 自由化 とい う制 度 自体 が安 定供 給 の

面 か ら問題 なのか,今 後 の行方 に注 目す

べ きだ と思い ます。

ご静聴あ りが とうございま した。(拍手)
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一
〔寄稿〕

聯 劉懸螺∴
)温一

1.は じ め に

わが 国 の電 気 事 業 制 度 改 革 は,1996

(平 成8)年 か ら実 施 され た卸 自由化,

2000(平 成12)年3月 に実 施 され た小売

部 分 自由化 に引 き続 き,2005(平 成17)

年4月 か らは 自由化範 囲 の拡 大 や,い わ

ゆ る中立機 関や卸 電力 取引所 の 導入 が予

定 されてお り,大 きな変革 の時期 を迎 え

てい る。本稿 では,現 在 に至 る電気事 業

制度改 革 の流 れ を概観 した上 で,米 国で

[]i口 【

韮

の先 行事例 での経験 を参 考 に しつ つ,今

後 の制度改 革の動 き,特 に2007(平 成19)

年 か ら予 定 され てい る小 売全 面 自由化 に

関す る課題 を整理す る(注1)。

2.わ が国電気事業の制度の改革の歴

史 と現状

図1は,わ が国電気事業制度の改革の

歴史と現状について概観 したものである。

ここで示す ように,わ が国での電気事業

{火 力全面入ホL制度 巽搬

⊂i醒〕一

囲
竣小亮慧野

一札・日本灘 辮 馨雛ヤ 嚥 藤

緻醐 壇タ魔
澱 繭

有限責任中闘法人 鷺力系統利用協議会を 碗立微野

電力系紐利用協議会設立 中立機関に撫定`選 議ヲ傑 務蔑耀 微 賜

(2◎◎4.2.10)(2◎ ◎4β.t5)鯛 『鮪20054フ
ヨ ヨ

.特別_編 隷 ゆ鷹蕪 罫
(2◎◎OKVV～》 ・高圧需要家15◎OkW～),蕩 圧繍要欝 盈厨膚房£への覆
【2◎00.4～】 【2◎◎4・4～】`5ekW～ ♪ 謝

特定鷺気事業劒度i」r200S.4～ ノt2007・4・vノー

図1日 本における電気事業制度改革の状況

注1本 稿記載 の内容 は執筆 時である2004(平 成16)年10月 時点の情報 に基づ くもので あるこ とに留意 されたい
。ま

た,本 稿 において意見 にわたる部分 は執筆 者の私見である。
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の制度改 革 は,1995(平 成7)年4月 と,

1999(平 成11)年5月 の2回 の電気事 業

法改 正 によ り実施 された。2005(平 成17)

年4月 か らの新 た な制 度 改 革 は,2003

(平成15)年6月 の電気事業法改正 に基 づ

くものである。

(1)1995(平 成7)年 の電気事業法改正

電力需給の逼迫 と供給 コス トの上昇傾

向が見 られる中,技 術革新等 による発電

部門への新規参入の可能性が増大 してき

たとい う状況認識の下で実施 された。 こ

の改正では,発 電への新規参入規制が原

則撤廃 され,卸 供給 と卸供給事業者の概

念が導入されるとともに,短 期間で建設

される新規火力電源を対象 とした卸供給

入札制度 が導入 され た。併せ て卸託 送

(振替供給)の 制度が整備 され,卸 部門へ

の競争が導入 された(注2)。 一方,小 売部

門では,ミ ニ電力会社 とも言 える特定電

気事業制度が設けられた。 さらに,料 金

制度については,各 事業者の経営指標 を

比較 し,効 率化の度合いに応 じて料金査

定 に差 を設けるとい う,ヤ ー ドステ ィッ

ク査定の考え方が導入された。

(2)1999(平 成11)年 の電気事業法改正

高コス ト構造の是正に向けた経済構造改

革の課題の1つ であった,電 力の価格を国

際的にみて遜色ない水準 にするという目標

に向けた制度の見直 しとして行われた。こ

の改正では,大 口需要家を対象 とした小売

部門の部分 自由化の実施 と,小 売託送(接

続供給)の 制度の導入が図られた(表1)。

自由化対象 となった需要規模2,000kW以 上

の需要家(特 定規模需要家(注3))は,従

来の供給先である地域の電力会社(一 般電

気事業者)以 外 の電力会社や新規参入者

(特定規模電気事業者)を も電力の供給先

として選択することが可能となり,料 金に

対する規制 も撤廃される。一方,既 存の電

力会社は,自 由化対象需要家に対 しては,

表1電 気事業法改正(1999年5月)の 内容

項 屋 内容

部分自由化の開始時期 2000(平 成12)年3月21日

自由化の対象(特定規模需要)

・原則として20kV超 の送電線に接続する

需要規模2000kW以 上の需要家
・日本全体の需要の3割弱

自由化部門への競争導入

。料金は自由化

・一般電気事業者には供給義務はない

・一般電気事業者による最終供給保障

送電網へのアクセス

・一般電気事業者は接続供給約款を定め、経済

産業大臣に届け出る
・「空きがあれば拒絶しない」原則

・接続供給の料金は、事業者の供給区域内での

郵便切手方式

注2卸 供 給 事 業者 は 一般 に は独 立 発 電 事 業 者(IPP:lndependentPowerProducer)と 呼 ば れ る 。

注3一 般 に はPPS(PowerProducerandSupplier)と 呼 ばれ る。

第27巻 第3号(2004)
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従来のような供給義務を負わないが,需 要

家が供給先を見つけられない場合には,最

終的な供給を保障する(ラ ス トリゾー ト)

責任を負っている。また,小 売自由化の対

象外 とされた小口需要家に対 しても競争導

入の果実を還元 させることを可能にするた

めに,多 様 な料金メニューの提供 を促進す

るこ と(選 択約款制度の拡大 駐4))や,

迅速な料金引き下げを可能にするための制

度改革 も合わせて実施された。

(3)自 由化実施後の状況

卸部門への新規参入者(IPP)の 参入に

表2卸 供給入札の実施(IPPの 参入)状 況

年度
募集状況

(会社数1募集電 力)
落札結粟

ゴ996(平 成8) 6社1266.5万kW 30469万kW

1997〈 平 成9) 7社 ノ285.5万kW 31t827万kW

⑲98(平 成1◎〉 1社1朽万kW 21万kW

粕99(平 成11) 哩社ノ100万kW程 度 10α43万kW

20◎2(平 成14) 1社!250◎kW 2420kW

ついては,表2に 示す ように,1996(平 成

8)年 か ら2002(平 成14)年 まで に実施 さ

れた入札の結果,合 計 で約740万kWの 電力

がIPPに よ り落札 され た。2004(平 成16)

年10月 の時点で は,こ の内約550万kWが 運

用 を開始 してい る。 また,特 定電気事業 に

ついては,表3に 示す ように,現 時点で6

社が許可 を受 けてい る。一方,小 売部門へ

の新規参 入者(PPS)は,2004(平 成16)

年8月 末 時点 で15社 が届 出 を行 ってい る

が,2004(平 成16)年7月 時点で は,図2

に示す ように当初の 自由化対象需要家への

供給 量の約3.0%,2004(平 成16)年4月 よ

り暫定的に拡大 された新 たな 自由化対象需

要家(需 要規模500kW以 上)へ の供給 も対

象 に含め た場合 には約2.1%がPPSに よ り供

給 されている とい う状況 にある。 なお,各

PPSの シェア内訳 について図3に 示す。 さ

らに,自 由化対象需要家 に対 して経済産業

省 ・資源エネルギー庁が実施 した,電 力価

格 アンケー トの結果 について図4に 示す。

表3特 定電気事業の許可状況

会社名 許可年月日
電気工作物

出力
事業開始 供給地点

諏訪エネルギー

サービス
燦997年6月27日 3,竃22kW 盤998年 紛 月

長野県諏訪市

湖岸逓り
尼崎ユーティリティ

サービス
1998年7月7日 12,60◎kW 1998年8月 兵庫県鷹崎市

穴本木エネルギー

サービス
2◎01年9月7日 38,660kW 2003年5月 東京都港区

六本木

東日本旅客鉄道 20◎ で年9月7日 {98,440kW 20◎2年4月 東京都品川区

上大崎

住友共同電力 2003年3月19日 1,017kW 2003年4月
愛媛県宇摩郡

別子山村

JFε スチー ル 2004年1月20臼 151000kW 2004年12月 千葉市申央嬢

注4選 択 約款制度は、1995(平 成7)年 の電気事業法改 正で既に導入 されていたが、適用対象 は負荷平準化 に資 す

る ものに限 られていた。1999(平 成ll)年 の改正 では経営効率化 に資する もの について も選択約款 の対象 と

する ことが認め られた。

一68一
季報エ ネルギー総 合工 学



鋤

脚

働

鋤

鋤

脚

働

枷

蜘

脚

㎝

欄

%

%

%

灘

5

0

沼幣

り0

り0

鋭

脇

鋭

働

鋭

眺

2

2

1

t

O

血…
苓$$9畔$茎8零R禦$苓8$9E)lq苓8零rrY零 菖8
多 實 多 多 多 萎 萎 萎 萎 蚕 ξ 豊 窒 窒$鐸 實$$$實 豊 豊 萎 葺 茎

図2小 売 部 門 に お け るPPSの シ エ ア(月 別)(出 所:経 済 産 業 省 資 料)

蔓oo4/o唯
,

'0嘩
.4・ 婁02.

響02
、4・'93.

雷03
,4-。04,

050Q,eOO1,000,000肇,δOe,eOO2孕000,¢OO2,500,0003,000,0003,500,0004,000100{}

1,◎QOkWh

図3PPSの シエア内訳(年 度別)(出 所1経 済産業省資料)

(円1k漁>

ig

18

17

総

t5

{4

t3

12

11

to

9

200G20◎02◎OO2004

2Q3Q4QiQ

図4

第27巻 第3号(2004)

200A20012001200220022002200220032◎C3200320032004

2Q3Q4QIQ2Q3Q4QlQ2Q3Q4QfQ

自由化対象需要 家への電 力価格(出 所:経 済産業省資料)

一69一



3.新 たな電気事業制度改革の内容

2005(平 成17)年4月 か ら実施 される

新 た な電 気事業 制度改 革 は,2001(平 成

13)年11月 か ら総 合資 源エ ネルギー調査

会 ・電気 事業 分科 会 の場 で 開始 され た検

討 の結果 実施 され た,2003(平 成15)年

6月 の電 気事 業法 改正 に基づ くもので あ

る(図5)。

以下で はこの うち

(1)発 送電一貫体制 の維持 といわゆる中

立機関 の設立,

(2)全 国的 な電力流通 の活性化 と卸電力

取引所の創設,

(3)自 由化範囲の拡大

の3点 についてその内容 を概観す る。

(1)発 送電一貫体制の維持 といわゆる中

立機関の設立

制度改革 を巡 る議論 の中では,従 来,

一般電気事業者が垂直統合 して きた
,発

電 ・送配電 ・小売供給の各部門を,EU諸

国などの ように構造上 も分離することの

是非が検討 された。新規参入者や一部中

立者からは 「競争が導入 された部門での

公正な競争 を確保するためにも,競 争が

導入 された部 門と,規 制が維持 されるネ

ッ トワーク部門は何 らかの形で切 り離す

べ きである(構 造規制の導入)」 との主張

が強 くなされた。 しか し,分 科会の結論

としては,規 制需要家に対す る供給や 自

由化対象需要家に対する最終供給保障の

観点か らも 「責任 ある供給主体」 として

の一般電気事業者は必要であ り,発 送電

の一貫体制は今後 とも維持 して行 くべ き

であるとした上で,ネ ッ トワーク部門の

公平性,透 明性 を確保す るための手段 と

して,行 為規制を導入 し,併 せていわゆ

る中立機関(送 配電等業務支援機関)を

設置するとい う方法が採用 された。

「行為規制」 とは,送 配電網へのアク

セスに対する差別的取扱い,送 配電部門

と競争の導入 された発電 ・小売部門 との

間の内部相互補助(送 配電部門で生 じた

利益 を使 って発電 ・小売部門を支援する

こと),送 配電部門が得た情報の流用(需

要家の需要や供給先 に関する情報 を,小

売部門の営業活動に利用すること等)と

いった個々の行為を規制の対象 とす るも

のである。従来,こ れ らの行為 に対する

規制は各一般電気事業者の自主的な取 り

組み として行 われてきたが(自 主規制),

新 しい制度では,こ れ らの行為 について

電気事業法上で規制を行 うことになった。

なお,こ のような考 え方は,電 気通信事

業やガス事業でも採用されている。

一方
,い わゆる中立機関(送 配電等業

務支援機関)は,系 統へのアクセス,設

備の形成,系 統の運用,情 報の開示など

の全国大のルールの策定,系 統アクセス

等 に関する紛争の斡旋や調停,系 統情報

公開システムの運用などの業務 を担当す

るために設立 される機関である。中立機

関は,一 般電気事業者,新 規参入者(PPS),

自家発 ・卸電気事業者 といった利害関係

者と中立者(学 識経験者)か ら構成され,

公平性,透 明性,中 立性 を担保するため

の統治機構(ガ バナンス)を 備 えた組織
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匝 函 …
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卸鴛気事桑者 ・

系統に連系し
ている良蒙発

設備設鷺者

理事会

スタッフ

●理事会により、当該

委員会設置、委員構成、
委員選定プロセスが定
められる
●委員長(原期中立者)

謂駿 会
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●流通設備の系絞アクセス、

系絞運用、情報開示に関する
ルールの策定
●紛争処理のあっせん ・調停
●送電線空容量等の系統情報

公開システムの開発 ・迎用
O地域間運系線運用 ・混雑管

理に係る運絡業務
●地域間連系線整備に係るた

めの鯖報及び便宜の提供
●送配電業務支援のための調

査及び研究並びに広報等
〈メンバー〉

利害関係者、中立餐(学識経

験者)

●中立者(学識経験者)、系統利用者
●利霧開係者から独立 した視点から

業務全般をチェックする

導門委興会

国
規制機関

(経済産業省)

事後規制'

図6中 立機関の組織と業務

として設立 され る(図6)。 行 政 はルール

の策 定 や紛争 の処理 に関す る意思 決定手

続 きが公 平 で透 明 な もの とな ってい るか

を確 認 した 上 で,業 務 自体 につ いて は,

事後 的 なチ ェ ック に委 ね るこ とで,民 間

の専 門性 ・自主性 を最大 限 に発揮 しつ つ,

送配 電部 門 にお ける一層 の公平 性 ・透 明

性 を確保 しようと している。従 って,「 中

立機 関」 は系統 運用 そ の もの は行 わ ない

(引 き続 き各一般事業者が担当す る)の で,

米国 の独 立系統運用 者(ISO:Independent

SystemOperator)と は性格 を異 にす る。

また,利 害 関係者 を全 て含 め る こ とで 中

立性 を確 保 しよ う とい う考 え方 も 日本 独

特 の制度 である。

この制度設計 を受 け,2004(平 成16)年

2月10日 に中立機 関 と して 「有 限責任 中間

法 人 ・電力系統利用協議 会」(理 事長:植

草益 東京大学名誉教授)が 設立 され,2004

(平成16)年6月15日 に送 配電等 業務支援

機関の指定 を受 けた。その後9月15日 に系

統 アクセス等 に関す るルールの原案が公表

され,2005(平 成17)年4月 の運営開始 を

前 に準備が進め られてい る状況 にある。

(2)全 国的な電力流通の活性化 と卸電力

取引所の創設

電気事業分科会の場 では,小 売 自由化

の範囲拡大 を実質的な需要家の選択肢増

大 につなげるためにも,広 域的な電力流

通を現行以上に活性化する方策 を講 じる

べ きであるとの方向性が示 された。 この

ような政策的要請 を受 け,現 在の振替供

給制度が見直され,供 給 区域内外の取引

を問わず,各 供給区域 における系統利用

料金 に一本化することで,供 給区域をま

たぐことに課金をされる(い わゆるパ ン

ケーキ問題)こ とがない仕組みが導入 さ

れることになった。一方,現 行の振替供

給制度 において回収 していた送電ネ ット
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図7振 替供給制度の見直 し

ワー ク関連 費用 の部分 の うち,新 た な制

度 の導入 に よ り生 じるこ とにな る地 域 的

な負担 の増 減 につ いて は,事 業 者 間で の

精算 によ り対応す ることになった(図7)。

また,電 源 の遠 隔立 地 を抑 制す るため の

需要 地 近接 性 評価 を継 続 す る とと もに,

設備増 強 時の費用 の相 当部 分 を原 因者負

担 とす る方法が採用 され るこ とになった。

また,電 源開発投資 に関す るリス クマネ

ジメン ト手段の整備 の一環 として,投 資 リ

ス クを判断す るため に必要 とされる指標価

格 の形成や,需 給 に ミスマ ッチが生 じた場

合の電力 の販売や調達手段 の充実 を図るた

め,全 国規模での卸電力取引市場 を整備す

ることが決め られた。設置 され ることにな

る電力 取引所(PX:PowerExchange)は,

市場参加者 のニーズ に対応 し,効 率的な運

営 を担保す る とい う観点 か ら,法 律 の根拠

を持つ公設 の取引所ではな く,任 意 ・私設

の形態で発足す ることとなった。 また,取

引所で取 引 される市場 は先渡 し市場 と1日

前のスポ ッ ト市場の2つ とされ,米 国等で

見 られ るような リアルタイム市場 は設 けな

い こととされた。

この制 度設 計 を受 け,2003(平 成15)

年ll月28日 に 「有 限責任 中 間法 人 ・日本

卸 電力 取 引所(JEPX)」 が設 立 され た。

現 在,2005(平 成17)年4月 の運営 開始

を目指 し,市 場 の具体 的 な内容,取 引方

法等 につ いて の詳 細 設計 とシステ ム構築

が進 め られている。

(3)自 由化範囲の拡大

自由化範囲の拡大は,エ ネルギー ・セ

キュリテ ィや環境保全 といった課題 との

両立 をはか りつつ,多 くの者が参加する

ことを前提 とした電力供給 システムの安

定性強化のための枠組みや,需 要家が実

質的な供給者の選択肢 を持つ ことがで き

る環境の整備や速やかな範囲拡大に対す

る需要家の要請,さ らに制度間の整合性

な どにも配慮 しつつ,段 階的に進めるこ

ととされた。具体的には,全 ての高圧需

要家(需 要規模50kW以 上の需要家)に 対

して自由化範囲を拡大することとし,中

立機関や卸電力取引所,系 統利用料金制

度 といった新たな制度の整備 を進めるた

めの期間を考慮 して,2005(平 成17)年

4月 よ り拡大 を実施す ることになった。

なお,高 圧 需 要 家 の うち,需 要規 模

500kW以 上の者に対 しては,乗 り越 える

べ き実務的課題が少 ない等の理 由から大

口部分 自由化の現行制度 を基本 とした暫

定的位置づけ として,2004(平 成16)年

4月 より先行 して自由化が実施 されてい

る。今回の全ての高圧需要家 を対象 とし

た自由化 により,総 需要のおよそ6割 が

自由化の対象 となる。総需要 に占める自
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表4小 売自由化の動向

濃 電力 ガス

自由化枠 自由化比率 自由化枠 自由化比率

壌995.3 200万m3 36%

1999.11 壌00万m3 40%

2000.3 2,000kW 26%

2004.4 500kW 40% 50万m3 44%

2005.4 50kW 63%

20◎7.
匪

10万m3 50%

。鷺力:2◎0壌年度の販売実績の累積比串
{万m3ま で自由化すると、・ガス:2000年 度の販売実績 の累積比率
自由化比率は57%

由化対象需要の割合 について,ガ ス事業

の例 も含めて表4に 示す。

4.今 後の自由化論議に向けての課題

電気 事業 分科 会 の場 で は,需 要家 の選

択 肢 の確保 状況等 を踏 まえつ つ,供 給 信

頼度 の確保,エ ネルギ ー ・セキ ュ リテ ィ

や環境 保全 等 の課題 との 両立,最 終保 障

やユ ニバ ーサ ルサ ー ビスの確保,そ の他

の実務 的課 題等 につ い て検 討 を行 った上

で全面 自由化 を実施 す る こ とが適 当で あ

る とされ,具 体 的 な検 討 を開始 す る時期

と して,2007(平 成19)年4月 頃 を 目途

とす る こ とが適 当で あ る との考 え方 が示

され た。 こ こでは,特 に需 要家 の選択 肢

の確保 とい う点 を中心 に,先 行事 例 と し

ての米 国 の事 例 を参考 に しつつ,今 後 考

慮 す る こ とが必要 と され る と考 え られ る

課題 について整理,検 討 を行 う。

米 国 では,2004(平 成16)年4月 の時

点 で,16の 州 とワシ ン トンDCに お い て,

家庭用需要家を含めた全面的な小売 自由

化の制度が実施 されている。 しか し,こ

れらの州の中には,家 庭用需要家 に対す

る新規参入者が存在せず,実 質的な意味

での需要家の選択肢が確保 されていない

という状況 におかれた地域 も存在す る。

一般的には
,制 度改革実施前 における既

存電気事業者の料金が高かった地域では

新規参入の余地が大 きいのに対 して,料

金が低かった,な い しは制度改革の一環

として家庭用需要家 に対する料金を大幅

に引 き下げた上で自由化を実施 した地域

では,新 規参入の余地が小 さく,そ れだ

け選択の幅が狭 くなるとい う傾向にある。

一方
,オ ハ イオ州の ように家庭用需要家

の供給者変更率が高い値 を示 している州

も存在するが,そ の背景 としては,変 更

率の高い地域の既存事業者の料金が高か

っただけでなく(注5),自 治体が需要家集

約(ア グリゲーシ ョン)を 行 うことによ

って供給者変更が進 んでいる(オ ハイオ

州の自治体 による需要家集約では,需 要

注5オ ハ イオ州の うち、供給者変更率の高 い地域 はFirstEnergy傘下の事業者の供給地域 に限 られる。 これ と対
照的 に、電気料金が低いAEP傘 下の事業者の供給 区域 では家庭用需要 家の供給者変更率 は0な い しはそれ

に近い値 となってい る。
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表5需 要家に対する情報提供 を義務づけている州

料金その他の 燃料その他 排出物その他

供給条件 癸電源の割合 環境に対する影響

アリゾナ 、カリフォルニア、 アリゾナ、デラウェア 、ワ ア リゾナ 、カリフォルニァ 、

コネチカット、メイン、メリー シントンDC、 イリノイ、メイ コネチカット、イリノイ、メ

ランド、マサチューセッツ、 ン、マサチューセッツ、ミ イン、マサチュー セッッ、

ミシガン、ニュー ハンプ シガン、ニュー ハンプ ミシガン、ニュージャー

シヤー 、オ レゴン、バー ジ シャー 、ニュージヤー ジー、ジー 、オハ イオ、オ レゴン、

ニア オハ イオ、オ レゴン、バー バージニア

ジニア

家 は積極 的 な意 思表 示 を しない限 り集約

に参 加す る こ とにな ってい る)と い う事

情が あ る。 この よ うな状 況 は,小 売 の全

面 自由化 につ い ては慎 重 な検討 が必 要 で

あ るこ とを示唆す る もので ある。

この ような中,現 実 的 なアプ ローチ と

して,大 口需 要家 のみ を対象 と した小売

の部 分 自由化 に とどめ てい る,オ レゴ ン

州 や ネバ ダ州 の よ うな州 も存 在す るこ と

が注 目され る。 また,2003(平 成15)年

に 自由化 実施 を取 りや め たアー カ ンソー

州 や2001(平 成13)年 の電力 危機 以 降,

新規 の供 給者 選択 が停止 され た状 態 にあ

る カ リフォルニ ア州 な どで も,大 口需 要

家 のみ を対象 と した部分 自由化 の是非 に

つ い て検 討 が行 われ てい る。 これ らの地

域 で は,既 存事 業 者 に対 して様 々 なメニ

ュー を規制需 要 家 に提供 す るこ とを義 務

づ ける こ とで,需 要 家の選択 肢 を拡大 す

る方策 が採用 されて い る。 この ような ア

プ ローチ は,わ が国 にお いて も参考 に値

す ると思 われ る。

また,需 要家 が供給 者(供 給 メニ ュー)

の選択 を行 うに際 して は,選 択 に必 要 な

情報 が適切 に需 要家 に提供 され る こ とが

肝要 となる。米 国 では,既 存事 業者,新

(出所:エ ジソン電気協会資料)

規参入者 を問わず全ての市場参入者 に対

して,料 金体系や発電の燃料種別,排 出

物 といった情報 を統一のフオーマ ッ トで

提示 させ,需 要家がインターネ ットなど

を通 じてその情報にアクセスで きるよう

にす ることを義務づ けている例が多数見

られる(表5)。 大口需要家 と比べ,情 報

収集力や交渉力がそれほど高い とは言え

ない家庭用需要家などに対 しては,選 択

を行 うことに対する普及啓蒙活動 ととも

に,こ のような情報提供の必要性 につい

ても検討が進め られる必要がある。

電気事業分科会の場で,鳥 居泰彦会長

(慶応義塾学事顧問)を はじめ多 くの委員

が指摘 しているように,今 回の制度改革

は日本固有の事情 を踏 まえた独 自のシス

テム として,世 界 に自負 しうるものであ

るといえる。今後予定 されている,全 面

自由化の実施 に関する具体的な検討にあ

たっても,諸 外国の先行事例 を参考 とし

つつ,自 由化 の実施状況をも見据 えなが

ら,日 本にとってふ さわ しい 自由化のあ

り方が検討 されることが求められる。

参考 文献

矢 島正之 「電力改革再考」 東洋経済新報社(2004)
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一

〔調査研究報告〕

フ レキ シ ブル ター ビ ンシス テ ム の研 究 開発
一中小工場における蒸気 ・排熱の有効利用を目指 して一

蓮 池

〉■〈 〉一〈〉圏く〉罵〈〉 嗣〈〉 隔く

1.は じ め に

宏(働 エネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部 主管研究員)

(独)産業技術総合研究所,㈱ 神戸製鋼所,

㈱ 東芝,㈲ エネルギー総合工学研究所,

川崎重工業㈱,東 京工業大学の6法 人は

(独)新エネルギー ・産業技術総合開発機構

(NEDO)の エネルギー有効利用基盤技術

先導研究開発の一環 として 「多様なニー

ズに対応するフレキシブル ター ビンシス

テムの研 究開発」(プ ロジェク トリー ダ

ー:産 業技術総合研究所 ・古谷主任研究

員)を 平成13～15年 度に実施 した。本研

究開発では,産 業分野,特 に中小規模の

工場に存在 していると推定 される余剰蒸

蕊

気や排熱等 の未利用エ ネルギー に着 目 し,

これの有効利用 を可能 にする技術 として,

図1に 示 す高効 率分 散型 マ ルチエ ネ ルギ

ープロダクシ ョンシステム(以 下
,MEPS

と呼ぶ)を 提案 した。MEPSは,フ レキシ

ブル ター ビ ンシステム の1形 態 として位

置づけ られ る。

MEPSの 主要構成 と機 能 ・特徴 は次 の と

お りであ る。

(1)中 小 規模工 場へ の適用 を考 え、 メイ

ンの原動機 として300kW級 の ガス ター

ビンを用 いる。

(2)未 利用 の低 質蒸気(圧 力1MPa以 下 を

図1MEPSの 構 成
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想定)の 有効利 用 方法 と して,ガ ス タ

ー ビン排 熱 に よる加 熱(再 生)を 行 っ

た の ち小型 の蒸 気 ター ビンに送 って発

電 を行 う。

(3)ガ ス ター ビン本体 を蒸気 再生 対応 型

とす る こ とで,排 熱 の有効 利用,発 電

効 率 の向上,広 い熱電 比可 変範 囲,な

どの特徴 を持 たせ る。

(4)ガ ス ター ビンの圧縮機 に水 噴射 を行

い,圧 縮 動 力 を低 減 して熱効 率 を向 上

させ る。

(5)ガ ス ター ビ ンに接 続 す る発 電機 を永

久磁 石式 直結 型 とす る こ とで,一 層 の

発 電効 率向上 を図 る。

①MEPSの 有用性 を検証するための導

入可能性検討,

②MEPSの 実現性 を示すための要素技

術開発,

③ 再生 というコンセプ トをさらに発展

させるための基礎研究

という3つ の柱か ら構成 されている。

本稿では,主 としてエ ネルギー総合工

学研究所が担当したMEPSの 導入可能性の

検討結果 を中心 に,研 究開発成果の概要

を紹介する。

2.MEPSの 導 入 形 態

このような各種技術 を組み込 むことに

よって,小 規模 な未利用排熱の有効利用

が可能で,高 効率 かつ広い熱電比可変範

囲を有 し,経 済性 の高いエネルギー供給

システムが実現できると考えられる。

表1に3年 間の先導研究 における研究

内容 を示す。

MEPSは 一般 的な ガス ター ビ ンコージェ

ネレー ションシステム と比べて小 型の高効

率蒸気 タービンを有 している ところに大 き

な特徴が ある。 したが って,蒸 気 ター ビン

に用 いる蒸気 をどの ように得 ることがで き

るかが,MEPSの 導 入形態 を決め るポイ ン

トとなる。 わが国の工場 にお けるエネルギ

表13年 間の先導研究における研究内容

年度
項目

平成13年 度 平成14年 度 平成15年 度

1. MEPS導 入可能性の検討

1-1,MEPSの 省 エ ネル ギー 需要家の余剰蒸気等の定量的 需要家のエネルギー需要パタ 提案システムの導入効果,
効果に関する調査研究 把握,モ デル需要家の設定, 一ンの類型化

,省 エネルギー 省エネルギーポテンシャルの

(エネルギー総合工学研究所) 評価手法検討 性,経 済性評価 評価,総 合評価

1-2.MEPSト ー タル MEPSシ ステム解析, MEPSシ ステム部分負荷特性 基本仕様見直 し,解 析 ・評価
システムの検討 基本仕様検討 解析,基 本仕様決定
(川崎重工業)

2.要 素技術の開発

2-1,高 効率低質蒸気回収 ノズル凝縮流れ試験装置の 基本 ノズルを使用 した凝縮 動翼の数値計算による予備検

システムの基本仕様 設計製作 流れ実験とノズル形状の改良 討,シ ステムの基本仕様に関

の検討 する検討
(神戸製鋼所)

2-2.高 速発電技術基本仕様 高速化 ・高出力化のための ロ ータ ーの製 作, 試験結果評価,改 良研究
の検討 基本設計検討,ス テータの 高速回転試験
(東芝) 製作

3.再 生システムの基礎研究 解析環境の整備と基本システム 化学再生用データベース取得, まとめと評価,新 しい再生技術

(産業技術総合研究所) の特性解析 再生システム特性解析 の方向性提示
(東京工業大学)
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一供給 ・消費の実態を調査 した結果,表2

に示す導入形態があ り得ると推定された。

(1)余 剰蒸気 の利用

① 清掃工場

国内 には約1,300ヵ 所 の一般 廃棄物焼 却

施 設(清 掃 工場)が あ り,こ れ らの うち

約270施 設 にお い て発 電 が行 われ て い る

(図2)。 廃 棄物発 電所 で は,廃 棄物 の焼

却熱 で蒸気 を発 生 させ,蒸 気 ター ビンに

よ り発電 を行 う。蒸気 は100%有 効利 用 さ

れ てい る と思 われが ちで あ るが,調 査 の

結果 、相 当 な量 の余剰 蒸気 が廃 棄 され て

い る施設 も少 な くない ことが分か った。

② 各種工場

製造業等の各種工場では省エネルギー

の推進や経費節減の目的で蒸気の有効利

用 に努めてお り,一 般的には大量の余剰

蒸気が常時廃棄 されていると言 う状況は

考 えに くい。 しか し,個 別工場の事情 に

より余剰蒸気が発生 しこれを大気放出 し

ている場合がある。例えば,昼 夜あるい

は季節によって変動する蒸気需要に対 し,

蒸気発生源が大容量ボイラや大型ガスタ

ービンの排熱ボイラの場合,頻 繁な起動

停止の回避,最 低負荷の維持などのため

一定量以上の蒸気が供給 され
,余 剰蒸気

が発生することになる。

表2MEPSの 導入形態

工場における排熱 ・

低質蒸気の利用実態
MEPS導 入形態 ケース名

発電 を行っている清掃工場では, 余剰蒸気 をMEPSに 余剰蒸気利用
蒸気タービン定格以上の蒸気発 導入 し,高 効率利用

(1) 生がある場合がある。その他,

需要家の個別事情により余剰蒸
気が発生する場合がある。

未利用の中高温排ガスは,各 種 中高温排ガスから蒸 未利用排熱の
(2) 産業に多く存在する。 気を作り,MEPSに 有効利用

使用

生産プロセスで使用 した後の低 既存設備の リプレー 既存の低質蒸

(3> 圧蒸気を利用 しているが,利 用 ス時にMEPSを 導入 気利用設備の
効率が低 い場合がある。 代替

蒸気利用時に温度調整のため減 減圧弁の代わりにME 蒸気減圧弁の
(4) 圧を行い,そ の際,エ ネルギー PSの 蒸気 タービンを 代替

回収を行っていない例がある。 使用

30◎

25◎

2◎◎

麟15e

潔10◎

5◎

◎

(2)未 利用ガス排熱の有効利用

工場の未利用排熱 に関す る調査(1)に

よると,利 用価値の高い中高温の排熱は,

ガスの形で排出されているものが最 も多

い(表3)。 未利用のガス排熱が一定量以

上 まとまって排 出されていれば,そ の排

熱で蒸気を製造 し,そ れをMEPSで 利用す

ることが可能である。

製造業の工場以外 にまとまった量 のガ

ス排熱の存在が考え られるのは廃棄物焼

'…nVN…"…tN'""t… … 吊…'… 「'""…-th'「f酊va… 吊m汀 曜^ma… …-… … 』冊…thtm…h"th'v腿 冊in'1
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ur発電なし
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1艮 朋 眉且u..一....1
5◎7510◎15020◎30◎4◎060◎8◎ ◎

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ヘノ ～

751◎015◎2◎03004⑪06008002〔 》00

ごみ 処 理 設 備 容 量 膨dayl

図2廃 棄物焼却施設における発電設備の有無
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表3工 場 か らの排熱(単 位=Tcal/年)

中高温排熱

ガス 温水蒸気 固体 中高温 有効排
業種 250℃ 80℃ 200℃ 排熱 熱全体

以上 以上 以上 合計

食料 489 879 0 1β68 5,603

繊維 1,224 246 0 t470 2,497

紙パ 377 710 14 1」01 14,159

化学 10,504 1,847 46 12,397 62,531

石油 4,211 93 552 4,856 15,219

窯業 4,502 5 0 4,507 15,410

鉄鋼 11,142 357 5,435 16,934 44214

非鉄 2,367 67 84 2,518 4,232

機械 t262 0 24 t286 4,558

電気 442 142 0 584 3,791

輸送 1,971 47 537 2,555 5,168

ガス 519 176 0 694 2,899

電力 144 261 0 405 67,231

清掃 2,841 3ρ31 10 5β82 23,320

他 53 29 0 82 1,066

計 42,046 7,890 6,704 56,639 271β98

(出所:働 省エネルギーセンター資料)

却施 設 であ る。前掲 の 図2に 示 した よ う

に,中 小 規模 の廃棄 物焼 却施 設で は ほ と

ん ど発電 が行 わ れてい ない。 中小施 設 で

も部 分 的 な熱 利用 は実施 されて い る場 合

が 多いが,そ れで もなお大量 の ガス排熱

が 未利用 の まま排 出 されて い る と推 測 さ

れ る。 ごみ処理量100t/dで10t/h程 度 の蒸気

を得 る こ とが 可能 で あ り,発 電が行 われ

ていない中小 の廃 棄物焼却施設 は,MEps

の導入先 として有望 と思 われる。

(3)既 存 の低質蒸気利用技術 の代替

0.5MPa程 度以 下の蒸気 が定常 的 に余 る

工 場 で は,そ の蒸 気 を何 らか の形 で利 用

して い る場 合が 多い。 最 も一般 的 なのは

復 水 ター ビン(軸 流型)に よる発 電 であ

る。定格 蒸気 流量10t/h程 度以 下の軸流 タ

一 ビンは効 率 が低 く
,蒸 気 量が 十分 に得

られない場 合 は,必 ず しも蒸気 が有効 利

用 されてい るとは言 えない。

MEpsで は,蒸 気 ター ビンと して小 流量

で も高効率が得 られる半径流型(定 格流量

2t/h,開 発 中)を 採用 して台数制御す るこ

ととしている。少量 の蒸気,流 量 が変動す

る蒸気 で も高効 率利用が可能である ことか

ら,既 存 の低質蒸気利用 システムの更新時

にMEPSを 導入す ることが考 え られる。

(4)蒸 気減圧 弁の代替

工場 におい ては,様 々な圧力(温 度)の

蒸気需要が混在 してお り,蒸 気の圧力調整

には一般 に減圧弁が用 い られている。 この

蒸気減圧弁 の代 わ りにMEPSの 蒸気 タービ

ンを用 いるこ とによ り,圧 力のエ ネルギー

を動力 として有効利用す ることがで きる。

蒸気 の圧力差の利用 は,大 量かつ大圧力

比の場合 には従来か ら行 われて きた。背圧

式蒸気 ター ビンによる電気 ・熱供給(コ ー

ジェネ)シ ステムはその典型であ る。 しか

し,少 量 または小圧 力比 の場合 には,圧 力

差 を高効率 に利用で きる技術が なか ったた

め に,動 力 回収等 に利用 される例 は少なか

った。MEPSの 蒸気 ター ビ ンは,蒸 気流量

2t/h,圧 力比3を 標準的 な定格 としてお り,

従来は利用が 困難であった蒸気圧力差で も

有効利用す ることがで きる。

図3は,各 種工場 にお ける蒸気供 給 ラ

イ ンの圧 力 と流量 の調査 結果 をプ ロ ッ ト

した もので あ る。工 場 によって蒸 気需 要

は様 ・々で あ るが,流 量20t/h以 下,圧 力

0.5MPa前 後 が 多 い。 これ に対 し,近 年,

第27巻 第3号(2004)
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図3工 場における蒸気需要例

各種工 場 向 けに普及 が進 んで い るガス タ

ー ビンコー ジェ ネシス テム の排 熱 ボ イラ

の蒸気発生圧 力 は1.5～1.9MPa,小 型貫流

ボ イラ"';の場合 は1.OMPaが 一 般的 であ る。

これ らの蒸 気発 生能力 と実 際 の使 用 圧力

との差 はほ とん ど利用 され てい ない と推

測 され,MEPSの 導入先 として有望で ある。

ケースの2つ を取 り上げ ることと した。

導 入可能性 検証 の ため のモ デル需 要家

と して,排 熱利用 ケース は 中小規 模 の廃

棄 物焼 却施 設,減 圧弁 代替 ケ ース は低 圧

蒸気利 用 の多 い工 場 を対象 に定 め,負 荷

デー タの提 供 を受 けた。 入手 した デー タ

80に 基づ い て作成 したモデ ル負荷パ ター ン

を図4お よび図5に 示す。
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図43
.導 入可能性 評価のケ ーススタデ ィ

MEPSの 導 入可 能性 を検 証す るため、省

エ ネル ギー性評価 と経 済性 評価 の ケー ス

ス タデ ィを行 った。

(1)検 討ケース とモデル負荷パ ターン

表2に 示 した4つ の導 入形 態 の うち,

(1)～(3)は 低 質蒸気 の有効利 用 とい

う点 で共通 してお りシス テ ム構 成 も類似

す る ため,排 熱量 が相 対 的 に多 い(2)

「未利 用排熱 の有効 利 用」 で代 表 させ た。

したがって,MEPS導 入可 能性 の検討 ケー

ス と して,排 熱利 用 ケー ス と減圧 弁代 替
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図5減 圧弁代替ケースのモデル負荷パターン

*伝 熱面積10m2(蒸 気発 生量2t/h程度 に相当)以 下
,最 高圧力1.OMPa以 下 の貫 流式 ボ イラで,一 般 の産業用ボ イ

ラに比べ て取扱資格や定期検査等 の要件が緩和 されているこ とか ら,中 小工 場 を中心 に大量 に普及 して きてい
る。新設 ボイラ市場 にお ける小型貫流 ボ イラ(簡 易 ボイラ含む)の シェアは,台 数ベースで95%,容 量 ベース
で も809。を占め,累 積設置台数は25万 台程度 と推定 され る。
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(2)MEPSの システム設計

① 蒸気タービン

排熱利用ケースと減圧弁代替ケースのモ

デル需要家における利用可能な蒸気条件に

基づいて蒸気回収システムの主要機器の仕

表4蒸 気タービンの仕様

排熱利用 減圧弁代替■

1段 目 2段目

入口蒸気温度 。C
26◎ 葉25.6 260

入 日蒸気圧力 MPa 1 0.2 1

出口蒸気圧力 MPa α2 0.04 0.2

蒸気流量 t/h 2 2 2

比速度ns 一 O,383 α363 0,383

比直径ds 一 4.8 4.83 4.8

回転数 /m;n 70ρ0◎ 27,600 70,00G

インペラ径 mm 匪36 31◎ 136

1。2潔鰍 熟 。1し 鑑畳継 脇:

藤
、繍m

図6イ ンペラ形状図

叢遼減速機

欄 タ酬ビン 醸

2囎 タ峨 ンtk .。ntve,el'i

〈撲 熱篇 馬 ケー ス〉

為 減速機

砺 句

発難機

獺 纐

魚 甥 ・'
、 、 魏 機

ノズメ 胃煽 罪 顎

《減 猛弁 代替 ケー ス)

図7マ イ ク ロST発 電 シ ス テ ム

様 を検討 した。蒸気流量,圧 力,圧 力比か

ら最適な ラジアルター ビンの作動条件 を検

討 し,タ ー ビンの比速度,比 直径,イ ンペ

ラ外径 な どを決定 した。結果 を表4に まと

め る。排熱利用の1段 目タービ ンと減圧弁

代替用の タービンは蒸気条件が同 じである

ため、共通仕様 となってい る。

図6に イ ンペ ラの形状 図 を示す 。1段

目 ター ビンは14枚 の ブ レー ド,2段 目 タ

ー ビ ンは18枚 の ブ レー ドを有 してい る。

また,図7に はマ イクロ蒸気 ター ビン発

電 シス テムの完成予想 図を示す。

蒸気 ター ビンの断熱効率 は,要 素研究 で

開発 した ノズル を用 いる と77%以 上 が達成

可能 と予測 される。 これは同クラスの軸流

蒸気 ター ビンよ りはるかに高い値 である。

② トータル システム

要素技 術 の開発 に よ り明 らか にな った

マ イクロ蒸気 ター ビ ン,高 速 発電 機 の仕

様 を もとに,ガ ス ター ビ ンパ ッケー ジや

排 熱 回収 ボ イラな どの既 存技 術部 分 も含

めてMEPSト ー タルシステムの実現 に必 要

な機器仕 様 を選定 し,ト ー タル システム

の仕様 を明 らか に した(表5)。 なお,排

熱 利用 ケ ース にお ける リパ ワ リング効 率

とは発電端 出力(kW)の 増加 を追 加設備

の燃料 入熱(kW)で 除 した ものである。

表5MEPSト ータル システム仕様

ケース 排熱利用 減圧弁代替

運転モー ド
一 蒸気優先 電力優先

ガス ター ビン出力(kWe) 300 300 359～388

蒸気 ター ビン台数(台) 3 2

蒸気 ター ビン出力(kWe) 621 241 232

プラン ト発電出力(kWe) 921 541 590

プロセス蒸気出力(kW) 一 248
一

プラン ト効率(%,LHV) リパワ リング効率

95.8

総合効率

60.8

発電効率

56.0

第27巻 第3号(2004)
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ガスタービン出力 は300kW級 とした。排

熱利用,減 圧弁代替 の両ケース とも同一の

ガス タービンエ ンジ ンであ り,こ のクラス

におけるガス ター ビンの実績値 をもとに発

電パ ッケー ジとしての仕様 を決定 した。

排熱利 用 ケ ース は電 気 の需要 が主 であ

るの で,ガ ス ター ビ ンは標準 型(蒸 気 噴

射 な し),蒸 気 ター ビンは復水式 のモ ノジ

ェネ と した。

減圧弁代替ケースは電気 と熱(蒸 気)の

需要が あるので,ガ ス タービンは蒸気噴射

型,蒸 気 タービンは背圧式 を採用 し,熱 電

可変型 コージェネとしてい る。蒸気需要が

ある時 は発電 と同時にプロセス蒸気 を出力

し,蒸 気需要がない時 は蒸気 をガス タービ

ンの コンプ レッサー出口空気 に噴射 して発

電出力 を増大 させ た運転が可能 であ る。

蒸気 ター ビ ンの設 置台数 は排 熱利 用 ケ

ー スで3台
,減 圧弁代 替 ケー スで は2台

と して いる。蒸 気 ター ビ ン設置 台数 をさ

らに増 や す と省 エ ネル ギー性 が向上 す る

が,稼 働率 が低 下す るため に経 済性 はか

えって低 下す る。 したが って,省 エ ネル

MEPS用GT

(排熱利用)

MEPS用GT

(減圧弁代替)

従来(再 生)GT

ギー性 と経済性を総合的に評価 しながら

最終的な仕様を決定 した。

③ 建設費

MEPSの 経済性評価 のために,建 設費 を

算定 した。算 定にあたっては,前 項 で定め

たハ ー ドウェア仕様 に基づいて設備費 を積

算す る とともに,量 産化等 による コス ト低

減 を加 味 した。MEPSの 建設 費は不確 定要

素が多いため,既 存技術であ るガス タービ

ンコージェネシステムの建設費 を基準 とし

て用 い,機 器要素 にブ レイクダウンして相

対 的なコス ト比等 につい ての整合が取 れる

よう留意 しつつ,予 測 を行 った。

図8に,MEPS用 ガス ター ビンと標準 ガ

ス ター ビ ンの 建 設 単 価 を示 す 。 図9は

MEPS用 蒸気 ター ビン システ ム の建設 単

価,そ して図10はMEPSの 総 建設 費 であ

る。排 熱利用 タ イプは蒸気 ター ビ ンの台

数 が 多い ため,蒸 気 ター ビン関連 の費用

の割合 が大 き くな ってい る。一 方,減 圧

弁 代替 の シス テム は,ガ ス ター ビ ン排 熱

回収部 分の費用が相対 的 に大 きい。

1一 置葺
幽

灘
障 鰭

遡, 藪

田ガスタービン発電機

翅排熱画収装置

璽燃料圧縮機

自補機装置(ポ ンプ、タンク等)

050iOO150200

建設単価(千 円/kW)

図8MEPS用 ガスター ビンシステム と標準 ガス ター ビンシステムの単価

排熱利用

滅圧弁代替

050iOO150200

建設単価(千 円/kW)

田タービン 排熱利用

田減速機

口発滝機&制 御盤 減圧弁代醤
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葛復水器一式 050100150200

建 設単 価(百 万円)

国ガスタービン 国蒸気タービン
ロ排熱圃収装撮 ■復水器
曝その他機器 旧設置工事
Hエ ンジニアリング費 口管理費

図9MEPS用 蒸気 タービンシステムの単価 図10MEPSの 建設 費
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(3)省 エネル ギー性 と経済性の評価

①MEPSと 比較対象 システム

MEPSの エ ネルギー消 費量,電 力 ・蒸気

の供給 コス トを計算 し,省 エ ネ ルギー性

と経済性 の評価 を行 った。評価 のため に,

MEPSと 比較対象 システムのモ デル的 な電

気熱供 給 シス テム を表6の よ うに設 定 し

た。 各 システム の基 本 的な構成 は,図11

の とお りであ る。

② 評価方法

エ ネルギー消費量の計算では,先 に示

表6評 価用 のモデル的 コー ジェネ システム

導入形態 システ ム 概 要 図

排熱利用

比較対象1

(未対策) 排熱利用な し。
一

比較対象2

(軸流復水ST)

排熱 で蒸 気 を製造 し既存 技術 で あ る軸 流復 水ST

で利用 。0.02MPaま で膨 張 させ る。
11①a

MEPS
排熱 で蒸 気 を製造 しMEPSの 蒸気 ター ビンに使 用 。

蒸気 を0.1Mpaま たは0。02MPaま で利用 。
11①b

1

減圧弁
代替

比較 対象1

(コージェネなし)

コー ジェネ な し。

蒸気 の膨 張 エネ ルギ ーの 回収 な し。
一

比較 対 象2

(GTコ ージェネ)

MEPSと 同規模 の再 生型GTコ ー ジ ェネを設 置。

蒸気 の膨 張 エネル ギ ーの回収 な し。
11②a

MEPS
減圧 弁 の代 わ りにMEPSの 蒸気 タ ービ ン を使用 。

蒸 気 をGT排 ガス で過熱 。

11②b

⊆la軸流復水蒸気タービン画i
排熱i

纏%1

G

麻
②aガ ス ター ビ ン コー ジ ェネ 十 減 圧 弁'
商用電力 空気 燃料i

摩イラ

t燃zzi

蒸気ヘツダ

ST

「
1電 力利用i

①bMEPS

醐 勧 瞳

O.02顛Pa復 水

睡ガ義

0。IMPa蒸 気大 気放出1

またはO.02MPa復7k

〈排熱利用ケース〉

図11MEPS評 価用の電力

、排瀕

随 力利刷 脚P・蒸気稠 、11・ ・MP・蒸矧 用

②bMEPS

紳 麟 蝋 姻 厭 麟

諜 羊
熱交 排熱ボイラ熱交

1{}Pa高 羅蒸気ヘツダ
29

G減 速機ST ヒ

・・MP・{§}al

低圧蒸気ヘツダ

[電稠 剛10.2騨 謙気繍1.◎MP、 繍 爾

く 減 圧 弁 代 替 〉

・熱 供 給 シ ス テ ム
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した モ デ ル 需 要 家 の 電 力 ・熱 需 要,排

熱 ・蒸気 需要 の 日変動 パ ター ンに基づ い

て,こ の需 要 に対 応す るため に必 要 とな

る燃 料(都 市 ガス)と 購 入電 力 の量 を1

年 分積 算 し,そ れぞ れ を熱量 換算(都 市

ガス:46.05MJ/m3,電 力:9,845JIWh)し

た。 また,燃 料 費 と電力費 の他,設 備 償

却 費,メ ンテ ナ ンス費 な どを総 合 して経

済性 を評価 した。経 済性 の指標 と して は,

年 間総 経費 と単純 投 資 回収 年数 を計算 し

た。計 算 方法,計 算 条件 の詳細 は成 果報

告書(2)を 参 照 されたい。

③ 計 算結 果

(a)排 熱利用 ケース(図12)

MEPSは,蒸 気 ター ビ ンを2段 に して

0.02MPaま で膨 張 させ る復水器付 きシステ

ム と,1段 のみで大気放 出 させ るシステム

(復水器 が不要 で建設 費が安い)の2つ を

検討 した。 いず れ も未対 策 シス テム と比

〈省 エ ネ ル ギ ー性 〉

エネルギー消費田 ノ無}
010203040506◎708G

朱対策

軸流復水
ST

MEPS
武気放出)

MEPS
擾水器付)

較 して大 きな省 エ ネル ギ ー効 果 が あ る。

両者 の 比較 で は当然,復 水器 付 きシステ

ムの方 が省 エ ネルギ ー効果 が大 きい。大

気放 出 タイプ は,軸 流復 水 ター ビ ンと比

較 す ると省エ ネルギー性 では劣 る もの の,

年 間経 費 の比較 は 同程 度 であ る。単純 投

資 回収年 数 は大気放 出 タイプが5.9年,復

水 器付 きタイプが4.6年 であ り,復 水 器 の

設置 は,建 設費 が増 加す る ものの省 エ ネ

ル ギー量 が大幅 に増 える こ とで,総 合 的

な経 済性で は有利 になる と予想 される。

(b)減 圧弁代替 ケース(図13)

MEPSは 従来 システム と比較す る と,コ

ー ジ ェネ レー シ ョンに よる総 合効 率 の向

上分 と蒸 気 の減圧 時の エ ネルギ ー回収 と

い う2つ の要 因 で,エ ネ ルギ ー消 費 が少

な くな る。GTコ ー ジェネシステ ム と比較

して も,蒸 気 圧力 差 を有効利 用 した分 だ

け省エ ネルギーになる。

〈経 済 性 〉

賢絹菌 万円ノ篤
010203040506{}708090

未対策

軸流復水
ST

MEPS
鼠気放嶺)

MEPS
復水器付〉

図12省 エネルギー性 と経済性の評価結果(排 熱利用ケ「ス)

〈 省 エ ネ ル ギ ー 性 〉

エネルギー消費9j/年 】

40050060070◎8◎0900

従来システム
+減 圧弁

G↑コジェネ
+減 圧弁

MEPS

〈 経 済 性 〉

費用 運百万円/年】

1、000フ00750800850900

従来システム
+減 圧弁

GTコ ジェネ

+減 圧弁

MEPS

9501,000

ll

1奮

1■

口購入電力 ロ購入燃料 ■設備償却 傳

図13省 エネルギー性 と経済性の評価結果(減 圧弁代替ケース)
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年間経費 の比較 で も,MEPSは,従 来 シ

ス テムな らびにGTコ ー ジェネシステ ム よ

り優iれてい る。減圧弁代替 のMEPSの 単純

投 資回収 年数は7.9年 である。

4.潜 在 市場規模 と省 エネル ギー効果

表1に 示 したMEPSの 導入形態の うち下記

の導入分野 について潜在的市場規模 の推計

を行った。推計結果は表7の とお りである。

さ らに,推 計 され た潜在 市場規 模 に基

づ いてMEPSの 導入 に よる省 エ ネルギー効

果 を算 出 した 。表8に 試算 結 果 を示 す 。

省 エ ネル ギー ポテ ンシ ャルは,排 熱利 用

タイプ と減圧 弁代 替 タイプの合計 で石 油

換 算110万klと な り,こ れ は,「 総 合 エ ネ

ルギ ー調 査 会」省 エ ネル ギー部 会が積 算

した2010年 にお ける産業部 門 の省エ ネル

ギー効果2,050万klの5.4%に 相 当す る。

5.要 素技術の開発成果

MEPSを 実現 させ るためには,い くつか

の革新的な要素技術の開発が必要である。

先の表1に 示 したように,先 導研究の3年

間においては,① 高効率低質蒸気回収 シ

ステムと②高速発電技術の開発を行った。

高効率低質蒸気回収システムとしては,

蒸気 ター ビンの蒸気噴射 ノズルの開発 を

行い,損 失の少ない ノズル形状 を見出 し

て,タ ービン断熱効率77%以 上 を達成で

きる見通 しを得た。

高速発電技術に関 しては,ガ スター ビ

ン直結 式 と しては世界最大容量 となる

200kW級 試験機での検証実験 に成功 し,

MEPSの 仕様である300kW級,効 率95%以

上の発電機の設計手法を確立 した。

要素技術開発成果の詳細は成果報告書(2)

を参照されたい。

表7排 熱利用MEPSの 潜在的導入可能量

システム

構成
用 途

規模別内訳(MEPSのST台 数) 計
ST2台 ST3台 ST4台

排熱利用
タイプ

既存の廃棄物発電所の余剰蒸気利用 30 42 28 100

発電設備のない廃棄物焼却施設の排熱利用 159 74 118 351

各種産業における中高温排ガス利用 170 28 32 230

小 計 359 144 178 681

減圧弁代替
タイプ

蒸気減圧弁の代替 2,350 一 一
2,340

合 計 2,709 144 178 3,021

表8MEPSの 省 エネルギーポテ ンシャル

単位
排熱利用タイプ 減圧弁代替

タイプST2台 ST3台 ST4台 計

潜在導入可能量 台 359 144 178 681 2,340

省エネルギー量
1シ ステム当 たり kl/年 570 907 1,246

一 232

全ポ テンシ ャル 万kl/年 20.5 13」 22.2 55.7 54.3
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成集=有 罵性 ・案規姓検証 →
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第 肇世代MEps

波及効累:

20θ42007

高速登電機 小型蒸気タービン

'エ ネ

20fO20122θ2◎

1万ki碗S2万k【 一車く20万kl

図14先 導研究の位置づけと実用化の展望

6.ま とめ(実 用化 への展望)

以上 の とお り,MEPSは 省 エネルギー性

が高 く,コ ス ト試算 において も投資 回収年

数が10年 以下 と予測 された。特 に,廃 棄物

焼却施設での排熱利用ケースではその メリ

ッ トが顕著 であ り,省 エ ネルギー効果 も大

きい と予測 されることか ら,自 治体の協力

によって開発後の速やかな導入が可能 と考

えられる。 また,中 小規模工場等への導入

の際 にはESCO制 度 な どを利用 し普及 を促

進する ことを検討中である。 さらに速やか

な導入 を目指す ため には,経 済性の一層 の

向上に向けてコス ト削減 の観点か らの研究

開発努力が必要 と思 われ る。

要素 技術 の波 及効 果 の観 点 か らは,高

速 発電 機 は先導研 究 で実用 化 に近 い成果

が得 られ た こ とか ら,開 発 メー カ独 自で

実 証,事 業 化 の検 討 を行 う計 画 で あ る。

小 型蒸 気 ター ビ ンについ ては動翼 の 開発

を含 む実用化研究が必 要であ るこ とか ら,

この部分 を切 り出 して3年 間の実 用化研

究 プ ロジ ェク トと して提 案 し,後 に実証

試験,事 業化 を検討す る計画 である。

MEPSと しての開発 に関 して は,こ れ ら

各要 素機器 の 開発 の後,そ れ らを統 合 し

熱電可 変型 ガス ター ビ ンと組 み合 わせ た

MEPSト ー タル シス テムの実証 レベルの開

発 を行 うこ とを検 討 してお り,市 場導 入

は2009年 頃が 目標 となる。

平成11年 度施行 の改正省 エ ネ法 に よ り,

新 たに第2種 エ ネルギー管理指定工場(年

間電力使用量600万 ～1,200万kWh)に も省

エ ネルギー努力が義務 づけ られるようにな

り,中 小規模 の工場での省 エネの取 り組み

が重要な課題 になっている。本技術 はそ う

した社会 的ニーズ に応 える ものであ り,産

業分 野の省エ ネルギーに貢献で きる日が一

日も早 く訪れ ることを期待 したい。
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[調査研究報告】

「高効率廃棄物ガス変換発電技術開発」の

成果と展望
　

浅 見 直 人 鴎 鷲 編 謙 晦門役)

　　

阿 閉 聡(元 ㈲エネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部 主任研究員)

※

/

、

色,

瀞

※※

夢

d獣 』

ま えが き

(独)新 エ ネルギー ・産業技術 総合開発機

構(NEDO)に よって,一 般廃棄物(一 廃)

を対象 として推 進 されて きた 「高効率廃棄

物発電技術開発」 プロジェク トは,1991年

度 か ら開始 され,2003年 度 を もって,一 連

の関連す る技術 開発 を完了 し,国 と しての

廃棄物発電 の高効率化に向けた技術 開発 を

終了 した。

弊 所 はそ の初期 の段 階か ら,廃 棄物発

電 に関す る 「最適 トー タル シス テム研究」

等(1992～1999年 度),「 廃 棄物 ガス化 溶

融発 電技術 開発」(1998～2000年 度),さ

らに 「高 効率 廃棄物 ガス変換 発電 技術 開

発」(2001～2003年 度)を 一貫 して受託 し

て実施 して きた。

本稿では,2004年3月 末で完了 した 「高

効率廃棄物 ガス変換発電技術 開発」 の概要

と成果 について報告 し,今 後の廃棄物発電

を巡 る課題 について述べてお きたい。

なお,本 プロジェク トでは,「 ガス変換」

との言 葉 を用 いて い るが,専 門用語 で は

「ガス化 ・改 質」 を用 いてお り,同 意語 で

あ るこ とを最初 に注記 してお く。

1.高 効率廃棄物発電技術開発の背景

当面 経 済 を支 え るエ ネル ギ ー供給 は,

化 石燃 料 に負 う所 大で あ るが,1997年12

月京都 で 開催 され た,気 候 変動 枠組 条約

第3回 締約 国会議(COP3)の 国別 の合

意 目標 達成 の ため には,2012年 度 まで の

10年 間 とい う短 い期 間に,原 子 力 の導入

促 進,省 エ ネル ギー技術,お よび新 エ ネ

ルギー技術 の開発 ・普及が急務 である。

こう した認識 の下,新 エネルギー技術 の

1つ で あ る廃棄 物発 電 の導 入促 進 は,未

利 用 エ ネ ルギ ー の有効 利 用 の 観点 か ら,

温 室効果 ガスの主 要成分 で あ る二 酸化 炭

素(CO2)の 排 出量 の削減 に寄 与 す る も

の として期待 されている。

1998年6月 の 「総 合エ ネルギー調査 会」

需給部会報告 を受 けて,同 年9月 の温暖化

防止対策関係 閣僚 会議で示 された 「長期エ

ネルギー需給見通 し」 は,そ の後 「総合資

源エ ネルギー調査 会」 に よ り見直 しされ,

同調査会 の 「新 エ ネルギー部 会」 によ り,

2001年6月 に提出 された部会報告書 で,新

※※ 平成13年7月 ～平成16年7月 まで(財)エ ネルギー総合工学研究所 に出向。現在,北 陸電力株式 会社 火力

部火力調査研究チー ムに勤務。
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肇.高濫高効率燃焼炉の開発

2.耐腐食性過熱器材料の開発

3,パイqッ トプラントによる実証試験

4。湊棄物ガス化溶融発電技徳の開発

§,廃棄物ガス変換発電技術の闘発
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図1「 高効率廃棄物発電技術開発」プロジェク トの取組みとスケジュール

エネルギー全体 の2010年 における導入 目標

が示 された。その内,廃 棄物発電 の供給見

通 しとして は,2010年 度 で417万kW(原 油

換 算552万kl)の 目標 が掲 げ られ,新 エ ネ

ルギーの中では最 も安定的な電力供給源 と

して大いに期待 されている。

わが 国 の廃 棄物 処理 の近代 的 シス テ ム

構 築 は1954年 の清掃 法 か ら始 ま り,1963

年厚 生省 の環境 整備 計 画で,焼 却 処理 が

導 入 され,1970年 に 「廃棄物 の処 理 お よ

び清掃 に関す る法律(廃 棄物処理法)」 で,

一廃 の処理 は市町村
,産 業廃 棄物(産 廃)

は事 業者 責任 で それぞ れ処理 責任 が 明確

化 され た。高 度経 済成 長期 に は廃 棄物量

は急 増 し,廃 棄 物処 理施 設数 も全 国で 一

時 的 に は1900を 超 え る施 設が 建 設 され,

現 在広 域 化 が進 み,漸 減 しつ つ あ るが,

そ れで も1680施 設(平 成13年 度末)が あ

り,そ の内廃棄 物発 電 を行 ってい るの は

250施 設(平 成14年 度末)に す ぎない。比

較 的大 きな施設 で は発 電設 備 を備 えてお

り,物 量 的 には約45%が 廃 棄物発 電 にそ

のエ ネル ギーが利 用 され てい るが,残 り

の小 規模 施設 は殆 どエ ネルギー 回収が さ

れない単 純焼 却処 理 となってい る。小 規

模処 理施 設 向け の高効率 発電技 術 の 開発

が必要 な所以であ る。

帳 一藤.一 輔 幽_姫 痴 。燈
●水蒸気+醸 素吹込みO篇 混および還元雰囲気 ●醸素吹込みおよび部分 ●ガスエンジン艶電に
㊨elaE一了Eafrln3以下〉 によるガス改賃 燃焼による僻ガス鑑減 よリ小規損でも高効準

:thlMc)尭 篭可能

(10Qt,id規横で約2596>

図2高 効率廃棄物ガス変換発電炉システム

構成の概念

図1に 「高効 率 廃 棄物 発 電技 術 開発 」

・ プ ロジェ ク トの取組 み と技 術 開発 ス ケ ジ

ュール を示す 。図 中第5項 が ,本 稿 の主

題 であ る 「高効 率廃 棄物 ガス変 換発 電技

術 開発」(2001～2003年 度)で あ る。図2

に高効 率廃 棄物 ガス変換発 電 シス テ ム概

念図(流 動床 炉の場合)を 示す。

2.高 効率廃棄物ガス変換発電技術の

開発計画 と開発 目標

(1)研 究開発 の 目的

わが国で排 出され る一般廃棄物 は年間約

5,000万t,産 業廃棄物 は約4億tで あ り,

これ らの最終処分場の不足 は深刻 な社会 問

題 となっている。廃棄物 のエ ネルギー転換

一88-一
季報 エ ネルギー総合工学



利用は,処 分場不足対策,循 環型社会構 築

のいずれの観点か らも喫緊 の課題 である。

一般廃 棄物 につ い ては
,約8割 が焼 却

処分 されて い る。 この うち,中 大 型処理

施 設(処 理 量200t/日 以上)で は,発 電

を行 っているが,効 率が低い(20%以 下)。

また,小 規模処 理施 設 で は,現 状 の技術

で は経 済性 の確保が成立 しない こ とか ら,

殆 ど発 電 が 行 わ れ てい な い。 この ため,

発電 能力 は,2010年 度 導入 目標417万kW

に対 し,146万kW(平 成14年 度 末実 績,

含 む産廃発 電)に 止 まってい る。 さ らに,

廃棄 物 の燃焼 に伴 うダイ オキ シ ンの発生

の抑制 も大 きな課題 となっている。

中大型 処理施 設 には,2000年 度 まで実

施 した高効 率発 電技 術 開発 に よ り,発 電

効率 の向上(20→30%),ダ イオキシ ンの

発生 を抑 制す る技 術 が確立 し,20%を 超

える効 率 を持 っ た発 電技術 の商業化 が既

に開始 され てい る。 今後 は,小 規模 処理

施設 向 けの発 電 システ ムお よび更 な る ダ

イオキ シ ン低減 対策技 術 の確立 が 緊急 の

課題であ る。

本技術開発では,環 境 に配慮 した小規

模廃棄物処理施設向けの高効率発電シス

テムを確立 し,廃 棄物発電導入 目標の達

成に資することを目的としている。

(2)開 発目標 と計画概要

本研究開発の最終年度,す なわち2003

年度末において,表1に 対応する技術の

達成 を目標 とする。本 「高効率廃棄物 ガ

ス変換発電技術 開発」は,廃 棄物の持つ

エ ネルギーを可能な限 り多量の可燃性 ガ

ス として回収するため に,廃 棄物 ガス変

換発電プロセスを各プロセス毎に最適化

するとともに,プ ロセス途中のガスの持

つ顕熱 ・廃熱 を回収 し,有 効 に利用する

ことにより,プ ロセス全体 として最適化

を図 り,冷 ガス効率を最大化 し,さ らに,

低発熱量の生成ガスのガスエ ンジンでの

燃焼効率 を安定的に最高値 にすることに

よ り,高 い送電端効率を得 ようとする技

術開発 である。従って,ガ ス変換 システ

ムの各プロセス毎の高効率化 に関す る技

術開発課題は表2に 示す如 くである。

表1研 究開発 目標

一般 廃棄 物(発 熱量2100kcal/kg)を 対 象 と した処 理施 設(プ ラ ン ト規Pt
.loot/日)

に併設 す る発電 所 におい て,下 記 に相 当す る技術 を開発す る。

① 冷ガス効率:80%以 上,実 効冷ガス効率:68%以 上

② 発電端効率:2596以 上,送 電端効率:1496以 上

③ 排煙中のダイオキシン濃度:o.olng-TEQ/m3N以 下

表2技 術開発課題

(a)ガ ス変 換 システム(高 効 率化 の ための技術 開発)

i)熱 分解プロセスの最適化技術開発

の ガス改質 ・溶融プロセスの最適化技術開発
iii)改質ガスの顕熱回収技術および回収エネルギーの利用技術の開発

(b)高 効率ガ スエンジン発 電技術(低 発熱量 ガス用エ ンジンの開発)

(c)最 適化調査研 究 と適用性調査

第27巻 第3号(2004)
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(3)技 術 開発 要素 と内容

図3に 本 提案 の技術 開発 に係 わ る,廃

棄物 ガス変 換発 電技術 開発 の概 要説 明 図

を示 す。 一般化 した廃 棄物 ガス変換 プロ

セ ス は,図3の プ ロセ ス フロー に示 す如

く,A:貯 留,B:前 処 理,C:熱 分 解,

D:ガ ス改 質 ・溶融,E:顕 熱 回収,F:

ガス精 製,G:発 電,お よびH:排 ガス処

理 の各 プロセスか らなっている。

ここで,高 効 率発 電 を目指 した新 た な

要 素技術 開発 課題 は,① ガス化効 率 向上

お よび顕 熱 回収 ・利 用 の ため の技 術 開発

と,② 高効率 ガスエ ンジ ン発 電技 術 の開

発 に分 類 され る。前者 は,廃 棄物 の持 つ

エ ネルギ ー を効率 的 に生成 ガスの持 つエ

ネル ギー に変換 す る技術 であ る。 ガス変

換技術 に係 わる性 能向上 の1つ の指 針 は,

下 記 に定義 す る 「実効 冷 ガス効 率」 を最

大 にす る ことであ り,こ れが発 電量 を最

大 にす るこ とになる。 これには,C:熱 分

解 プ ロセ ス,お よびD:溶 融 ・ガ ス改 質

プロセ ス にお け る,酸 素(空 気)比,水

蒸気 比,炉 の温 度条 件等 の最適 条件 化が

必要 になる とともに,E:顕 熱 回収 プロセ

ス にお ける顕熱 の 回収条件 と方法,並 び

にその利用技術の最適化が必要 である。

また,も う1つ の指針 は,所 内電力量 を

最小 に し,送 電量 を最大 にす ること,即 ち

「送電端効率」 の向上技術 である。 これ に

は,所 内動力お よび消費酸素量等 の削減 の

ためのプロセス最適化が必要である。

一方
,後 者の ガスエ ンジ ン発 電技術 は,

約10,000kcal/Nm3の 高発 熱量 を持つ天然 ガ

ス等 で は ガスエ ンジ ン発 電 の実績 は あ る

が,廃 棄物 ガス変換生 成 ガスは,1,200～

2,400kcal/Nm3程 度 の低発 熱量で あ り,し

か も燃 焼速度 の速 いH2ガ ス と遅 いCOガ ス

の混合 可燃 性 ガス に,N2お よびCO2の 不

燃性 ガス成分 を多 く含 んでお り,さ らに,

廃 棄物 の変動 に伴 って ガス成分 と熱量 は

あ る程 度 の時 間変 動 が予測 され る。 この

ような低 発 熱量 の廃棄 物 ガス変換 生成 ガ

ス を用 い て,高 効 率 で安定 的 に運転 して

い る商 用 プ ラ ン トの実 績 は な く,上 述 の

特 性 を持つ 廃棄物 ガス変換 ガス用 に高効

率 で,し か も所 定 の ガス変動 に対 して安

定 制御 可能 なガスエ ンジ ン発電 システ ム

の開発 が必 要であ る。

なお,一 般 にガス化 プラ ン トの重 要指標

とされる冷 ガス効 率は,ガ ス化炉投 入熱量

(ごみ発熱量)に 対 す るガス化炉 後流の ガ

ス精製装置 出ロガス(生 成 ガス)の 有す る

巨璽 董]騰 腿 灘 ・鮒 解罵 巨 ガス改質・溶融咽 照 襯 収xeF:ガ ス精製工程[i璽 璽 コ 踵 防ス燧 工郵

ガスエ ンジ ン
発電機,..

図3廃 棄物ガス変換発電技術開発のプロセスフロー図
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発熱量との比で表 されるが,廃 棄物ガス変

換技術では,熱 分解加熱用等に同生成ガス

の一部を用いるため,そ の分を差 し引いて

発電に利用可能な正味の生成ガス量の有す

る発熱量の比(「実効冷ガス効率」 と称す)

を用いるほうが実態に即 している。

廃棄物ガス変換発電の発電端効率 は,

実効冷 ガス効率 と,ガ スエ ンジン発電効

率の単純積で表 されるので,両 技術 を並

行 して最適化の技術開発 をす ることが,

廃棄物 ガス変換発電 システムの高効率化

にとって重要である。

3.要 素技術 開発 の成 果

(1)ガ ス変換 システム

① 熱分解プロセスの最適化技術開発(三

菱重工業)

熱分解 プロセスの最適化 を図 るため,

熱分解炉 に供給するガス化剤水蒸気供給

量の適正化 を行い,さ らに実証試験装置

(15t/日)に よ り,ガ ス変換 システムの

実証を行 うとともに制御 による安定運転

等各種運転指針 を得ること,ま たバグフ

ィル タにおけるダイオキシン除去性能の

把握 を行 うことを目的とした。

ベ ンチスケールの流動層 による熱分解

基礎特性試験 を実施 し,そ の成果 をベー

スに,実 証装置 を設計 ・製作 し,RDF

(ごみ固形燃料)お よび実ごみを試料 とし

て実証試験 を実施 した。

図4に ガス変換実証試」験設備(15t/日)

フローを示す。実証試験設備 は,試 料 を

ガス化する流動床 ガス化炉(ガ ス化剤 と

して酸素+水 蒸気 を供給),熱 分解 ガスを

分離す るガス分岐管,灰 を溶融する旋回

室 と熱分解ガス を改質 ・低分子化する二

次改質部を有する旋回溶融改質炉,改 質

ガスを完全燃焼する改質ガス燃焼炉,さ

らに排 ガス処理系 として燃焼排ガスを冷

却する減温塔1(ガ ス冷却塔)お よび減

温塔2(反 応蒸発塔),除 じん ・酸性 ガス

を処理する反応集 じん装置,煙 突等で構

成 される。開発の成果は表3に まとめた。

_鼠 麟

・騨墜・謎 …
翫灘1

E==コ:H13,H14新 設 部

[==]:Hl5新 設部

図4ガ ス変換実証試験設備のフロー図
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表3三 菱重工業の成果まとめ

●蒸気装置発生,水 蒸気加熱炉等の新規導入設備を含めて,従 来技術であるガス化溶融炉実証試験炉 とほぼ同

様の操作で良好な運転調整が可能であることを確認 した。

●RDF、 実 ごみともに,流 動層 ガス化炉砂層温度は600～640℃ の範囲で安定 しており、鉄 やアル ミニ ウムなど

の不燃物 を安定 して炉底か ら回収することができた。

●実ごみ を試料 とした場合、ごみ供給量変動に対応 して旋回室に供給する酸素流量 をフィー ドバ ック制御する

ことがガス組成変動の緩和およびダイオキシン濃度低減 に有効であることを示唆する結果 を得た。また,反

応集塵装置によりダイオキシン濃度が約1/1,000以 下 に低減 できる結果 を得 た。さらに,ス ラグの重金属含有

量,重 金属溶出量およびダイオキシン濃度は,基 準 を十分に満た していた。

●実機 を想定 した場合,LHVが1,700～1,800kcal/m3N程 度の改質 ガスが得 られる見込 みが得 られた。

②ガス改質 ・溶融プロセスの最適化技術

開発(日 本碍子)

本技術開発ではガス変換炉の溶融 ・改質

工程の操炉条件と各熱分解生成物の投入位

置等 を最適化 し,冷 ガス効率の向上,酸 素

消費量の削減などを達成できる高効率のガ

ス変換炉を開発することを目的とした。

ガス変換炉小型試験装置 を用いた基礎

試験結果をベースに,熱 分解炉,ガ ス変

換炉および付帯装置か ら成 る実証試験設

備(約4t/日)の 設計,製 作 を行 った。

なお,ガ ス変換炉 は,熱 分解残渣 を酸素

と反応 させ る溶融部 と比較的低温で熱分

解 ガス を ガス改 質 させ る改質部 か ら構成

され る高効率型 とした。

図5にNGKガ ス変換 溶融 シス テム実証

試験装 置(約4t/日)フ ロー を示す。

試験 試料 は,ホ ッパか らス クリュ ウ フ

ィー ダに よ り熱分解 炉 に投 入 され,LPG

また は生成 ガス を熱源 と して550℃ に保持

され た外 熱 加熱式 ロー タ リーキル ンによ

って熱 分解 ガスな らび に灰 分 と固定 炭素

を主成分 とす る熱分 解残 さに分解 され る。

熱分解 残 さは,残 さ排 出 コンベ アで 冷却

後 排 出 され,粉 砕 機 に よ り平均粒 径数 十

μmの チ ャー に粉 砕 され る。 ガス変換 溶

試験試料 チヤー

鑓 精製ガス

血ZZ※
勉

誘丑臓 丞封撞

飛灰 オーバー=フロー水

髭

図5NGKガ ス変換溶融システム実証試験設備のフロー図
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表4日 本碍子の成果 まとめ

●実証試験装置の冷ガス効率59%、 カーボンガス化率99%を 達成し,酸 素消費量についても改造前に比べ約

10%削 減できた。これにより実規模(100t/日)に おける冷ガス効率80%以 上を達成するための、実証試

験機の性能値57%を クリアすることができた。

●ガス変換プロセスにおけるダイオキシン等の有害物質挙動についても調査 し,ガ ス変換炉出口でのダイオ

キシンが低濃度(0,03ng-TEQ以 下)で あること,飛 灰やスラグ中にダイオキンシンがほとんど含まれない

ことを実験により確認 した。

●基礎試験結果を反映 した実証試験設備 を設置 し,安 定したガス変換溶融運転を行うことができた。

融炉 は溶融部 と改質部で構成 され,溶 融

部ではチャーと酸素の部分燃焼によ り約

1,400℃ の温度で可燃分をガス化するとと

もに灰分 を溶融スラグ化す る。改質部で

は,熱 分解ガス と酸素の部分燃焼熱 と溶

融 部 か らの生 成 ガス 顕 熱 に よっ て約

1200℃ の温度を保持 し,H2お よび一酸化

炭素(CO)を 主成分 とした改質ガスに変

換する。また,未 反応 カーボンの生成を

抑制す るため水蒸気 を供給する。開発 の

成果は表4に まとめた。

③ 改質ガスの顕熱回収技術および回収エ

ネルギーの利用技術開発(東 芝)

本技術開発では,改 質 ガスの顕熱 を回

収 し,高 温空気(ま たは酸素)に よるガ

ス改質プロセス高効率化 を図 ることを目

的 とした。顕熱 回収 ・利用技術 に関する

システム要素図を図6に 示す。

本技術開発に於いては,高 温空気予熱器

の材料選定のため材料曝露試験をまず行っ

た。また,高 温空気予熱器自身の基本性能

検証のため試験装置を試作 し,既 存の熱分

解ガス化改質実証設備 と組み合わせて実ご

みによる処理運転の検証試験を行 った。さ

らに,顕 熱回収技術を導入 したガス改質プ

ロセス基本特性検証のため前述の設備に於

熱分解 ガス

(500℃)

熱分解

ガスバ ーナー

ナ ミ

予熱燃焼空気i

(600℃)

ガス

改質器

高温

予熱器

Q膿 劉
⊆;;ヨ
改質ガス

冷却承イラ

改質ガス 改質ガス

(1000℃)(550℃)

改質ガス

(2◎0℃)

図6顕 熱回収 ・利用技術 システムの要素図
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図7試 験装置の概観

警

いて実証規模での顕熱回収,ご み処理実証

試験 を実施 した。図7に ガス化改質実証設

備 に組込んだ試験装置の概観を示す。また,

開発の成果は表5に まとめた。
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表5東 芝の成果まとめ

●模擬 ガスによる一次試験 によって選 定されたオーステナイ ト系 ステ ンレス耐熱鋼3鋼 種(SUS310S,NAR-AH-4,

NAR-305B)に 対 して,実 機環境 における長時間曝露試験 を実施 した(高 温空気予熱器用材料評価試験)。

その結果 、いずれも軽微 な高温腐 食が生 じたものの,実 用上問題 のないレベル であった。3鋼 種 中ではクロム

お よびニ ッケル含有量が最 も高いSUS310Sの 耐食性 が優 れていた。

●高温空気予熱器 を用 いた実証試験 を実施 した(高 温空気によるガス改質実証試験)。 ガス改質プロセスは従来

通 り空気 による。試験の結果,改 質用空気予熱温度約400℃ で,シ ステムの冷ガス効率が約5ポ イン ト向上 でき

ることが分 かった。また,予 熱 の有無によるダイオキシン生成の性能 に差異は認 められないことも検 証できた。

●予熱空気 による実証試験デー タよ り,実 機 での設計値 である600℃ の加熱空気 を利用 した際には改質器単体 で

約6～12ポ イン トのガス化率の改善 が見込 まれることが検証 された。 また,試 験結果か ら空気予熱温度 とシス

テム冷 ガス効率の関係 を明 らかに した。

(2)高 効率ガスエ ンジン発電技術(低 発

熱 量ガス用 エ ンジンの開発)(住 友金属

工 業)

本技術 開発は,廃 棄物 ガス変換施設で生

成 され た,比 較 的低発 熱量の精製 ガス を,

安定 的に高効率 で発電する技術 を開発 する

ことを目的 とする。廃棄物 ガス変換施設 の

生成 ガスは,ガ スエ ンジ ン,ガ ス ター ビン,

燃料 電池等 に利用 で きるが,こ の 中で も,

既存技術 として常用 されているBTG(ボ イ

ラ+蒸 気 ター ビン)に 替わ る新技術 と して,

高効 率 ガスエ ンジ ン発 電技術 を開発す る。

ガスエ ンジンは,既 存の技術 を活用で きる

ため,短 期 間で実用化で きる。 さらに,ガ

スエ ンジン排 ガスを前処理工程の乾燥用熱

源 として利用 で き,発 電用 のガス量 が増加

し発電効率 を向上で きる,と いう特徴 を持

.点 火 プ ラグ(
0。05-O.IJ)

予燃焼室
容積12%

※強い着火力:5000借 以上

パ イ ロッ ト油

パイロツトガス

希薄ガス燃焼

(500・ ・600J)

予熱 燃 焼室

容 積=6%

火花点火方式希薄燃焼 予燃焼 室パイロ ツ ト油着火型

く従来型)希 薄燃焼 ガスエンジン

(本技 術開発)

図8パ イロッ ト油着火型ガスエンジン概念図

っている。

ガスエンジンとして,変 換ガスの よう

なCO,H2を 主成分とする低発熱量ガスを

恒常的に発電効率36%以 上の高効率が可

能な方式 として,着 火エネルギーが従来

の火花点火方式に比べ,5,000倍 以上ある,

予燃焼室パイロット油着火型希薄燃焼 ガ

スエ ンジンを選定 し,廃 棄物ガス変換ガ

ス用 に改良開発 を行った。図8に 予燃焼

室付 きパイロッ ト油着火型 ガスエンジン

概念図 を,従 来型火花点火方式 と比較 し

て示す。

単気筒試験機 を用いた基礎試験 と,ガ

スエ ンジン実証試験機 を用いた模擬 ガス

試験,お よびガス化溶融施設の生成ガス

を用いた実ガス実証試験 の3段 階 を経て

実施 した。

藻無 壱'・・

量}軍

「

1　

〆

媛

図9ガ スエンジン試作機概観
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表6住 友金属工業の成果まとめ

●廃 棄物 ガス変 換生 成 ガ スの標 準的 組成 を模擬 して、発 熱 量7.5MJ/m3N(1800kcal/m3N)の ガス を鉄鋼 プラ ン ト

電 気 炉 ガス(疑 似 ガス)か ら作成 し,実 証試 験 を実 施 した。燃 料 ガス 噴射 時期,パ イロ ッ ト油 量及 び投 与 時期

の調 整 ・最適 化 に よ り,ガ スエ ンジ ンの単体 発 電効 率37.30/。を得 、 目標値 を ク リア した。 これ は650kW規 模

(6気 筒)の 値 で あ り、2000kW規 模 で は38%に 相 当 す る。

●発 熱量5.0～10.OMJ/m3N(1,200～2,400kcal/m3N)の 模 擬 ガス を用 い た場合,5.9MJ/m3N(1400kcal/m3N)以

上の 発熱 量 を保 有 して お れば、7.5MJ/m3N(1,800kcal/m3N)と 同 じ設 計仕 様 で定 格発 電650kWeが 可能 であ る。

また,5.OMJ/m3N(1200kcal/m3N)の 場 合 は,燃 料 ガス通 過部 分 の容 量適 正化 を行 えば,定 格 発 電650kWeが 可

能 と予測 で き、生成 ガス発 熱量5.0～10.OMJ/m3Nの 範囲 で 、 ガス エ ンジ ン単 体発 電 効率36%以 上の 達成 を検 証 し

た。

●実 際 に シャ フ ト炉 型 ガス化 溶 融炉 を稼 働 させ,発 生 した生成 ガ スで 合計 運転 時間 は150時 間 の試 験 を行 っ た。

処 理対 象 の廃 棄物 は,可 燃性 一般 廃 棄物 の他,ASR,廃 プラ スチ ック等の 産業 廃 棄物 につ い て も実施 した。

いず れの 場合 もガ ス流 量,ガ ス熱 量 の変 動 に対 して も,安 定 して発 電 で きる こ とが確認 で きた。

●排 出物 の性 状 につ い て。排 ガス中 の ダ イオ キ シン類 の測 定値 は,開 発 目標 であ る排 出規 制値 の10分 の1で ある

0.01ng-TEQ/m3以 下,COに つ い て は,酸 化触 媒試 験 を行 い,排 ガ ス中 のCO濃 度 が10ppm以 下 と なる こ とを確認

した 。NOxに つ いて は,発 電 電 力650kWe(1000/.負 荷)で,脱 硝 処理 を行 うこ とな く45～68ppmと 非 常 に低 い こ

と を確 認 した。

基礎試 験 に よって得 られた結果 を基 に,

実証試験 機(6気 筒650kWe新 潟原動 機

製)を 製作 し,既 設 のガス変換 実 証施 設

(20t/日)脇 に設置 した。図9に ガスエ ン

ジ ン試作機 を示す。 また,開 発成果 を表6

に示す。

4.技 術開発 成果 に基づ く実用炉の

システム最適化FSの 結果

(1)各 社 の個別 システムの最適 卜一タル

システムのFS結 果

各社のガス変換システムについて,本

技術 開発の成果 を適用 し個別のFSを 実施

表7本 技術開発成果を各社個別のガス変換システムに適用 した場合の開発効果まとめ

(現状技術 との比較表:一 般 ごみ、10et/d規 模のケースで比較)

プ自セス妻素技術開発1三 菱賃工業(流 動床型) 臼本碍挙(キ ル ン型) 菓慈(キ ルン型) 佐友金属工業(シ ャフト型)
1.熱分解プロセス叢適化

2,改 質・溶融プqセ ス最適化

3.ガ ス鑛熱闘収・利用

4GE澆 熱璽収剃 駕

5.高 効率ガスエンジン

1⑨高温酸棄+水 蒸気吹込みに

よるガス化反恋健進

○茎.の熱分解生成物の改質と
水棄霧化DX紛 解促進

}

…u【～ 榊噸岬… … 　 門

例1　

主体開発技術i ,

一 瀾醐 塑 紅」

…

◎熱分解生成物の高効率改質
・溶融条群の最適化

}

一

一

03.の 予熱した高温窒気/酸
素を吹込み、効果を確認

○ 同激

◎顕熱墜収による空気/酸嚢
予熱を行い、1,2の効率を向上
…

　

}

一

}

○§.からの熱圃収条件確認

◎高負荷で高効率、安定制御
運転技術の確立

此較対象

比較項臼 ＼

現在技術
1技 術開発前

新規技術
技街開発後

現往技術
技術開発前

萩規技術
披術開発後

現在技術
技徳競発前

瓢規技徳
技術淵発後

現在披術
技術醐発前

斬規技術
技術開発後

iスト功 蝉+ST

参考:{ガス化溶融}

GEと の差

GE+§丁との差

Noe鷲 方i式

(導入技術)

藻 自社現状技街

熱回収利用なし

差 自社現状技術
ガス焚きぎイラ÷ST

差

冷ガス効率 ㈱ 一 75.8 ア6 82.8+6.8 72.8 80,7÷7.9 66.5 75.ア+9.2

実効冷ガス効率(幻 一 75.8 52 67.4刊5,4 59.4 6獄5刊0、 璽 66.5 75.7+9.2

G醗 電効率(鰯 … 36 36 3ア+玉.6133 363 (30} 3乳7+7.ア

発電端効率 〔髪} {准8,7}16.1 27.3州.2

3雀.4÷15,3

18.7
ヒ25

、2÷6.5i総6
ヨ

25、0÷5、4 重辱,8 28.G+総,2

送電端効率 ㈱ (&§}o

l
15.7÷ 葡,ア

19.8手19,8

2.8 la3+1a5h茎.6 16.6÷5.G 言.5 笠4.8+13,3

売躍原極{円/脚i一
ヨ

§.ア

6.ア

7.96 1董.6 &9遭.ア 19.7 8、6-ll、 実

ごみ処理単価{千 円/k糠}120.4}

!

閉6、9-3、5

達6、8-3,6

…5.7 1乳9 14.7-3.2 21.き 茎8、3-3,2

蓮設単価(千 万円/セ/d};5。2

1伽}

4、4絶.8

4.7-G.5

4.2 48 49÷o.塞

乱

46 4§ 織 望

ダ イオキシン類{薩g-TE襲/鮭 揃3}〈0.1 く0.0葉 く0.01 <0、el同 レペ 路 〈0.Ol 〈0.01同 シペ1レ 〈§、oI 〈o、o董岡 シκ島

隷 富化度(講,/c砒;i-一 37/26同 、4 38〆41畿α93 誓8/28瓢0,64 29/36識 α81
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図13廃 棄物 ガス変換(ガ ス化 ・改質)技 術の多岐にわたる利用の可能性

(4)廃 棄物熱利用の促進

これまでの廃棄物処理場は,多 くの場

合,市 街地か ら人口の少ない遠隔地にあ

る関係 もあ り,熱 利用が難 しい立地条件

にあ り,廃 棄物熱利用が十分進んでいな

い状況である。有害物質排出対策や,悪

臭対策が技術的に進んだ現状で,一 般市

民の理解 の変革を求めつつ,廃 棄物熱利

用の促進を図ることが,未 利用エ ネルギ

ー活用の観点か ら重要である
。また,関

連 して,廃 棄物発電の電力,熱 を利用 し

てその地域に有効な新たな副産物 を創造

する努力 も期待 したいところである。

残念なが ら紙面の関係で,こ れらについ

て述べ ることがで きなかったが,別 の機

会に紹介で きたら幸いである。

最後に,本 プロジェク トを支援 して下

さった資源エネルギー庁並 びにNEDOの

関係各位 に深謝するとともに,技 術評価

委員会(平 岡正勝委員長)お よび導入調

査委員会(長 田純夫委員長)の 長年にわ

たるご指導 に感謝いた します。 また,鋭

意技術開発 を推進 された三菱重工業,日

本碍子,東 芝,お よび住友金属工業の関

係の方々並びに,シ ステム解析 プログラ

ム開発に協力頂いた川崎重工業の関係者

に敬意を表 しつつ筆 を置きます。

あ とがき

これまで,高 効率廃棄物 ガス変換発電

技術開発の成果 と展望 について述べてき

たが,こ のガス変換プロセスの利用法は

様 々に考えられる。処理対象 となる廃棄

物や,生 成ガスの利用法 における多様性

がある。それぞれの技術 開発課題や,経

済性 については対象 によって異 なるが,

その選択 によっては新規事業 として魅力

的なケースがあると考 える。 ここでは,

参考文献

(1)NEDO高 効率廃棄 物発電技術 開発 平成6年 度

～平成ll年 度 報告書
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〔調査研究報告〕

高 レベル放射性廃棄物の地層処分
不確実性と信頼性に関する考察

蛭 沢 重
盈

信(働 エネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部部長)
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1.は じ め に

高 レベ ル放射性廃棄物 の最終的な取 り扱

いについては,地 中深 く人間の生活環境か

ら隔離す ることに よる地層処分 の概念が提

唱 されてか ら50年 近 くが経 とうとしている。

その間に多 くの国において,ま た国際共同

研究 によ り安全 な処分の実現 を目指 した研

究 開発が着実に進 め られて きた。そのよう

な結果,1990年 頃に専門家の間では,安 全

な処分の実現 のための技術 お よび長期 にわ

たる安全性 を評価す る技術 の双 方が得 られ

たとのコンセンサスが得 られている(1)。

そ こで,こ のように達成 されて きた研 究

開発の成果を よりどころに,一 部 の国で は

処分実現化の計画がみ られ,処 分サ イ トが

決定 された国 もある。一方で,具 体的 なサ

イ ト問題 に直面す る段階 などで反対運動 に

あい,ス ムーズに処分計画が進展 してい な

い国 もある。

困難 な立地 の経験 などを契機 に1980年 代

半 ばか ら2000年 頃にかけて,複 数の国で地

層処分の進 め方 な どに関する再検討が行わ

れ た。その結果,処 分事業の関係者 の間で

は,処 分事業 を段 階的に進め,各 段 階の節

目 にお い て関係者 が対 話 を繰 り返 しなが

ら,科 学的に も,社 会的 にも処分事業 に対

す る信頼 を高めてい く方法が コンセ ンサス

として認め られるようになった。

ここでは,不 確実性 を含み,か つ事業が

長期 にわたる高 レベ ル放射性廃棄物の処分

事業 はどの ように進 め られ るのが よりよい

か とい う点につ いて,主 と して,地 層処分

に対す る信頼 の確立の視点か ら,段 階的 ア

プローチ と段 階的アプローチ における安全

性 に対する信頼 の向上のための枠組み につ

い て考察す る。

高 レベル放射性廃棄物の地層処分 にな じ

み のない方のために,は じめ に地層処分の

イメー ジと日本 にお ける処分地 の選定 に至

るプロセスの概略 を紹介 す る(2章)。 次

に,地 層 処分 の進め方 について再検討 を し

たス ウェーデ ンの例 を紹介す る。引 き続 き,

段階的 アプローチ と安全性 に対す る信頼の

向上 に関する議論がみ られた比較 的最近の

諸外 国 での議論 の例 を紹 介す る(3章)。

最後 に,そ の ような諸外国での議論 に基づ

き,地 層処分 に対す る信頼の確立 にお ける

課題 について,柔 軟性のある段 階的アプロ

ーチ を中心 に考察す る(4章) 。
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2.地 層処分の 目標 と処分地選定 のプ

ロセス

(1)地 層処分の目標と原則

高レベル放射性廃棄物が人間や環境へ与

える潜在的な影響は,そ の中に含まれる寿

命の長い放射性核種の存在により,長 期間

にわたる。このことは,現 在活動 している

我々の世代ばかりでなく将来の人々への影

響をも考慮 した取 り扱いの対策を立てる必

要があることを意味 している。

高 レベル放射性廃棄物を含む全ての放射
　

性廃棄物 の管理 に関す る基本原則 を示 し

た国際原子 力機i関(IAEA)の 文書(2)で

は,放 射性廃棄物 の管理の 目標 を,現 在お

よび将来 にわた り,人 の健康 と環境 を保護

し,将 来世代 に過度の負担 をかけるこ とな

く放射性廃棄物 を取 り扱 うことである,と

してい る。 この 目標 を達成するため の原則

として,第1に,人 の健康 の防護 に関す る

ものをあげている。放射性廃棄物 は,人 の

健康 に対する受容可能 な防護 の レベ ルを保

証す るような方法 で管理 されなけれ ばなら

ない,と い う原則であ る。次 に環境の保護

に関す るもの として,放 射性廃棄物 は,環

境保護が受容可能 な レベルで行 えるような

方法 によって管理 され なければな らない こ

とを2番 目の原則 として掲 げている。

(2)地 層処分場 のイメージ

ー般 に
,地 下 の岩盤 は,長 期 間にわた り

物質 を安定に閉 じこめ るとい う性質 を持 っ

てい る。 この性質 に着 目 して高 レベ ル放射

性廃 棄物 を地 下深 くの 地層 中 に閉 じこめ

繕〆 一

、、叫'繍 ・圭響灘 醸 ポ'一,㌧
㌧諦 醗1

賦"・ ・、婬 羨忌

賦 織

tr・i ..'汰. 鍵
・ 凝"・'

,""1・ 昌・遊 黒吟 噛'昌'黛 ず帆 謬

腹綴 讐 ∴娠

,霧 馨・ン

30◎m以深

細 本の場念)

図1地 層処分 のイ メー ジ(3)

て,人 間が関与す ることな く生活環境か ら

数万年以上 という長期 にわた り隔離す るの

が地層 処分 である。そのため,高 レベル放

射性廃 棄物 の隔離 に適 した特性 を持 ち安定

した地下深部 の岩盤 に処分場 を設置す るこ

とが必 要になる(図1)。

生活環境 か らの隔離 には,廃 棄物その も

のが生活環境 に近づか ない ということと高

レベル放射性廃棄物中の放射性核種が周囲

の岩盤中地下水 に溶け出 して地下水 によっ

て生活環境 に運 ばれ ることがない,と い う

こ とが含 まれる。 これ を実現す るため,適

切 な岩盤 とともに,人 工 的な障壁(人 工バ

リア)も 隔離 にとって重要 な役割 を果 たす。

人工バ リアは,放 射性物 質 をガラス によっ

て安定 した形態 に して容 器に封入 したもの

(ガ ラス固化体),ガ ラス固化体 を封入す る

鉄製の容器(オ ーバーパ ック)さ らにオー

バーパ ックの周囲 に充填 されるベ ン トナ イ

トとい う粘土 を主成分 とする緩衝材で構成

される(図2)。

*廃 棄物管理(wastemanagement)と は,放 射性廃棄物 の取 り扱 い,前 処理,処 理,調 整,輸 送,貯 蔵お よび処

分 に含 まれ る制度上お よび総行状 のすべ ての活動 のこ とをい う。

一102一
季報エ ネルギー総合工学



1鱒灘
鍵 舞

熱 羅 議
図2人 工 バ リアのイ メー ジ(4)

(3)処 分地選定 に至 るプロセス

日本 で は,原 子 力発 電 環 境 整 備 機 構

(NUMO)に よ り,概 要調査 地区 の選定,

精密調査地区の選定,最 終処分施設建設地

の選 定,と いう3つ の段 階を経 て建設地が

選定 される ことになっている(4)(5)。 最初

の概 要調査地区 を選定 する段階で は文献 に

よる調査 のみ行われるため,得 られる地質

等 に関す るデー タも限定 的であ る。次 の,

概要調査 の段階では,文 献調査 によ り選定

された地 区において,ボ ー リング調査,地

表調査,物 理探査等,を 行 い,地 層の安 定

性 や地下水の水量等の確認が行 われ る。概

要調査 の結果 によ り精密調査 を行 う地区が

選定 される。 この精密調査 の段階では,地

上か らの調査 に加 えて地下 に調査施設 を設

置 して行 われ る調査 に よ り,地 層 の物理

的 ・化学 的性質等が処分施設 の設置 に適 し

ているか否か を確認す ることとされている。

この ように,調 査が段 階的に進 め られ る

ことによ り,処 分施設の設置 の適否の判断

に資するデー タ,お よび当該地 に処分施設

を建設 した場合 の処分の安全性 を示す ため

に必要 になるデータが,量 的に も質的 にも

充実 してい くこ とになる。 このこ とは,施

設設計 な らびに安全評価 は,得 られ るデー

タが充実 して不確実 性 が低減 してい く中

で,段 階的に最適化が図 られる ことを意味

している。

3.地 層処分の進め方に関する議論

地層処分 の安全 に対する信頼 の構築 にあ

た って不確実性が1つ の課題 となる地層処

分 について,社 会 はどの ように意思決定 を

す るのか とい う問題 について,は じめに,

ス ウェーデ ンで行 われた議論 を紹介す る。

ス ウェーデ ンでの議論 は,1987年 か ら1988

年 にかけて行 われた ものであ り多少古い と

い う印象 を持たれるか もしれない。しか し,

検討は同国にお ける立地が困難 な時期 に行

われた ものであ り,立 地あるいは事業の展

開の困難 さを抱 えなが ら処分 のあ り方 につ

いて再検討 した とい う意味 か らも,議 論 の

結果 をまとめた報告書 の中には,現 在 多 く

の国で採用 されている方法 の元 になった と

考 えられる基本的な事柄が い くつ も見 られ

る(第3章 第1節)。

次 に,処 分事業の具体 的な進め方 につい

て議論 した比較的最近 の例が スイス,ド イ

ツ,ア メリカにおいてみ られる。3力 国の

例 に共通 してい る課題 が段 階的 アプローチ

と処分お よびその安全 に対す る信頼の確保

であ る。そこで第3章 第2節 か ら第4節 で

は,こ れ らの3つ の例 における議論の要点

を紹介す る。

表1に は,ス ウェーデ ンを含 め四 力国 に

お ける検討 か ら,段 階的アプローチ と安全
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に対する信頼の確立および実証に関する取

り組み等について概要を表形式で示す。

(1)ス ウェーデンの例

スウェーデ ン放射性廃棄物 管理協議委員

会(KASAM)と 使 用済燃料庁(SKN)が

共催 して1987年9月 に行 われた 「不確実性の

なかでの倫理的行動 に関す るセ ミナー」 と

そ こでの議論 の主要な点 をと りまとめた報

告書(6)か ら関連す る要点 をとりまとめる。

筆者 の知 る限 り,放 射性廃棄物の処分 に

関 し,不 確実性の面か らまとまった議論 を

した初めての例 ではないか と思 われ る。

ス トックホルムで開催 されたセ ミナーに

おける中心的 な課題 は,放 射性廃棄物の処

分 とい う不確実性 を伴 う課題 を倫理的側面

か ら考察 し,望 ま しい行動 とは どの ような

ものか を探 る,と い うことであった。そ こ

での議論 における倫 理的側面 とは,我 々現

在の世代が将来の世代 に対 して負う責任と

将来世代の選択権に関わる問題であった。

セ ミナーには,放 射性廃棄物の処分関係者,

社会問題 として議論 してきた人々に加 え,

人文科学,神 学,自 然科学などの専門家が

参加 し,幅 広い観点から議論が行われた。

① 不確 実性の考察

報告書では,放 射性廃棄物の処分問題 に含

まれる不確実性 を次のように整理 している。

●人間に組み込まれている制約による不確実性

●社会の進展に関する不確実性

●環境の進展に関する不確実性

人間に組み込 まれている制約 とい うのは

人間が本来持 っている不完全性の ことを指

してお り,こ の制約のために起 こる誤 った

判断や行動があ ることを指 してい る。例 え

ば,シ ステムを建設する際,自 らの不完全

性 を知 らず知 らずの うちにシステムの中に

表1柔 軟性のある段階的アプローチ

＼ スウェーヂン スイス アメ リカ ※ ドイツ

韮。段 階 の 設

建

実庶処命の段階を導入 盤 鑑念検醸 こおいて段階的
雲施の灘人を提承

醤A5/醤RCの 露雛iに お いて段階 鷺段賠のサ拝灘建予瀬を提案
・実証処分 〈初簸操業段階〉

を行つたLで その晴点の殴

代がその後の}駕Wの 鍛り
扱い方法を決建

的実施の導入を励艦
・モニタ庭}ング と瀦漿物聾i双が容

易な段階の設定

・柔軟幾 と穏巌な推奨捧織みを

提 泳す る適応粍 ある段欝 化

くA酷ptiveS鉛gi囎)を 提泳

2,実 証段賠、

騨イ助 ト施 設

等 の導入 と

セーフティ・ケース

あ るいは安

念評癩

実魏段附あるいはパイ助ト施設の導入を検討
実齢段階あるいはダ佃ット施設

の導入に懐疑的

・実藏処分の段階を導入

・ 実薩段階終 了後、処分の安

傘性 の儒 夢価,
・ 認緬 結果によ り、地麟簸発

を継続す るか、別の方法を

選択 するかを、その時点の
畿代が決定.

処発と可逆牲の町能鰍を綴み
金わせた獣視付長期地層処労
・ 試験施設およびパ如ット施設

の建設
・ 絶麟処発に先霊つ鷺粥ング

及び容易な廃棄物阿収の段

階を想建
・ パ佃ット施設は長期安全性を

確講するための窯饗入力韓
報を提僕

・ 結果を離総に響緬すること

は滋施設継鎖の許認薄を得

るための前提灸件

適応 稽:ある段i駿化 は実操 業の

間 に縄験 紅藁つ く学習機 会を

待っ ことができ、そのため次の

3稗 の施設を例承
・パイ助ト施設:設 譜 ・操業の辞

懸 ・確鋸 と操窯縄験 の薫施設

への反映絹
・試験施 設:孝 確実難儀減 と性

能向 上を麟的 とした短期～簸

期科学研炎端
・実証施 設:実 際の処分場操業

の安全多こ関 し秘轡渕係者と公

衆の盤頼伽 砿1二および特建の
システム構成 要素の 勉抵 的モニ捌ン

ゲ のための実,講三湧動矯

セーフテぐ・ケ略 を管理ツ沸 として繰
り返 し評筋す る

・短エーデ ン、対スで検 討された実

請あるいはハサ鶴脅段階の導入

には懐疑醗。(Ak£慮 最終報磁

43・・44頁 ξこ両凶を弓1き合 し》に

露及)
・サイトを決定す る籍5段 階で盤一フ

ティ・タ構 を実総

3.遜 分 方 式

あ るいはブ

幾スの概要

・}三施 設湧 紅実灘処 分場 と し

て建設 ・操 業
・3三施設容 縫の約10%の 実藪

施設

・ 監視付長期地層処勢

・ 憲施設以外に賦験施 設とパ

伽 ト旛設 を設鍛
・ 試験撫、没:操 灘認鴫 こ麺拳要

・ 適継難ある段購化の災現化

例。
・ 報法霧の鍵註では以下の3

魏類の線翰鍛懸動を提承;

サイト選定響…続 きとして烈つ のステッ

プを提溝。

第 養段階=熱 標;特 定の最低の

要件を満たす地域(ar購}を 雑定。

※NASノ鰻RCに よる1雛欝潜であ13.実 癒叢冠な来栂工ネルギー省の承す処分概念と一致するものではない,
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表1柔 軟性 のある段 階的ア プロー チ(続 き)

・処分場の操業 を[初 期操業} な安全麟漢 、ξ1£絹,サ骨特健 岩 ・ パ 欄舜 施設;壷 施設の専育 第2殴 階1紅1標;特 定 の好 まし

と1ホ 格操業」に区分し、〔祷 石斌験施設と して利絹町、 籏域内の 三本以上の処分域 い地 質 条伴 を持 つ 地 域くpa嫁lai

期操業3で全溌棄物鷺の1◎% パ佃ット施設機能の補完絹と 道を利鵜 して 設澱。本施設 ar㈱s>を 選 定.

〈4《}◎体程度)を 定搬し.シ ス して主施設三璽聡後も操業舅 で設護卜 操業の妥当性確認 篤3段 階:1三1標;地 表か らの掘

テムの全体評価 を実施 し、この 能 。 後、本格操業. 粥 を掃 う号菅 地域(τegio轟S)の

織果が好 ましい場合、 ご本絡 ・ パ佃ット施設;虫 施設閉鎖後 ・ 試験 範設;憲 施 設と瞬 じ母 特建 と選定。

操〕駕 段階に移行して.残 り の妓期管理実謙 羅.1三施設 羅層等類餓環境下に設澱、 第4段 購1臼 標;地 下施設掘削
の全騰棄物 を定澱、処分. とは水力的に賜離。室施設 担し、処分場健全盤確撮の のための舅トの決定。

操業手謝ご建 設 ・操業。 ため、実廃棄物建搬鼠域と 第s段 階1麟 標:サ ずト淡定.

は物理的に区分。 安企挫 の証明(脚 く)f>は、次
・ 実証施設;劇 施設内に確 保 の鷲つ のプ縫スによ り達戒.

された 専ギぎ区域 に設鍛。 盤 ・ 第3殺 階 の地 罫調 査か ら得

旛設醗鎖叢で並行操業。実 られる地質科学研究の戒果、
言lliはパ イ助 椴 階綾に実施 の ・笛4段 階で得われる安黛解

ため、パ佃 ット施設が実読施 撰結果
設に移行する町能幾もあ ・ 第5段 階 で提供 され るセづ テ

り。 イ・ケー ス

(施設定義は、スイλ嚢}KRA.と は異

なる)

4.検 封 さ れ iタ86障韮992 隻タ9γ2◎ ◎Q 20◎r2⑪03 韮998酬2002

た段階(研 握ト特性調査候補爆ト選建飼 ・1&L彩w処 分場候補地選定活 こ(7)樺王2◎{}2{詳7月 、 ヤワカ・マウンテン サでト特 華裏調 炎縫署(コ`アレーペ ン)

究 閉発、候 動段購 が燧分場蝦トとして立地承認
補舅 ト選定 ・}{LWの 概究腿発段階 鰯 ト

段階.・ ・・) 選定抵動離〉

組み込 んで しまうことがある とい うような

ことである。万全 を期 して構築 したシステ

ムであって も,知 識 の不完全性 によってシ

ステムのセキュリテ ィが影響 を受 ける可能

性 がある ことを頭 に入れてお くことが必要

であ るとい うこ とになる。 この点 を放射性

廃棄物処分場 に適用 して考 える と,密 封 し

た処分場 に対 し,い かなる時点で も人間が

全 く関与 で きない とい う概念 には,本 来的

な危険性が伴 うのではないか と指摘 してい

る。

社会の進展 に関する不確実性では,社 会の

進展 を想定する場合の指標は安定性であると

して,そ の定義を 「安定化の要因が弱いか,

または弱 くなったために,将 来ビジ ョンにお

ける安定性が不足するとい う経験」 としてい

る。法的強制力に基づ く司法制度が社会の安

定化要因の中で最 も重要な要因の1つ である

と思われていると言 う一方,ふ つ うの人々の

精神構造 が安定化要因の中で最 も弱い ものの

1つ であるとしている。個々人の精神構造の

集合体 としての社会の基本的価値観は,社 会

の安定 を測る要因の中で,最 も重要なもので

あるとし,こ の基本的価値観が次の世代 にそ

のまま引 き継がれ維持 される場合には社会の

進展に対する確実性 を高めることができると

述べている。

環境 の視点か ら不確実性 をみ ると,そ も

そ も人類 の将来の存続 で さえ,例 えば地球

温暖化 を考 えてみて も確実 な予測 に近い も

の を行 えるため には,多 くの不確実要因を

処理す る必要がある。 また,今 日我 ・々が講

じるあ らゆる措置の長期 的結果 を予測す る

のは,か な り困難な ことであ る。一方,環

境 問題 とい うグローバルな課題 に比較す る

と放射性廃棄物処分 の問題 は限 られた範 囲

の小 さな問題 とみ られ もす るが,将 来世代

に配慮 する長期 にわたる世代 間倫理 に配慮

し対策 を講 じようと している,と い う意味

でモデルケース として位置づ けることもで

きると述べ ている。

この ように環境の進展 に関す る不確実性

に基づ くと,現 時点で望 ましい と考 えられ

る結論 は,拙 速 に解決策 を決 めて しまうこ

とによって将来 の選択の可能性 を排除 して

しまうことで はな く,「 許容可能 な」解 決
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策 を考 え出す ために時 間をかける,と い う

こ とになる,と している**。

② 不確 実性の存在下での倫理的行動

地層処分に対する1980年 代 までの世界のお

およそのコンセンサスは,放 射i生廃棄物の処

分 は,処 分場が閉鎖 され密封 された後は監視

等の負担の必要がな く,将 来にわた り安全が

確保 されるように実施される,と い うもので

あった。これに対 し,KASAMで は,将 来の

世代が被 るかもしれない全 ての想像 しうる影

響お よびそのような状況が存在するというこ

とに関 し,責 任を負 うだけの基本的知識がな

い,と い うことを以前から表明 していた。将

来の世代 に負担をかけることな く現在の世代

が安全性を確保すべ きとする意見 と,将 来世

代に対する安全性 を完全 に保証するだけの基

礎的知識がない とい う状況の間で,倫 理的に

許 される解決策はどの ようなものであるかの

議論が行われた。

比較的長期 間使用 され るように製造 され

た製品 に対す る製品の運転(operation)の

安全 と保修性(reparable)が,新 たな処分

場概念のための推論のベース として提示 さ

れた。通常 の製 品に対す る安全 と保修性の

関係 を放射性廃棄物の処分 に適用 して考察

す る。そ うする と,処 分の安全性(操 業の

安全性)と は,予 測可能 な限 り,将 来の世

代が 自ら(人 間)ま たはその環境 を廃棄物

か ら保護iするための措置 を余儀 な くされ る

ことの ない ように,廃 棄物 を処分す るこ と

が できるとい うこ とを意味する。一方,保

修可能性 とは,廃 棄物の処分 の際 に我 々の

世代が犯 したか もしれないあ らゆる過 ちを

将来の世代が修正で きるとい うこ とを意味

す る,と 述べ てい る。

地層処分 における保修可能性 の議論の背景

にある論理は,保 修のために処分施設の中に

入る可能性 もな く,様 々なシステムを絶対 的

に安全 と見なすことがで きるのか,と いう問

題 について,異 なる専 門家 には様々な意見が

あ り,そ れ らを完全 に一致 させることが困難

であるとい うような要因を考慮せ ざるをえな

くなる,と いうことである。

専 門家 の合意 とい う側面 か ら見て,保 修

可能性 の必要性 に対する合理 的な理由がな

い とい うことだけで,非 可逆 的な最終処分

方法 を採用す るの は困難である とい うこと

が指摘 された。 しか し,人 間の関与 を排 除

す る処分 の安全性の要求 と保修可能性の要

求が,部 分 的には互い に矛盾す る とい うこ

とは明 らかである。処分の安全性 は,少 な

くともある意味 では,密 封 された処分場 を

必要 とする。一方保修可能性 は,や や意味

は異 なる ものの,ア クセス可能な処分場 を

必要 とする可能性があるか らである。

また,将 来世代 の知識 レベルが どのよう

になるか,と の点 か らの考察 も行 われた。

放射性廃棄物 の処分方法 に関する知識が今

後 もたえず存在 し続 けるとい うことを今の

時点で完全に保証す ることはほ とん どで き

ない,と い うのが最初の見方である。 この

観点 に立つ と,処 分場 は,い ったん密封 さ

れる と,安 全性 の維持 を徹 底す るため に,

積極的 な監視 を必要 としない システムを構

築するのが現世代の責任 ということになる。

反対 に,知 識 の進歩 は耐 える ことな く続

き,将 来の世代 は,安 全性 をよ り一層高め

**こ れはス ウェーデ ンの1980年 代後半の事情 を反映 してい ることに注意す る必要が ある。似 た状況 は他 国で も

見 られ る。
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現甚の躍κの」摩座 将栗の酋κの選択

再取 りだ し欄 　曜漢/
代 替案

実証処分
深層処分場の立地、
建設および実証操

最終処分
フルスケールの深層処分
場の建設、操業および閉

埋め淡しおよび

処分場閉鎖

(出所:SKB,BackgroundReporttoRD&D-Programme92,Sept,1992に 基 づ い て作 成)

図3ス ウ ェ ー デ ン の 地 層 処 分 に お け る 実 証 段 階 の 導 入(1992年)

ることもで き,ま た,廃 棄物 に潜むエネル

ギー資源 の利用 を可能にす る ような新 たな

方法 で放射性廃棄物 を処理す る能力 を有 す

るようになるか も しれない,と 考 えること

がで きる。 この ような立場 か らす ると,選

択は,将 来 の当該の世代 にまかせれば よい

ことにな り,彼 らが選択肢 間の利点お よび

欠点に関す る彼 らの評価 に基づ き選択 が行

われる ことになる。 これは,現 世代 が最 良

と思 われ る選択 を した地層 処分 につい て

は,将 来 の世代 による処分場への関与が可

能である ような方法で,処 分場が設計 され

なければならない とい うことを意味する。

この ような議論 か ら導 きだされた1つ の

結論 は,処 分場 は,安 全性 の見地か らは将

来の世代 による管理措置 や是正措置 を不必

要 にするが,そ れ と同時に,将 来の世代 の

選択 の 自由の観点か らは管理措置や是正措

置 を不可 能に しない ような方法 で建設 され

なければな らない,と い うこ とになる。言

い換 えれば,我 々の世代 は,処 分場の保 守

に対す る完全 な責任 を将来の世代 にまかす

べ きで はないが,将 来の世代 に よる関与の

可能性 を否定すべ きで もない とい うことで

ある,と している。

以上が,KASAMとSKNに お ける議論 の

概要であ り,具 体 的な技術 的お よび制度 的

検討 に までは至 っていない。 しか し,そ の

後ス ウェーデ ンの処分実施機関であるスウ

ェーデ ン核燃料 ・廃 棄物管理 会社(SKB)

が作成 した研究 開発 ・実証計画92(RD&D

Programme92)で は,KASAMとSKNの 報

告書 の結論 を具体化 した と見 られる段 階的

に進 める処分概念 を提示 している。(図3)

(2)ス イスの例

スイスで は,高 レベ ル放射性廃棄物 の処

分に関 しては研 究開発 の段階であ り,サ イ

ト選定 の段階 までにはまだ時間がある。 当

面の課題 は原子力発電所で発生 した低 ・中

レベル放射性廃棄物処分場 の候補サ イ トの

選定問題 である。そのためのサ イ トをニー

トヴ ァルデ ン州 の ヴェ レンベ ル クに想定

し,一 般許認可申請が1994年 に提 出された。

しか し,同 州 の住 民が州民投票 におい て,

低 ・中 レベル廃棄物のための処分場の候補

サ イ トとしてヴェ レンベル クを使用す るこ

とに反対 したこ とを受けて,1997年 に中断
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さ れ た 。 ヴ ェ レ ン ベ ル ク の プ ロ ジ ェ ク トの

先 行 きが 不 透 明 で あ る こ と も 一 因 と な り,

連 邦 政 府 の 環 境,輸 送,エ ネ ル ギ ー,情 報

省(UVEK)は,放 射 性 廃 棄 物 処 分 の 概 念

を 再 検 討 す る た め,1999年6月 に 放 射 性 廃

棄 物 処 分 概 念 に 関 す る エ キ ス パ ー トグ ル ー

プ(EKRA:ExpertGrouponDisposal

ConceptsforRadioactiveWaste)の 設 立 を決

定 し た 。

① 段階的アプローチ

UVEK長 官 は,EKRAに 以下の検討 を行

うよう依頼 した。

「EKRAは放射性廃棄物の処分の異なった概念の

比較のためのバックグラウンドを提供する責任が

ある。グループは特に以下の項目に照らして地層

処分,回 収可能な監視付長期処分および中間貯蔵

を比較するべきである。

一能動的な安全性と受動的な安全性

一監視と管理

一廃棄物の再取り出し」

EKRA設 置 の目標は,長 期の安全性 に対す

る十分な保証に対 し疑問が呈 されていること

か ら,地 層処分に対 し,社 会の信頼が得 られ

る処分方法は どのようなものかを探ることで

あった。主 な論点は,処 分の可逆性,将 来の

世代 をも含む監視 と管理 とい う人の関与をあ

る程度含む処分概念 に置かれている。

EKRAが 提出 した報告書(7)に は,次 の

ような結論や勧告が含 まれる。

・地層処分は,長 期的(10万 年程度)な 安全性に

関する要件を満たす放射性廃棄物隔離を実現す

るための唯一の方法である。

・廃棄物処分に関する社会の要求は回収可能性原

則を重視する方向にあり,し たがって,長 期間

にわたり能動的な管理とモニタリングが実施さ

れる地層処分概念 が提案 される。

・能動的 な管理 とモニタ リングを伴 う地 層処分 の

概念 を考 慮にい れた,全 ての種類 の廃 棄物 を対

象 とする地 層処分 をスイスの法律 に盛 り込 む必

要 がある。

② 試験施設 とパイロッ ト施設

EKRAの 報告書 では,い くつかの方法 を

比較検討 した結果,従 来の処分場 と同様 に,

長期安全性 の要件 を満たす と同時 に可逆性

の必要性 を考慮 にいれ,か つ段階的なアプ

ローチによる柔軟性 のある処分概念 として

監視付長期地層処分 を提案 した。 この処分

概念 は,試 験 施設,パ イロ ッ ト施設 お よび

主施設で構成 される。試験施設はサ イ ト調

査 中あ るいはサ イ ト調 査 直後 に建設 され

る。操業認可に必要 な安全性 の実証 を達成

す るため に必 要なサ イ ト固有の研究 を実施

す るための岩石研究所 として,試 験施設 は

利用で きる。試験施設 は,パ イロ ッ ト施設

を補 うもの として主施設の操業 開始後 も操

業 を続ける ことがで きる。パ イロ ッ ト施設

には次 の機能 を持たせ るこ ととしている。

・人工バリアとニアフィールドの長期間の変化を

モニタリングすること

・長期安全性を実証するために用いられた予測モ

デルを確認すること

・主施設の閉鎖後の長期の管理を可能にする実証

施設の役割

試験施設 と主施設 の建設段階 と操業段階

か ら得 られ る結 果 と共 に,パ イロッ ト施設

で得 られ るデー タは長期安全性 を確認す る

ための主要な入力 データとな る。このよう

に して得 られ るデ ー タに基 づ く詳 細評 価

は,主 施設 を閉鎖す る許認可 を得 るための

前提条件 となる。
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(出 所:EKRA,DisposalConceptsforRadioactiveWasteFinalReport,Jan.,2000に基 づ い て 作 成)

EKRAの 報告書 によれ ば,各 世代 は処分

と処分要件 に関す る新 しい知識 を利用す る

可 能性 を原則 として持 つべ きであ るため,

可逆性 の原則が処分施設 を計画す る際に考

慮 されなけれ ばならない,と している。 し

たがって,将 来の世代 が望 む限 り,廃 棄物

定置 の プ ロセ ス は可 逆 的で あ るべ きで あ

り,再 取 り出 しは適切 な方法 によ り容易 に

してお くべ きである とされた。

図4ス イスEKRAの 段階処分概念

また,パ イロット施設での廃棄物の監視

等の調査結果は,安 全上の理由から廃棄物

を処分場から再取 りだしする際の判断の基

礎情報を提供することとなる。(図4)

③ 処分の可逆性

EKRAの 議論 にお いて も,ス ウェーデ ン

の場合 のように,廃 棄物管理 におけ る倫理

問題 が議論 された。EKRAの 場合 は,将 来

の世代が廃棄物管理問題 を決定す る自由 を

維持 すべ きで あるとい う基本的 な原則 につ

いては一般 的に同意 されているが,こ の原

則 を解釈 して具体化す る方法 に関 しては意

見の不 一致が ある,と 述べている。つ ま り,

従来か らの処分概念であ る,子 孫 に施設の

モニタリングを維持す るための負担 を残 さ

ないため に,で きるだけ早 く処分施設 の密

封 をす る ことが最 良であるか?ま たは,処

分 システムの変化 は常 にモニ タリングすべ

きであ り,廃 棄物へのアクセスを随時可 能

に してお くこ とが良いのか?こ れ らは基本

原則 とい う共通 の基盤の上 にある2つ の方

向の議論 であると している。

(3)ド イツの例

ドイツでは,1960年 代初頭 に,あ らゆる

タイプの放射性廃棄物 を深い地層 で処分す

る とい う決定が下 された。 ドイッ全土 を対

象 に した地層調査 の結果,ド イツ北部 のす

べ ての岩塩 ドームが調査検討 され,1977年

に高 レベル放射性廃棄物地層処分 のための

調査サ イ トと して ゴア レーベ ン(岩 塩)が

選定 され た。翌1978年 にはゴアレーベ ンで

調査 が 開始 され,1993年 まで に約350mの

縦坑2本 が掘削 された。 当時,全 国 レベル

の調査 か ら次第 に候補サ イ トが絞 り込 まれ

て きた ものの,必 ず しもサ イ ト選定のため

の基準 は明 らかに されていなかった。

1998年10月 に,社 会民主党(SPD)と 同盟

90/緑 の党 との連立政権 が発足 し,連 邦環

境 ・自然保護 ・原子炉安全(BMU)相 に ト

リッテ ン氏(緑 の党)が 就任 して以降,高 レ

ベル放射性廃棄物処分のみならず,原 子力全

般の政策 に大 きな変更がみ られるようになっ

た。連立政権は,原 子力発電所の段階的廃止,

使用済燃料の再処理の禁止,放 射i生廃棄物処

分場の見直 し等 を主張 した。その中で ゴアレ

ーベ ンサイ トに関しては,全 ての種類の放射

性廃棄物の最終処分にゴア レーベ ンがふさわ

しいか という問題は,多 くの専門家の間で論
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争 を呼 び,BMUは,腐 食 また は劣化 による

気体 を通 じた放射性核種の放出な どゴア レ

ーベ ンサ イ トに処分場 としての技術的適合性

に関する疑念があることを理由に調査作業 を

中断 した。

連邦政府 は,原 子力法の修正ならびに放射

性廃棄物 管理 の新 たな計画の開発 を開始 し

た。一方で,放 射性廃棄物処分の分野では,

異なる母岩層におけるサイ トの適合性 も調査

しなければならない とする技術 に加 え,サ イ

ト選定手続 きも重要であることを指摘 した。

このため連邦政府は,2030年 ごろに全ての種

類の放射性廃棄物のための単一の処分施設 を

ドイツ国内に建設す ることを新 たな目標 に

し,サ イ ト選定の見直 し作業に入った。

BMUは,放 射性廃 棄物最終 処分サ イ ト

を 選 定 す る た め の 作 業 委 員 会AkEnd

(A止beits㎞eisAuswahlver趾皿'enEndlagerstandorte)

を設立 した。 その任務は,科 学 的基準 に基

づ く包括 的な最終処分サ イ ト選定手順 を作

成する ことであ った。

連邦政府 と電力会社 の2000年6月14日 付

け合意では,ゴ ア レーベ ンサ イ トの調査は,

概念的問題 ・安全関連 問題 が明確化 される

まで,最 低3年 間,最 高10年 間中断 される

こととなった。

① 段 階 の 設 定 と サ イ ト選 定 段 階 に お け る

安 全 性 の 証 明(proof)

AkEndの 最 終 報 告 書(8)で は,サ イ ト選

定 手 続 きが 次 の5つ の ス テ ッ プ で 進 め ら れ

る こ とが 提 言 さ れ た 。

第1ス テ ップ:特 定の最低 の要件 を満 たす地域

(areas)を 特 定する。

第2ス テ ップ:特 定 の好 ま しい地 質条件 を持 つ

地域(ρartialareas)を 選定 する。

第3ス テップ:地 表からの掘削を行うサイト地域

(regions)の特定と選定

第4ス テップ=地 下施設掘削のためのサイトの決

定

第5ス テップ:サ イト決定

第3か ら第5の ステ ップでは,場 合によ

っては後戻 りす ることも考慮 している。

安 全性 の証 明(proof)は,次 の3つ の

プロセスに より達成 される としている。

・第3段 階の掘削調査計画のための地下調査から

得られる地質科学研究の成果

・第4段 階で行われる安全解析の結果

・第5段 階で提供されるセーフティ・ケース

従 って,長 期安全性評価のための基本原則,

お よびその予測の信頼性 は,立 地の手続 き期

間中に提示 されねばな らないこととされた。

AkEndの 主張は,立 地の判断 ミスが明らかに

なるのは,長 期間経過 した後であり,そ の場

合の是正は難 しい。従って,サ イ ト選定手続

き,お よび特に長期安全性の証明の手続 きが

重要 になるとい うものである。

ス ウエーデ ンお よびス イスで議論 された

「段 階的手続 きは,市 民 による検証 のため

の基本的要件 であ る」 とす るアプローチに

対 しては疑問 を投げかけ,ス イスの ように

か えって立地 の初期 の段 階で頓挫 して しま

う可 能性のあ ることも指摘 している。

② 安全性 への信頼 と可逆性

AkEndの 報告書では,回 収可 能性が処分

場 の長期安全性 の見地 か ら,お よび母岩 の

違 いによる技術 的実現可能性,の2つ の面

か ら検討 されている。

まず,回 収可能性が,サ イ ト選定手続検

討 の次の2つ の安全性の見地か らの原則 と

整合 している必要がある としている。
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・サイ ト選定手順の策定に関しては,地 質バリア

がもっとも重要な基準である。

・サイト選定手順は,長 期安全性の観点から特に

地質学的に総合的な好ましい特性を持つ区域,

地域、およびサイトを特定するのに合致したも

のであること

これ らの原則 に従 えば,処 分場の長期安

全性 は注意深 く選定 された受動 的かつ修復

措置が必 要 とされ ない安全 システムに基づ

いて達成 されるこ とにな る。廃棄物への接

近 を容易にす る回収可能性 の段 階が なけれ

ば,受 動 的で安全 な処分場 が早期 に実現 さ

れ る。 これは従来か らの考 え方である。

AkEndは,サ イ ト選定のために回収可能性

が どのように考慮 されなければな らないか,

もしそ うであるとすれば どのようにすればよ

いか,と いうことを明確 にす るための検討 を

行 っている。長期安全性 と回収可能性の両要

件 をそれぞれ満足する岩の特性 は両立 しない

ものであることか ら,サ イ ト選定に対 し回収

可能性を初期の段階で優先 して考慮すること

は,総 体的にみて余 り好ましくない地質特性

を有する区域,地 域あるいはサイ トに集中 し

て しまう恐れ もあると述べている。従 って,

AkEndは,サ イ ト選定手順 を検討する段階で

処分場からの廃棄物の回収可能性 を考慮する

理由はない としている。

しか し,サ イ ト選定 のための手順 を検討

し適用す る段 階で回収可能性の考慮 を除外

する ことが,サ イ トの最終決定 において回

収可能性が考慮 されないこ とを意味する も

のではない とも述べている。サ イ ト選定 の

最終段 階では,複 数の候補サ イ トの中か ら

回収 可能性 の点か ら も好 ま しい条件 を備

え,か つ受動 的な安全 にとって好 ま しい条

件 を持 つサイ トを選定す ることは可能であ

る,と している。

処分 の基本概念 は,能 動 的な管理 を必要

としない受動的 なシステム として安全 を確

保する ことと考 えられている。 回収可能性

は,そ の受動的 システムに移行 した後 も鉱

山掘削技術 を用いれば可能 である としつつ

も,主 に対 象 と して考 え られてい るの は,

処分場 を埋 め戻す までの期 間であると考 え

られている と理解 される。

(4)ア メ リ カ の 例

米 国 エ ネ ル ギ ー 省(DOE)か ら の 支 援 に

基 づ い て,米 国 科 学 ア カ デ ミ ー/米 国 研 究

協 議 会(NAS:NationalAcademyof

Sciences/NRC:NationalResearchCouncil)

の 放 射 性 廃 棄 物 管 理 委 員 会(Boardof

RadioactiveWasteManagement)の 元 に 設

置 さ れ た 「段 階 的 処 分 場 シ ス テ ム の た め の

原 則 と 実 施 戦 略 に 関 す る 委 員 会 」

(CommitteeonPrinciplesandOperational

StrategiesforStagedRepositorySystems,以

下 「段 階 検 討 委 員 会 」 と 称 す)に よ っ て

2001年 か ら2003に か け て 検 討 さ れ,作 成 さ

れ た 報 告 書 「ONESTEPATATIME高 レ

ベ ル 放 射 性 廃 棄 物 の 地 層 処 分 場 の 段 階 的 開

発 」(9)に お け る 議 論 の 概 要 を 紹 介 す る 。

こ の 間 に 米 国 で は,DOEが 大 統 領 に 対

し使 用 済 燃 料 の 処 分 サ イ ト と して ヤ ッ カ ・

マ ウ ン テ ン を 推 薦 し た の に 応 え,議 会 決 議

を経 て2002年7月 に大 統 領 は 議 会 決 議 案 を

承 認 し た 。

こ の 研 究 を 諮 問 す る こ と と な っ た2000年

時 点 で は,ヤ ッ カ ・マ ウ ン テ ンで の サ イ ト

特 性 調 査 が 終 盤 に あ り,DOEが 大 統 領 へ 同

サ イ トを処 分 場 サ イ トと し て 推 薦 す る 直 前

の 段 階 に あ っ た 。 そ の 時 点 でDOEは,処 分
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場 の 設 計,建 設,操 業 お よ び 閉 鎖 に 関 し段

階 的 な ア プ ロ ー チ を適 用 す る こ と を検 討 し

て い た 。 全 米 研 究 協 議 会 へ 諮 問 を 求 め た 書

簡 に お い て,DOEは 次 の よ う に そ の 動 機 を

述 べ て い る 。

「エネル ギー省 が安全,確 実,費 用効 果的 で,

かつ社会的 に受 け入 れ可能 な方法 で処分場の設計,

建 設,操 業,閉 鎖 を行 うこ とに対 して段階 を設 定

する とい う戦 略につい て全米研 究協 議会 か らの諮

問 を受 けるこ とは非常 に有用 であ ると考 える。…

…処 分場 に関 する段 階設定 の考 え方 は
,米 国やそ

の他 多 くの国 の処 分場 プログラムで注 目を集 めて

きてい るもの の,操 業 とい う意 味で は十分 な理解

が なされていない。……

しか し,段 階設定 が有利 だ とい うことも非常 に

はっ きりと している。技術的観点 か らみ ると,段

階 を設 け ることによ り処 分場 プログラムの全期間

において継 続的 な調査 や改善 を行 う機会 が与 え ら

れる。社会 的観点 か らみ ると,段 階 を設 けること

によ り安全 で確実 な廃棄 物処分 を提供 す るだ けで

な く,社 会 に対 してチェ ックア ン ドバラ ンスの シ

ステムを働 かせ て問題 を見い だ し,必 要 に応 じて

是正措置 を取ることも可能になる」。

この よ う なDOEの 要 請 に対 し,NAS/NRC

で は 次 の 作 業 内 容 を 設 定 し た 。 段 階 検 討 委

員 会 が 検 討 対 象 に した 段 階 の 設 定 は,立 地

か ら 閉 鎖 後 の 段 階 に 至 る 地 層 処 分 プ ロ グ ラ

ム 全 般 で あ っ た 。

1.段 階設定 した処 分場 システム開発 の技術 的,政

策的,社 会的 目的 と リスク。

2.段 階設定 が閉鎖前,閉 鎖後の安全 や安全保障,

さ らに費用,パ ブ リック ・ア クセプ タンス,処 分

場の操業等に与 える可能性の ある影響。

3,設 計戦略,段 階設定 した処分場の建設,埋 め戻

し、閉鎖 に対 す る戦略,監 視 ・確認対 象 を含 めた

閉鎖前後 の段 階にお ける処 分場の性能 を確 認 する

ための監視戦 略等 を含 む,段 階設定 された処 分場

システム開発 に対 する戦 略。

4.設 計,監 視,性 能確 認能 力の改善 を図 るために

示 さなければな らない知識 ギ ャップの特定。

5.段 階設定 した処 分場 システム と許認可プ ロセス

の間で共存 できない可能性 の特 定、お よびそれ を

解決 するための戦略 。

① 適 応 性 あ る 段 階 化

処 分 場 候 補 地 が 決 め られ,明 確 に 決 め ら

れ た 処 分 実 施 と い う最 終 目標 に 向 け て,事

前 に 決 め ら れ た 道 筋 とス ケ ジ ュ ー ル に 従 っ

て 管 理 プ ロ セ ス を進 め る従 来 の 方 式(線 形

的 段 階 化:LinerStaging)と 比 較 して,よ

り柔 軟 で 実 効 性 の あ る 「適 応 性 の あ る 段 階

化(AdaptiveStaging)」 を提 言 した 。 適 応

性 の あ る 段 階 化 と は,柔 軟 性 を 持 ち,実 施

者 に対 し,プ ロ セ ス の 途 中 で も安 全,環 境

影 響,費 用,ス ケ ジ ュ ー ル 等 様 々 な 要 素 に

関 し,見 直 しや 改 善 す べ き と こ ろ が 抽 出 で

き る よ う に 構築 さ れ る プ ロ セ ス で あ る 。 従

っ て,処 分 実 施 に 至 る お お よ そ の プ ロ セ ス

は 決 め ら れ て い る が,最 終 的 な 道 筋 は 最 終

処 分 に い た る議 論 の 課 程 で 集 積 さ れ る 知 識

や 経 験 に よ り徐 々 に 明 らか に さ れ て い く。

つ ま り,前 の 段 階 の 結 果 に 従 っ て 次 の 段 階

が 予 測 さ れ る と い う段 階 的 な 決 定 に 基 づ く

柔 軟 な プ ロ セ ス で あ る 。 適 応 性 あ る 段 階 化

の 特 徴 は 次 の7点 に あ る と して い る 。

(a)系 統 的な学習(systematiclearning)

(b)柔 軟性(flexibility)

(c)可 逆性(reversibility)

(d)透 明性(transparency)

(e)監 査可能性(auditability)

(f)言成実 さ(integrity)

(g)応 答性(responsiveness)
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② 適応性 の ある段 階化 と安全 性 に対 す る

信頼(セ ーフテ ィ ・ケース)

適応性 ある段階化で は,技 術的 にも社会

的 に も継 続 的な学 習 に重 点が 置 かれ てい

て,新 しい知識 に対応 して科学面お よび管

理面で再評価 を し,対 応 してい くことを可

能 にする,柔 軟かつ慎重 な意思決定が行 わ

れ る 。 他 の 報 告 で もみ ら れ る よ う に,

NAS/NRCも 地層処分 の安全性 を説明 しその

信頼 を高 めるためのツール としてのセー フ

テ ィ ・ケース***の 有用性 を指摘 し,セ ー

フテ ィ ・ケース を繰 り返 してゆ くことが,

地層処分場 に対す る適応性 ある段階化の中

心 である としている。さらにNAS/NRCで は,

地 層 処 分 プ ロ グ ラ ム に お け る安 全 文 化

(safetyculture)****の 主要 な部分が,セ ー

フテ ィ ・ケースであ り,処 分場開発 の間中

実施者の活動 に指針 を与 え,ま た広範 にわ

たる人 々 と安全につ いて意思疎 通 を図るた

めの管理 ッールであ ると している。 また,

実施機関 は,許 認可 申請のための要件 にセ

ーフテ ィ ・ケースが含 まれていない場合で

も,実 施機関はセーフテ ィ ・ケースを開発

す る責任があるとも述べ ている。

報告書では,セ ーフテ ィ ・ケースの重要

な特徴 を次 の ように述べ ている。

(a)ど のようにして安全が達成されるかについ

て(非 専門家に対 して)理 解可能な説明を含

むこと,

(b)性 能評価の基になる前提と概念について論

じること,

(c)安 全性を決定付けるプロセスおよび事象の

科学的理解の際の限界からくる不確実性を直

接論じること,

(d)処 分場 システ ムあ るいは その個 々の構成 要

素 の安全 に関 わる挙動 につ いてその妥 当性 を

サポー トす る,他 の非定量的論拠(歴 史的ア

ナ ログやナチ ュラルアナ ログといった独立 し

た別 のエ ビデ ンス との比 較)を 用 いる ことが

可 能である こと。

適 応 性 あ る 段 階 化 の 各 段 階 に お い て セ ー

フ テ ィ ・ケ ー ス を繰 り返 し て 評 価 す る こ と

に よ り例 え ば,以 下 の よ う な 機 会 が 与 え ら

れ る こ と を指 摘 し て い る 。

・プログラムが安全 でない方向に導かれる ような

こ とを防 ぐ。

・公衆 の懸念 の基 になる未解決 の安全 にかかわる

課題 に対処 するための安全戦 略についてその適

性 を確認 する。

・処分場 の安全性能 を決定 する特性 やプロセスに

関 する新 たな知見 を取 り込む。

・信頼 を高 め得 る社会的 レビューに対 する要求 を

満 たす。

(犠NAS劔Rqα ∞SにpAtATi鵬2003に 基づい)

図5ア メリカNAS/NRCの 段階処分概念

***処分場の長期安全性 を裏付けるために,処 分場 開発の各段 階で繰 り返 され,再 確認 される議論 を集めた もの。

****安 全 をあ らゆる実施、手順 、管理上の選択 に組み込んで統合化す ることを意味す る。
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4.考 察

高 レベル放射性廃 棄物 の処分事業の 目標

は,第1に 安全 な処分の実施で ある。諸外

国の例 か らは,事 業が長期 にわた り,不 確

実性 を含 みかつ事前 に提 示す る処分の安全

の厳密 な意味 での実証が不可能な事業 につ

いて,人 々の信頼 を得 るためには どのよう

な概念 を用意 し,ど の ような進 め方 をすれ

ばよいか,と い うこ とが大変重要で あるこ

とがわかる。ここで紹介 した諸外 国の例 は,

具体的 な議論 にはそれぞれ国別 の課題がみ

られる ものの,議 論 ・検討の根本 には処分

事業 あるい はその安全 に対す る信頼 を如何

に得 てい くか,と い う大 きな課題が あるこ

とを示 している。

ここでは,紹 介 した国の検討事例 で共通

してみ られた,柔 軟性のある段 階的アプロ

ーチ と安 全 の提示 方法 と して のセ ー フテ

ィ ・ケース について考察する。

(1)柔 軟性 のある段 階的アプローチにつ

いて

現世代 の果たすべ き責任 と将 来世代の選

択 に関す る議論 では,廃 棄物 を発生 させ る

現世代が,将 来世代 に技術 などの資源 を引

き渡 してゆ くことと,将 来世代 が,被 るで

あろ うリス クの負担 を最小 にする技術 と方

策 を選択 す る こ とを可 能 にす る こ とに よ

り,「 世代 間の公平」 を達成 する,と い う

認識が処分領域 の専 門家の間では定着 して

いる。 この ことは,処 分場 は,安 全性 の見

地か らは将来の世代 による管理措置 や是正

措置 に頼 らない もの とす ることが必要であ

るが,そ れ と同時 に,将 来の世代 の選択の

自由の観点か らは管理措置や是正措置 を不

可能 に しない ような方法で建設 されね ばな

らない ことを意味す る。可逆性 を含 む段 階

的 なアプ ローチは,こ の基本理念 を実現す

るための現 時点 での唯一の方法 である と思

われ る。スイスの例の ように,将 来の人々

が安全の確認 をす るためのパイロ ッ ト施設

を主施設 とは別 に設置す る処分概念 は,こ

の考 え方 を反映 した概念である とも考 え ら

れる。 また,ス ウェーデンの ように,処 分

事業 の時系列の中に実証段階 を設 けるこ と

に より一定の廃棄物量の実処分状態 を確認

した上で再度安全評価 を行 って次 の段 階に

移行す る とい う段 階的進 め方 もある。 さら

に,現 実の処分 の状態 を考 えると,処 分場

へ廃棄物 を搬入 してか ら相当の期 間は,処

分状態の環境 に移行 した区域 と操 業が行 わ

れている区域が共存す る状態が続 く。数十

年 間続 くこの期 間では,初 期 に処分状態 の

環境 に移行 した区域 につ いて,実 質的にモ

ニ タリングなどを行 い ,処 分の安全性 を確

認 するこ とが可能 になる。 この間 に得 られ

る新 しい知見やデー タによ り,再 度安全評

価 を行い,処 分場 を完全 に閉鎖 し,無 管理

状態へ移行す るか,別 の選択 をするかの判

断の機会 を提供 す るこ とがで きる,ま た,

将来の人 々が別の取 り扱 いのための研究 開

発 をしよう と思えば,そ のための十分 な時

間 を提供する ことに もなる。

以上の ように,長 期 間にわた る処分事業

では,科 学,技 術 の進展,社 会の要請 の変

更 な ど様 々な状況が想定 され る。そのよ う

な場合,ア メリカの科学 アカデ ミーの報告

書 で述べ てい るように線形的 な段 階化 のア

プ ロ ーチ で は適切 な対 応 が 困難 で あ り,

様 々な状況 に対応す るこ とを可能にす る適

応 ある段階化のアプローチ(柔 軟1生のある
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アプローチ)の 採用が必要であ る。 この柔

軟性 のあるアプローチで は,選 択 した方法

による地層処分以外 の方法 を採用する こと

も考 え られ ることか ら,現 世代 が柔軟性 あ

るア プローチ を採用 す る場合,現 世代 が,

実効性が あ り実現の可能性がゼ ロではない

と考 える他の オプションについて も研 究開

発,あ るい は検討 が進 め られてい る必 要が

ある。今後,地 層処分事業の進展 にあわせ

て社会 の様 々なグループの人 々 と対 話 を重

ねてい く中で,オ プシ ョン問の相互比較 を

経 た上 で選択 され る,社 会が最良 と考える

最終方策 は,広 く社 会の持続的 なコンセ ン

サスを得てい くこ とになると思 われ る。

(2)段 階的 アプ ローチ とセー フテ ィ ・ケ

ース

段 階的なアプローチの検討の背景お よび

その内容 は,ス ウェーデ ン,ス イス,ド ィ

ッ,お よびアメリカの科学 アカデ ミーの研

究 で,そ れぞれ少 しずつ異 なる。 しか し,

不確実性 を含む長期事業 に対す る妥当な判

断の示 し方,と い う面 か らみ ると,第 一義

的にそれは安全性 の確保 とそれ に対 する社

会あるいは人 々の信頼 であ り,諸 外 国の検

討例 をみるとまず事業者が示す内容 が基準

等 に照 らして妥当か否 か判定 され ることは

もちろんのこと,安 全性が広 く関係 者の間

で理解 されるこ とが必 要である とされてい

ることがわかる。そのための枠組みや手法

を準備 するこ とが必要であるが,今 の とこ

ろそれほ ど体系立てている国はないのでは

ないか と思 われる。段 階的アプローチの中

で,例 えばセーフテ ィ ・ケースを管理 ッー

ル として用 い,安 全性 について関係者 によ

る対話が繰 り返 され,し か も信頼度が時間

の経過 に従 って次第 に高め られてい く,と

い う方法が有効である とい うことが指摘 さ

れている(ゆ 。

安全 の完全な意味 での実証が不 可能であ

る ことに対 し,安 全へ の信頼,お よび将来

世代 の選択権,と い う内容の異 なる2つ の

要件 に対 し,現 世代 はその計画の中で何 を

用意す れば良いか,と いう課題が クローズ

ア ップされた。

安全へ の信頼の点 につ いては,安 全評価

を中心 に,安 全の論拠 を示す事例 や制度構

築な どに よって総合 的に安全性 を示 し,社

会 の信 頼 を得 る努力 の必 要性 が指摘 され

た。 これは今 日セーフテ ィ ・ケース とい う

用語 でま とめ られて,国 際機関あ るいは各

国において議論が進 め られてい る。セーフ

テ ィ ・ケース は,IAEAとNEAの 定義(ll)

によれば,「 地層処分施設の,安 全 を記述,

定量化 し,お よび実証す る主張 と証拠 の統

合 した ものであ り,安 全の信頼 度の水準 を

示す もの」である。処分場開発 は段 階的に

進 め られ,安 全性 の評価 に必要 とされるデ

ー タや関連する施設設計 も徐 ・々に明確 に さ

れてい く。あ る段 階か ら次の段 階へ進 める

ための決定ではその段階 にお けるセーフテ

ィ ・ケース を判断根拠 として なされるこ と

も想定 され る。判 断にあたっては,不 確実

性 が存在す る場合のシステム全体 の安全 に

対 する信頼が重要 になる。セ ーフテ ィ ・ケ

ースでは次の内容 が含 まれてい る場合 ,判

断のための資料 た りうるとされてい る(12)。

・評価基準の作成の現状と性能評価の結論,そ う

した結論によって示された安全裕度に対してど

の程度の信頼が得られているかという評価につ

いての説明

・信頼を達成するために採用されたアプローチな
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らびにそうした信頼の公式な声明についての説

明

・将来の開発段階に関する評価基準へのフィード

バックと安全戦略の確認

各段階で判断 されるべ きことの内容 を明

確 に して,そ のためには何 をどこまで用意

して示すか。 さらにその次の段 階の終了時

点で示す結論 のために必要 な計画 を示 して

い くこ とが不可欠 になる。

実施主体がセー フテ ィ ・ケース を事業管

理のため のツール と して用 いる ことには,

不確実性 を含 む事業 を如何 に信頼のある も

のであるかを示 してい くか,そ の取 り組 み

に対 する実施主体の姿勢 を示す とい う意味

で も,価 値が ある。その取 り組み姿勢 に対

す る理解 が得 られ ることか ら信頼の一歩が

始 まる。従 って,実 施主体 は,セ ー フテ

ィ ・ケースの最終形の骨格 と各段階 におい

て限 られた情報の 中で どの ように安全 を示

してゆ くか,そ の考 え方 を早急 に とりまと

め,ま ず専 門家の中で合意を とり,そ れ に

基づいて広 く社会の合意 を得 るこ とが必要

である と考 える。
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研究所のうごき

(平成16年7月2日 ～9月30日)

◇ 第20回 評議 員会(臨 時)

日 時:7月21日(水)12:00～12:15

場 所:経 団連 会館(9階)902号 室

議 題:

第一 号議案 役 員の一部 改選 につ いて

第二 号議案 評議 員 の一部 交替 につ いて

◇ 第10回 賛助会 員会議

日 時:9月17日(金)16:00～1g:00

場 所:経 団連 会館(9階)ク リス タルル ーム

言義 題:

1.平 成15年 度事業報告 お よび収 支決算

2.平 成16年 度事業計 画お よび収 支予算

3.講 演

「原子力 エネルギ ーの長期展望」

(Rエ ネルギー総合工 学研 究所 研 究理事

松 井一 秋)

◇ 月例研究会

第226回 月例研 究会

日 時:7月30日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会館7階702・703会 講i室

アーマ:

1.日 本 の電気事業 制度改革
一現在 の状況 の紹介 一

(R電 力中央研究 所 社会経 済研究所

主任研 究員 丸山 真弘 氏)

2.欧 米 での電力 自由化動 向

(S海 外 電力調査 会 企 画部 主席研 究員

東 海 邦博 氏)

第227回 月例研 究会

日 時:8月27日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館5階501・502会 議 室

アーマ:

1.バ イオマスの全面 的利用 の可能性 一木 質資

源 との付 き合 い方 を考 え よう一

(東京大学大 学院 農学生 命科学研 究科

生物材料 科学専攻 教授 鮫 島 正浩 氏)

2.木 質バ イオマスの利用技術 の動 向

(バ イオエ ネルギー ・コ ンソー シアム

運 営委員長 城子 克夫 氏)

8月19日(木)

30日(月)

31日(火)

9月8日(水)

9日(木)

10日(金)

22日(水)

24日(金)

◇ 人事異動

07月31日 付

(出向解除)

村 上 純 一

(退職)

五 十嵐和子

08月1日 付

(出向採用)

伊 藤 学

09月30日 付

(出向解除)

当麻 潔

波 多野 守

検討委 員会
・第!回 水 素 の革新 的技術 に関す

る調査 ・研究委 員会
・第2回 高 温 ガス炉 プラ ン ト研 究

会

第1回 長 期エ ネルギ ー技 術 ビジ

ョン等 に関す る調 査 ミニ ワー ク

ン ヨツフ
・電 力 ・ガス総 合技術 検 討会(準

備 会)

電 力 ・ガ ス 総 合 技 術 検 討WG

(準備 会)
・第20回 エ ネルギー総合工学 シン

ポジ ウム 「21世紀のエ ネルギ ー

戦 略 と水素等 の次世代燃 料製造

技術 」
・原子力水 素研究 会

第2回 エ ネルギー経済環境予 測

検討 委員会

プ ロジェク ト試験研 究部

主任研 究員

エ ネルギ ー技術 情報 セ ンター

兼 プロジェ ク ト試験研 究部

研 究員

プ ロジェク ト試 験研究部

主任研究員

プ ロジェク ト試 験研究部

主管研究員

プ ロジェク ト試験研究部

主管研究員

◇ 主 なで きご と

7月12日(月)・ 第1回 「下水汚泥 の高効率 ガス

変換発 電 システムの 開発」技 術

開発推 進委 員会

14日(水)・ 原子力水 素研究 会

23日(金)・ 第 ユ回エネル ギー経済環境予 測
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編集後記

本号 はバ イオマ スエ ネ ル ギー を集 中的 に

取 り上 げ ま した。 ご覧 い た だ き ま した よ う

にそ の 目玉 の座 談 会 にお い て は,同 テー マ

の 各 分 野 に お け る指 導 ・推 進 役 的 立 場 の

方 々(大 学 か ら内 山洋 司教 授,経 済 産 業 省

か ら荒木 由希子 課 長,農 林 水 産 省 か ら藤 本

潔 室 長,NEDOか ら 田島 正喜 主 任)に 集 ま

って い た だ き ま した。平 成14年12月 の閣議i

決 定 に よ る 「バ イ オマ ス ・ニ ッポ ン総 合 戦

略 」 以 降,あ らゆ る方 面 で取 り組 みが 行 な

われ て い ます 。 しか し,バ イ オマ ス は廃 棄

物 とは異 な り収集 シ ステ ムが 確 立 してい な

い こ と もあ って,そ の利 用 拡 大 が 自然 と進

展 す る こ とは 困難 で,そ の ため収 集 面 と利

用技 術 面 にお け る政 策 と技 術 の取 組 み が 鍵

を握 る と見 られ ます 。 そ の意 味 で,今 回 の

座 談 会 は,今 後 各 方 面 で本 テー マ の推 進 を

考 え られ る際 の重 要 な ヒ ン トを与 え る もの

と思 われ ます 。

続 い ての テ ーマ と して は,鮫 島正 浩 教授

か ら 「森 林 バ イ オマ ス の全 面 的利 用 の 可 能

性 」,城 子 克夫 氏 よ り 「木 質 バ イオ マ ス利

用 技 術 の 動 向 」,当 所 奥 田誠 主 管 研 究 員 よ

り 「木 質 系 バ イ オマ ス に よ る小 規 模 分 散型

高 効 率 ガ ス化 発 電 シス テ ム の 開発 」 と,

い ず れ も今 回 は木 質 バ イ オ マ ス を 中心 に

取 り上 げ ま した。

こ の 夏 は 各 地 で 最 高 気 温(東 京 で

39.5℃),連 続 真 夏 日記 録(東 京 で40日 間)

が 過 去 最 高 とな り,ま た 局 地 的 な大 雨 と

頻 発 す る台 風 の 到 来 に見 られ ます よ うに,

何 か 異 常 を感 じ させ る 暑 い 夏 で した。 特

に 災 害 の 被 害 に遭 わ れ た 方 々の 苦 しみ と

忍耐 は,如 何 ば か りか と思 い 察 せ られ ま

す 。 そ の 異 常 の原 因 を温 暖 化 に よる もの

とす るの は早 計 で あ る と して も,新 た な

二 酸 化 炭 素 を発 生 しな い バ イ オマ ス燃 料

の利 用 拡 大 は,二 酸 化 炭 素 吸 収 効 果 が 期

待 され る森 林 保 全 と と も に,今 後 益 々重

要 にな る もの と思 わ れ ます 。

同 じ熱 さで も,去 る10月3日 に大 リー

グの シー ズ ン最 多 安 打 記録(257本)を 塗

りか え,通 算262本 で 今期 有 終 の美 を飾 っ

た イ チ ロ ー の 弁 の よ う に 「熱 く燃 え た」

とい う 「熱 さ」 は,見 る もの 聞 く もの に

も感 動 を呼 び起 しま した が,温 暖 化 に よ

る熱 さは,や は り勘 弁 願 い たい もので す。

編 集責 任 者 小 川紀 一 郎
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